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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 2022年５月 2023年５月 2024年５月 2025年５月 2026年５月

売上高 (百万円) 73,049 77,263 88,677 92,920 104,280

経常利益 (百万円) 12,114 12,304 11,124 12,311 14,278

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 12,256 9,489 16,162 9,711 12,163

包括利益 (百万円) 16,590 14,880 26,975 6,487 23,931

純資産額 (百万円) 125,466 138,080 160,533 161,768 178,983

総資産額 (百万円) 147,423 160,715 192,717 190,986 216,778

１株当たり純資産額 (円) 2,821.58 3,104.40 3,650.73 3,729.66 4,223.03

１株当たり当期純利益 (円) 276.02 213.98 365.22 222.58 284.46

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 84.9 85.7 83.1 84.5 82.3

自己資本利益率 (％) 10.4 7.2 10.9 6.0 7.2

株価収益率 (倍) 16.05 18.23 9.24 15.52 14.52

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 10,039 8,351 6,966 5,100 9,174

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 468 △8,107 △4,248 4,066 △5,495

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,581 △2,828 △4,218 △6,669 △5,183

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 21,747 20,334 20,264 22,445 22,518

従業員数
(人)

2,628 2,691 2,948 3,040 3,108

[外、平均臨時
雇用者数]

[935] [869] [904] [909] [893]
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．当社は「株式給付信託(BBT)」を導入しており、「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」の

算定上、「株式給付信託(BBT)」に係る信託口が保有する当社株式を、期末自己株式及び期中平均株式数の

計算において控除する自己株式に含めております。

３．2024年５月期から、株式会社たねとファームとSakata Centroamerica,S.A.を連結の範囲から除外しており

ます。

４．2024年５月期から、Sana Seeds B.V.とIsla Sementes Ltda.を連結の範囲に含めております。

５．2025年５月期から、Sakata Colombia S.A.S.を連結の範囲に含めております。

６. 2026年５月期から、Agritu Sementes Ltda.を連結の範囲に含めております。

７. 2026年５月期から、Tikal Holding,LLCを持分法適用の関連会社に含めております。

８．「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を2025年５月期の期首から適用しており、2024年５月期に係る各数値について

は、当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっております。なお、2022年改正会計基準については第

20－３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用し、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第28号 2022年10月28日）については第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いを適

用しております。この結果、2025年５月期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数

値となっております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第81期 第82期 第83期 第84期 第85期

決算年月 2022年５月 2023年５月 2024年５月 2025年５月 2026年５月

売上高 (百万円) 32,230 33,463 34,804 35,968 37,210

経常利益 (百万円) 5,017 6,534 5,805 3,751 5,495

当期純利益 (百万円) 4,257 5,296 12,456 4,108 5,933

資本金 (百万円) 13,500 13,500 13,500 13,500 13,500

発行済株式総数 (株) 47,410,750 47,410,750 47,410,750 46,410,750 45,410,750

純資産額 (百万円) 83,776 88,772 99,202 97,296 98,603

総資産額 (百万円) 91,968 96,563 113,146 107,144 112,243

１株当たり純資産額 (円) 1,889.08 2,001.65 2,262.36 2,249.65 2,333.28

１株当たり配当額
(円)

45.00 55.00 65.00 75.00 85.00
(うち１株当たり中間
配当額)

(18.00) (20.00) (25.00) (30.00) (35.00)

１株当たり当期純利益 (円) 95.89 119.43 281.48 94.15 138.77

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 91.1 91.9 87.7 90.8 87.8

自己資本利益率 (％) 5.1 6.1 13.3 4.2 6.1

株価収益率 (倍) 46.20 32.66 11.99 36.70 29.76

配当性向 (％) 46.9 46.1 23.1 79.7 61.3

従業員数
(人)

687 693 696 698 694
[外、平均臨時
雇用者数]

[301] [291] [293] [296] [314]

株主総利回り (％) 120.5 107.7 95.3 99.5 119.9

(比較指標：配当込み
TOPIX(東証株価指数))

(％) (101.8) (116.6) (155.2) (160.8) (232.4)

最高株価 (円) 4,515 5,270 4,495 3,720 4,630

最低株価 (円) 3,110 3,765 3,250 3,035 3,310
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．当社は「株式給付信託(BBT)」を導入しており、「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」の

算定上、「株式給付信託(BBT)」に係る信託口が保有する当社株式を、期末自己株式及び期中平均株式数の

計算において控除する自己株式に含めております。

３．「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を2025年５月期の期首から適用しており、2024年５月期に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。なお、2022年改正会計基準

については第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用しております。この結果、2025年５月期以

降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

４．2026年５月期の１株当たり配当額85円00銭のうち、期末配当額50円00銭については、2026年８月25日開催予

定の定時株主総会の決議事項になっております。
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２ 【沿革】
 

年月 事項

1913年７月 坂田武雄(故人　当社創業者)神奈川県城郷村(現　横浜市六角橋)に坂田農園設立

1922年１月 坂田商会と改称

1923年９月 関東大震災により社屋焼失

1930年５月 茅ヶ崎試験場開設

1942年12月 坂田商会、アタリヤ農園、藤田善兵衛商店、榎本徳次郎商店および養本社が、企業合同し、資本

金195千円で坂田種苗株式会社を設立

1951年12月 売店(後のガーデンセンター横浜)営業開始

1959年４月 三郷試験場開設

1960年４月 長後試験場開設

1966年８月 羽沢倉庫(現　羽沢事業所)開設

1967年８月 福岡出張所(現　九州支店)開設

1971年６月 君津育種場開設

1971年６月 仙台出張所(現　東北支店)開設

1975年10月 日本ジフィーポット・プロダクツ株式会社の株式取得

1977年７月 Sakata Seed America,Inc.設立

1979年６月 共栄農事株式会社(現　株式会社サカタ ロジスティックス)設立

1980年10月 札幌営業所開設

1986年１月 「株式会社サカタのタネ」と社名変更

1987年１月 株式会社山形野菜センター(現　株式会社山形セルトップ)設立

1987年５月 東京証券取引所市場第二部上場

1988年６月 株式会社東村育種場(現　株式会社ブロリード)設立

1988年12月 ヨーロッパ駐在事務所開設

1990年３月 ヨーロッパ駐在事務所を現地法人化Sakata Seed Europe B.V.(現　Sakata Holland B.V.)設立

1990年４月 掛川総合研究センター開設

1990年５月 株式会社長野セルトップ設立

1990年11月 東京証券取引所市場第一部上場

1990年11月 北海道研究農場開設

1990年12月 株式会社飛騨セルトップ設立

1991年７月 横浜営業所(現　関東支店)開設

1991年８月 Sakata Seed Chile S.A.設立

1992年５月 株式会社福岡セルトップ設立

1993年３月 Sakata Seed de Mexico,S.A.de C.V.設立

1994年10月 Sakata Seed do Brasil Ltda.(現　Sakata Seed Sudamerica Ltda.)設立

1995年２月 本社および本社社屋を現在地(横浜市都筑区)に移転

1996年２月 北海道営業所(現　北海道支店)開設(札幌営業所移転、名称変更)

1996年３月 Samuel Yates Ltd.(現　Sakata UK Ltd.)の株式取得

1996年４月 Sakata Seed France S.A.R.L.(現　Sakata Vegetables Europe S.A.S.)設立

1996年６月 大阪営業所(現　関西支店)開設

1996年６月 Sakata Siam Seed Co.,Ltd.設立

1996年６月 Sakata Seed Iberica S.L.設立

1996年９月 コスタリカFlora Feliz S.A.(後のSakata Centroamerica,S.A.)の株式取得

1997年３月 青源種苗株式会社(現　Sakata Korea Co.,Ltd.)の株式取得

1998年３月 坂田種苗(蘇州)有限公司設立

1999年12月 MayFord Holdings (Pty) Ltd.(現 Sakata Seed Southern Africa (Pty) Ltd.)の株式取得

2001年２月 European Sakata Holding S.A.S.設立

2001年６月 Sakata Vegenetics RSA (Pty) Ltd.設立

2001年９月 有限会社サカタテクノサービス設立

2002年４月 成田事業所(現　東関東支店)開設

2002年４月 Alf Christianson Seed Co.とAlfco,Inc.が自己株式を取得および消却したことによる子会社化

2002年５月 Sakata Siam Seed Co.,Ltd.の株式追加取得
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年月 事項

2003年７月 L.Daehnfeldt A/Sの花部門買収に伴い、Sakata Ornamentals Europe A/S 設立

2006年２月 矢板物流センター開設

2008年５月 Sakata Seed India Pvt Ltd.設立

2009年12月 Sakata Seed Chile S.A.がSakata Ornamentals Chile Ltda.を吸収合併

2010年２月 Sakata America Holding Company Inc.設立

2011年９月 Sakata Tarim Ürünleri ve Tohumculuk Sanayi ve Ticaret Ltd. Sirketi設立

2012年12月 西日本支店名古屋営業所(現　中部支店)開設

2013年３月 たねとファーム株式会社設立

2013年４月 Alfco,LLCがSeaward Investments,Inc.、Quincy Investments,LLC、Bayview Ridge

Properties,LLCの３社を吸収合併

2014年４月 Sakata Seed America,Inc.がAlf Christianson Seed Co.を吸収合併

2017年10月 Al Mourog Al Kasbah for Agri & Vet Co.の株式取得

2018年４月 Sakata Vietnam Co.,Ltd.設立

2018年４月 サカタのタネ グリーンサービス株式会社設立

2018年５月 Sakata Seed Argentina S.A.設立

2019年７月 株式会社長野セルトップの一部事業(花苗生産事業)をベルグアース株式会社に譲渡

2020年２月 株式会社長野セルトップを清算

2020年11月 坂田花彩園芸(嘉興)有限公司(虹越花卉股份有限公司との合弁会社)を設立

2021年６月 日本ジフィーポット・プロダクツ株式会社を吸収合併

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移

行

2023年３月 掛川研修センター開設

2023年６月 イスラエル支店開設

2023年７月 たねとファーム株式会社を清算

2023年９月 Sana Seeds B.V.の株式取得

2023年12月 Isla Sementes Ltda.の株式取得

2023年12月 ガーデンセンター横浜営業終了

2024年２月 Sakata Centroamerica,S.A.を清算

2024年７月 Sakata Colombia S.A.S.設立

2025年５月 アンタルヤ研究農場(トルコ)開設

2025年７月 Agritu Sementes Ltda.の株式取得

2026年６月 石垣研究農場開設
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社および当社の関係会社)は、当社、子会社37社および関連会社４社により構成されており、園芸

商材(野菜種子、花種子、球根、苗木、農園芸資材)の販売業務を営んでおります。

事業内容と、当社および関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりです。

(1) 国内卸売事業

野菜種子、花種子、球根、苗木および農園芸資材等を生産もしくは仕入れ、国内の種苗会社等へ卸販売しており

ます。

 
(2) 海外卸売事業

野菜種子、花種子および苗木等を生産もしくは仕入れ、海外の種苗会社等へ卸販売しております。

 
(3) 小売事業

一般園芸愛好家を対象とした商品を仕入れ、国内のホームセンター向けに販売しているほか、通信販売での販売

を行っております。

 
(4) その他、全社(共通)

官公庁・民間向け造園工事の施工・管理、人材派遣業務、研究開発の受託業務を行っております。

 
事業内容と当社および関係会社の当該事業に係る位置付けおよびセグメントとの関連は、次のとおりです。

事業区分 主な業務内容 主要な会社

国内卸売事業

種苗会社、生産者への農園芸商材の卸売
(扱い品目：野菜種子・花種子・球根・苗木)
当社含む計３社

当社
(連結子会社)
㈱サカタ ロジスティックス
㈱ブロリード

種苗会社、生産者への農園芸商材の卸売
(扱い品目：農園芸資材)
当社

当社

種苗会社、生産者への農園芸商材の生産
(扱い品目：苗木)
計３社

(連結子会社)
㈱山形セルトップ
㈱飛騨セルトップ
㈱福岡セルトップ

海外卸売事業
種苗会社、生産者への農園芸商材の卸売および生産
(扱い品目：野菜種子・花種子・苗木)
当社含む計34社

当社
(連結子会社)
Sakata Seed America,Inc.
Sakata Vegetables Europe S.A.S.
Sakata Ornamentals Europe A/S
Sakata Seed Sudamerica Ltda.
Sakata Seed Chile S.A.
Sakata Korea Co.,Ltd.
坂田種苗(蘇州)有限公司
Sakata Siam Seed Co.,Ltd.
Sakata Seed India Pvt Ltd.
Sakata Vietnam Co.,Ltd. ほか
計30社
(関連会社)
NewBreed Ltd.
Tikal Holding,LLC
Domina S.R.L

小売事業

ホームセンターを通じた園芸愛好家への販売
(扱い品目：野菜種子・花種子・球根・苗木・園芸資材)
当社

当社

通信販売
(扱い品目：野菜種子・花種子・球根・苗木・園芸資材)
当社

当社

その他、
全社(共通)

造園工事・管理、人材派遣業、研究開発受託業務
計３社

(連結子会社)
㈲サカタテクノサービス
サカタのタネ グリーンサービス㈱
(関連会社)
Genetwister Holding B.V.
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以上の企業集団等の状況について事業系統図を示すと次のとおりです。(2026年５月31日現在)
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４ 【関係会社の状況】
2026年５月31日現在

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

連結子会社

株式会社
サカタ ロジスティックス
(注)３

栃木県矢板市
百万円
30

国内卸売
事業

100
当社の種苗の加工を行っております。
土地建物等を貸与しております。

株式会社
ブロリード

三重県津市
百万円
50

国内卸売
事業

100
当社の種苗を販売しております。
当社に種苗を供給しております。
土地を貸与しております。

株式会社
山形セルトップ

山形県東村山郡
百万円
50

国内卸売
事業

100
当社の種苗を販売しております。
当社に種苗を供給しております。
土地建物等を貸与しております。

株式会社
飛騨セルトップ

岐阜県高山市
百万円
70

国内卸売
事業

62
当社の種苗を販売しております
当社に種苗を供給しております。

株式会社
福岡セルトップ

福岡県久留米市
百万円
100

国内卸売
事業

100
当社の種苗を販売しております。
当社に種苗を供給しております。

有限会社
サカタテクノサービス

横浜市都筑区
百万円
13

その他 100 当社に人材を派遣しております。

サカタのタネ グリーンサービ
ス株式会社

横浜市都筑区
百万円
90

その他 100
当社の種苗を販売しております。
役員を兼任しております。

Sakata America
Holding Co.,Inc.

Washington,
U.S.A.

USD
4,907千

海外卸売
事業

100 ――――――

Sakata Seed
America,Inc.
(注)３(注)４

California,
U.S.A.

USD
1,500千

海外卸売
事業

100
(100)

当社の種苗を販売しております。
当社に種苗を供給しております。
土地を貸与しております。

Sakata Seed de　Mexico,S.A.
de C.V.

Sinaloa,
Mexico

MXN
567千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Sakata Mexico,S.A. de C.V.
Jalisco,
Mexico

MXN
50千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Grupo Sakata Seed de
Mexico,S.A.de C.V.

Jalisco,
Mexico

MXN
23,833千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Sakata Seed de
Guatemala S.A.

Guatemala,
Guatemala

GTQ
5,093千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Alfco,LLC
Washington,
U.S.A.

USD
0千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

European Sakata
Holding S.A.S.
(注)３

Uchaud,
France

EUR
49,671千

海外卸売
事業

100 ――――――

Sakata Holland B.V.
Schiphol-Rijk,The
Netherlands

EUR
420千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Sakata Vegetables Europe
S.A.S.(注)５

Uchaud,
France

EUR
25,630千

海外卸売
事業

100
(100)

当社の種苗を販売しております。
当社に種苗を供給しております。

Sakata Ornamentals
Europe A/S(注)３

Odense,
Denmark

DKK
133百万

海外卸売
事業

100
(100)

当社の種苗を販売しております。
当社に種苗を供給しております。

Sakata Seed
Iberica S.L.

Valencia,
Spain

EUR
3千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Sakata UK Ltd.
Lincolnshire,
UK

GBP
100千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Sakata Tarım Ürünleri ve
Tohumculuk Sanayi ve
Ticaret Ltd. Sirketi

Izmir,
Turkey

TRY
13,000千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Al Mourog Al Kasbah for
Agri & Vet Co.

Amman,
Jordan

JD
30千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Sakata Seed
Southern Africa
(Pty) Ltd.(注)３

Lanseria,
South Africa

ZAR
598千

海外卸売
事業

100
(100)

当社の種苗を販売しております。
当社に種苗を供給しております。

Sakata Vegenetics
RSA (Pty) Ltd.

Lanseria,
South Africa

ZAR
0千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Sana Seeds B.V.
Enkhuizen,
The Netherlands

EUR
4千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――
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名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

Sakata Seed Chile
S.A. (注)３

V Región,
Chile

CLP
5,089百万

海外卸売
事業

100
(8)
当社に種苗を供給しております。

Sakata Seed
Sudamerica Ltda.
(注)３

São Paulo,
Brazil

BRL
90,776千

海外卸売
事業

100
当社の種苗を販売しております。
当社に種苗を供給しております。

Isla Sementes Ltda.
Rio Grande do
Sul,Brazil

BRL
10,606千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Agritu Sementes Ltda.
Santa Catarina,
Brazil

BRL
6,180千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Sakata Colombia S.A.S.
Bogota,
Colombia

COP
209,500千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Sakata Seed Argentina S.A.
Buenos Aires,
Argentina

ARS
27,500千

海外卸売
事業

100
(100)

――――――

Sakata Siam Seed
Co.,Ltd.(注)３

Khonkaen,
Thailand

THB
162百万

海外卸売
事業

100
当社の種苗を販売しております。
当社に種苗を供給しております。

Sakata Seed India Pvt Ltd.
(注)３

Karnataka,
India

INR
961百万

海外卸売
事業

100
当社の種苗を販売しております。
資金の貸付をしております。

Sakata Korea
Co.,Ltd.

大韓民国
ソウル特別市

KRW
12,540百万

海外卸売
事業

100
当社の種苗を販売しております。
当社に種苗を供給しております。

Sakata Vietnam Co.,Ltd.
Hanoi,
Vietnam

VND
15,032百万

海外卸売
事業

100 当社の種苗を販売しております。

坂田種苗(蘇州)
有限公司(注)３

中華人民共和国
江蘇省

CNY
13,831千

海外卸売
事業

94
当社の種苗を販売しております。
当社に種苗を供給しております。

坂田花彩園芸(嘉興)
有限公司

中華人民共和国
浙江省

CNY
7,000千

海外卸売
事業

70
(70)

当社の種苗を販売しております。

持分法適用関連会社

NewBreed Ltd.
Herzliya,
Israel

ILS
1,227

海外卸売
事業

46 役員を兼任しております。

Tikal Holding,LLC(注)６
California,
U.S.A.

USD
20,654

海外卸売
事業

50
（50)

――――――
 

(注) １．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数です。

３．特定子会社に該当しております。

４．Sakata Seed America,Inc.については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 28,008百万円

 (2) 経常利益 2,982百万円

 (3) 当期純利益 2,630百万円

 (4) 純資産額 39,796百万円

 (5) 総資産額 48,319百万円
 

５．Sakata Vegetables Europe S.A.S.については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上

高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 19,538百万円

 (2) 経常利益 95百万円

 (3) 当期純利益 457百万円

 (4) 純資産額 8,390百万円

 (5) 総資産額 21,900百万円
 

６. Tikal Holding,LLCについては、議決権の所有割合は50％ですが、実質的支配権の要件を満たさないため、

持分法適用の関連会社に含めております。
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第２ 【事業の状況】
 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1) 経営方針

当社は、「品質・誠実・奉仕」を社是に掲げ、良質な商品とサービスの提供により世界の人々の生活文化向上に

貢献し、世界一の種苗会社を目指すこと、そして顧客、取引先、サカタグループの三者が共に栄える「三者共

栄」、社員、経営者、株主は一体であり共に繁栄する「三位一体」、地球上の自然とその自然に内包される社会、

そして社会に帰属する企業の持続的な共生を目指す「三層共生」を経営理念として掲げています。

当社は、採算性と財務の健全性を重視する堅実な経営と株主利益の追求によって企業価値の増大に努めます。

また、生産者にも消費者にも喜んでいただける「野菜と花の種苗」をいち早く開発するとともに、高品質種子の

安定生産と供給を実現することによって、世界の種苗界をリードする種苗会社として躍進することを目指します。
 

(2) 経営環境及び対処すべき課題

当社グループを取り巻く事業環境は、世界的な食料需要の拡大を背景とした中長期的な市場成長が見込まれる一

方、気候変動の進行、地域ごとの生産構造の変化、地政学的リスク、さらには技術革新の加速により、大きな転換

期を迎えております。

このような環境認識のもと、当社グループは、2026年７月13日に、2027年５月期を初年度とする10年間の長期経

営計画「PASSION2035」を策定いたしました。
 

長期経営計画「PASSION2035」及び目標とする経営指標

 (1)基本方針

PASSION2035では、キーステートメントである「Cultivating Tomorrow’s Harvest with You」（あなたと共に培

う、未来の豊かさ）のもと、ステークホルダーの皆様とともに価値を創出しながら、「世界で最も信頼されるパー

トナー」として種苗業界の進化をけん引していくことを目指しております。

その実現に向けて、当社グループは、地域の自主性を尊重しつつ、グローバルでの戦略・ルール・ガバナンスの

統合を図る「Integrated Autonomy」の考え方を基本に、各地域の市場特性に応じた迅速な意思決定と、グループ全

体での最適化を両立させてまいります。

また、収益性向上と持続的な成長基盤の確立のため、積極的な成長投資の実行、研究開発の強化、グローバル展

開の加速、IT/DX/AIの活用に重点的に取り組むと共に、資本効率の向上および株主還元の強化を図ってまいりま

す。
 

 (2)2035年のありたい姿

PASSION2035では、以下の６つの「2035年のありたい姿」を掲げ、その実現に向けた取り組みを進めてまいりま

す。
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　①イノベーション：革新的な価値を生み続ける企業

市場ニーズの高度化や気候変動への対応が求められる中、継続的な技術革新と高付加価値品種の創出が重要な課

題であります。

当社グループは、グローバルな研究開発体制の推進および新技術の活用により、独自性と収益性を兼ね備えた品

種の開発を推進してまいります。
 

　②サステナビリティ：社会・環境と共生する企業

気候変動や環境負荷低減への対応は、事業継続および企業価値向上における重要課題となっております。

当社グループは、持続可能な農業に資する品種・サービスの提供と、自社オペレーションにおける環境負荷低減

の両面から、サステナビリティへの取り組みを強化してまいります。
 

　③業界でのポジション：グローバルに確固たる信頼と競争優位を有する企業

市場成長が見込まれる一方、競争環境は一層激化しており、業界内におけるポジションの確立が重要な課題と

なっております。当社グループは、戦略品目の強化、地域特性に応じた事業展開、ならびに新規領域への挑戦を通

じて、グローバル市場において顧客から最も高い評価と信頼を獲得し続ける企業を目指し、プレゼンスおよび競争

力の向上に取り組み、持続的な競争優位性の確立に向けた取り組みを強化してまいります。
 

　④ビジネスパートナーシップ：多様なパートナーと価値を共創する企業

事業の高度化・グローバル化が進む中、外部パートナーとの連携強化が重要な成長要因となっております。当社

グループは、生産者・顧客・販売代理店・研究機関等との協働を深化させ、バリューチェーンの拡大と全体での価

値創出力を強化してまいります。
 

　⑤グローバルマネジメント＆ガバナンス：地域自主性と統合性を持ち合わせた企業

グローバル展開の進展に伴い、各地域の事業を統合的にマネジメントし、ガバナンスおよびリスク管理を高度化

することが重要な課題となっております。

当社グループは、最適な組織成長のために、ローカルな対応力を保持しながら、グローバルで一貫したマネジメ

ント体制の構築と内部統制の強化を通じ、透明性および信頼性の高い経営を推進してまいります。
 

　⑥企業文化：自律的で挑戦を促す組織文化を有する企業

持続的な成長を実現するためには、多様な人財が活躍し、挑戦と成長を支える企業文化の醸成が不可欠でありま

す。当社グループは、多様性の尊重と卓越性への情熱（Passion）を基盤に、人財育成の強化、多様性の推進および

従業員エンゲージメントの向上を通じて、組織の持続的な競争力の源泉となる企業文化の確立に取り組んでまいり

ます。
 

 (3)定量目標

PASSION2035では、2036年５月期に売上高2,000億円、営業利益率17.5％を目指すとともに、ROEについては、2031

年５月期に８%以上、2036年５月期に10％以上を目標としております。これらの目標の実現に向けて、2031年５月期

までの５年間で総額約500億円の成長投資を計画しております。研究開発、グローバル展開、IT/DX/AIの活用等に対

する投資を加速することで、将来の成長基盤を強化してまいります。また、棚卸資産回転率や現預金月商比率の改

善等を通じて資産効率を高めるとともに、健全な財務規律を維持しながら財務レバレッジを活用し、自己資本比率

は60％台を目安として、資本収益性の向上に取り組んでまいります。
 

KPI 2026年5月期（実績） 2031年5月期 目標 2036年5月期 目標

売上高 1,043億円 1,400億円 2,000億円

営業利益 131億円 195億円 350億円

営業利益率 12.6% 13.9% 17.5%

当期純利益 122億円 155億円 280億円

ROE 7.2％ 8％以上 10％以上
 

 

 (4)株主還元

株主還元については、株主資本配当率 2.5%以上としつつ、配当性向は35%を目安とし安定的な株主還元を実施い

たします。また、自己株式の取得を適切に実施することにより、今後５年間における総還元性向は60％を目安とし

ております。
 

 (5)事業戦略

PASSION2035より新たに、野菜・花・環境の３つのビジネスドメインを軸に業績管理を行い、それぞれを強化し、
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2036年５月期の売上高目標である、野菜事業1,635億円、花事業300億円、環境事業65億円を達成することを目指し

ます。また、プロダクトポートフォリオの健全化に加えて、グローバルな需給管理を強化することで営業利益率の

向上に取り組んでまいります。

　①野菜事業

戦略品目の強化、マーケットシェアの拡大、プロダクトポートフォリオマネジメント、種子ビジネスを起点とし

たバリューチェーンの拡大、農園芸サポートビジネスの５つのテーマについて、各地域の市場特性を踏まえなが

ら、グローバルに取り組みを進めてまいります。
 

　②花事業

グローバルで花事業を一体的に運営する「ONE HOUSE」の理念に基づき、事業基盤の再構築、マーケティング戦略

の構築、プロダクトポートフォリオの最適化、事業オペレーションの強化を推進してまいります。
 

　③環境事業

種苗メーカーとして培ってきた花卉の品種開発力や芝草の栽培ノウハウを活かして、造園や植栽による景観整備

を通じ、快適な都市環境や緑豊かな空間づくりに貢献してまいります。

EDINET提出書類

株式会社　サカタのタネ(E00006)

有価証券報告書

 12/138



 

２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループは、社業である種苗事業や緑花事業を通じて、環境や社会の持続性に寄与するサステナビリティ経営

を目指しており、更なる実現のため、「サステナビリティ基本方針」を制定し、各種取り組みを進めております。

 
１．重要課題(マテリアリティ)の特定

重要課題の特定に際しては、国際的な枠組みやガイドライン等を活用し、課題項目を抽出、経営陣・グループ会社

へのヒアリングや従業員によるワークショップ等を実施し、取締役会での承認を経て特定いたしました。具体的なプ

ロセスは、以下の通りとなります。

プロセス１：課題項目の抽出

GRI(Global Reporting Initiative)スタンダード、持続可能な開発目標SDGs、国連グローバル・コンパクト、

OECD(経済協力開発機構)多国籍企業行動方針、世界人権宣言、ILO(国際労働機関)中核的労働基準、ISO26000等の

国際的な枠組みやガイドライン、外部ステークホルダーからの意見等から課題項目を抽出しました。

プロセス２：ヒアリングとワークショップの実施

抽出した課題項目について、当社役員やグループ会社へのヒアリング、また従業員によるワークショップを実

施し、種苗業に関わる重要課題を多様かつ多面な視点から選定しました。

プロセス３：評価と重み付け

それら課題項目について、当社ステークホルダーに対する重要度と当社グループにとっての重要度の双方の観

点から評価し、WBA(World Benchmark Alliance)「2021 Food and Agriculture Benchmark」等も参考にし、重み

付けを実施しました。

プロセス４：重要課題の特定

当社役員とサステナビリティ経営推進プロジェクトメンバーによる議論を重ねるとともに、社外有識者との意

見交換等を通じ、取締役会での審議・承認を経て、当社グループの重要課題を特定しました。

 
当社グループの重要課題は、For the earth、For society & peopleの２つを大きな枠組みとし、重要と評価された

課題を包括的に含む「地球環境の保全」、「持続可能な農園芸業への貢献」、「豊かな暮らしの提供」、「事業基盤

の強化」の４つとなります。

 

 
４つの重要課題は当社の事業に大きく関わっており、これまで長きにわたり取り組んできた課題です。例えば当社

事業の核となる品種開発と種子の継続的な供給は、持続可能な農園芸業にとって極めて重要です。
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＜当社グループ　４つの重要課題＞

 重要課題 選定理由 取り組みの事例
関連する
SDGs

For
the earth

地球環境の保全
・気候変動対策
・生物多様性の保全
・水資源の保全
・廃棄物管理
・環境負荷の低減
・資源の循環

経営理念
「三層共生」と関連
・当社事業の基盤

水資源の有効利用、管理
・研究農場や種子生産圃場における
点滴潅水
生物多様性の保全と持続可能な利用
・資源国との協定に基づく遺伝資源
の適切な利用と利益配分
環境負荷の低減
・低環境負荷品種や資材の開発と利
用
・事業所のGHG削減
(太陽光パネル設置、EV車の利用)

For
society
& people

持続可能な農園芸業
への貢献
・農業生産の安定化
・生産者への支援
・気候変動対応
・農業と地域振興
・土壌の保全

経営理念
「三者共栄」と関連
・種苗を通じた農園
芸業と地域への貢
献

生産・供給の安定化
・耐病性、耐候性品種の開発
・生産者への技術的支援
地域振興
・事業を通じた雇用創出

豊かな暮らしの提供
・健康な食生活の提
供
・持続可能な食糧供
給
・花や緑のある心豊
かなくらしの実現

経営理念
「三層共生」と関連
・種苗を通じ、人々
の生活文化向上に
貢献

健康的な暮らしの提供
・子どもの野菜・果物摂取推進
(食育)
・新興国での野菜摂取の啓蒙活動
・花や緑のある暮らしと街づくり

Business
Foundation

事業基盤の強化
・ガバナンスの強化
・多様性の重視と人
財育成
・社内環境整備
・知財管理
・調達管理
(環境・人権等)

経営理念
「三位一体」と関連
・法令の遵守
・すべての人にとっ
ての働きがいと働
きやすさ
・かけがえのない人
財の育成

人財育成方針と社内環境整備方針の
制定
・各種人財育成プログラム、役員・
管理職向けダイバーシティ研修の
実施
人権方針の制定
・サプライヤーとの連携による児童
労働、強制労働等の把握と是正

 

私たちの事業活動を通じてこれらの重要課題の解決、より良い社会の実現に貢献するとともに、企業として更なる

成長を目指してまいります。
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２．サステナビリティ全般に関するガバナンスおよびリスク管理

(1) ガバナンス

当社グループでは、サステナビリティ経営を推進していくため、2023年６月１日に取締役会の下部組織として、

サステナビリティ委員会を設置いたしました。同委員会は監督機関である取締役会に対して適宜報告を行い、必要

な承認を求めることとしております。代表取締役社長を委員長とし、委員は取締役専務執行役員、本部長が務めま

す。事務局機能は組織横断のメンバーによる推進プロジェクトチームが担い、委員である取締役専務執行役員のう

ち１名がプロジェクトリーダーとなって諸課題に対する具体的な取り組みを進めております。

また当社グループでは、サステナビリティに関する各種方針を整備しており、2023年３月に「サステナビリティ

基本方針」、2023年５月に「人権方針」、2023年６月に「人財育成方針」「社内環境整備方針」、2024年10月に

「調達方針」を制定しております。また、当事業年度には2025年７月に「環境方針」と「贈収賄・腐敗防止方針」

を制定いたしました。これらの方針に則り、各種取り組みを進めてまいります。

 各方針に関する詳細な情報については、弊社ウェブサイトの以下のページをご参照ください。

方針名 ページ名 URL

サステナビリティ基本方針 サステナビリティ基本方針
https://corporate.sakataseed.co.jp/susta
inability/policy/basic-policy.html

人権方針 人権への取り組み
https://corporate.sakataseed.co.jp/susta
inability/society/human-rights.html

人財育成方針 人財への取り組み
https://corporate.sakataseed.co.jp/susta
inability/society/human-capital.html

社内環境整備方針 人財への取り組み
https://corporate.sakataseed.co.jp/susta
inability/society/human-capital.html

調達方針 調達への取り組み
https://corporate.sakataseed.co.jp/susta
inability/society/procurement.html

環境方針 環境への取り組み
https://corporate.sakataseed.co.jp/susta
inability/environment/environmental-
policy.html

贈収賄・腐敗防止方針 贈収賄・腐敗防止への取り組み
https://corporate.sakataseed.co.jp/susta
inability/governance/anti-bribery.html

 

 
(2) リスク管理

当社グループでは、「天候・自然災害リスク」、「育種開発リスク・知的財産権の侵害リスク」、「保有資産の

価値変動リスク」、「品質と安全性に関するリスク」、「カントリーリスク」、「為替変動に関するリスク」、

「取引先の信用リスク」等の各種リスクに関して、取締役会にて総合的に把握・評価するとともに、統合的に管理

しております。

サステナビリティ委員会では、気候変動関連リスクの更なる高まりを受け、生産地や圃場を取り巻く自然環境の

変化による種苗生産量の変動、生産環境の変化等、各種情報を分析・検討してまいります。取締役会では、当社グ

ループの主たる事業である「種苗事業」における「天候・自然災害リスク」は事業活動において多大な影響を及ぼ

すリスクの１つであると認識しており、サステナビリティ委員会からの報告を通じて、リスク発生時の対応等の徹

底に努める体制を構築しております。
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３．重要なサステナビリティ項目

上記、ガバナンスおよびリスク管理を通して識別された当社グループにおける重要なサステナビリティ項目は、以

下のとおりであります。

(1) ＴＣＦＤ(気候関連財務情報タスクフォース)提言に基づく取り組み

①　戦略

 当社グループでは、サステナビリティ委員会を中心に気候変動シナリオの分析を行い、事業活動に際し多大な

影響を及ぼす可能性があるリスクと機会を特定し、カテゴリー分類、重要度評価等を進めるとともに、その財務

的な影響を把握し、対策の検討を開始いたしました。

なお、IEA(国際エネルギー機関)、IPCC(気候変動に関する政府間パネル)等が公表している「２℃未満シナリ

オ」、「４℃シナリオ」の２つのシナリオを想定し、気候関連リスクと機会、事業インパクトを分析しておりま

す。記載の試算影響額については、移行リスクは「２℃未満シナリオ」、物理リスクは「４℃シナリオ」を採用

しております。

＜リスクと事業インパクト＞

分
類

種類 リスク 事業および財務への影響
重要
度

試算額
(百万円)

対応策

移
行
リ
ス
ク

政策・
法規制

炭素税の導入
等、新たな租
税公課の導入

各種エネルギー(原油、灯
油、電気等)の使用に伴う課
税による操業コストの増加

大 △119.4

・再生可能エネルギーの活用
・エネルギー効率の改善
・省エネ設備やシステムの導入の実
施

プラスチック
等の使用規制

バイオプラスチックや代替素
材への移行に伴うコスト増

中 ―
・環境配慮商品や環境認証取得商品
の開発
・素材の使用量の最適化

環境負荷のか
かる商品の使
用規制

農薬・化学肥料等の使用規制
(使用量削減)による生産活動
への制約

中 ―
・農薬・化学肥料等の代替品の商品
開発
・有機農業推進の支援

技術
低炭素技術へ
の転換

環境負荷低減に繋がる新たな
低炭素農業への移行によるコ
スト増

中 ―

・エネルギー効率向上を図るための
農業施設の更新
・適切な資金援助制度の活用
・持続可能な農業にむけた生産者支
援の推進

市場／
評判

環境負荷のか
かる商品への
需要減

環境負荷のかかる商品の売上
減

中 ― ・環境負荷の低い商品の開発・普及

物
理
的
リ
ス
ク

急性

豪雨、洪水、
高潮、土砂災
害、干ばつ、
局 地 的 大 雪
等、異常気象
の増加

自然災害発生による建物・研
究施設の損壊、サプライ
チェーン寸断等に伴う事業活
動縮小、営業機会の損失

大 △9.6

・災害リスクの評価と予防策の強化
・建物や研究施設の耐震化と防災対
策
・サプライチェーンにおける種子の
適切な在庫確保・管理

天候不順、土壌劣化、渇水等
による種子生産等の作付け困
難・成長不良・腐敗、採種量
の減少・種子の品質低下

中 ―
・耐候性の高い品種の開発
・土壌改良
・持続可能な水資源管理

慢性

平均気温の上
昇、降雨、渇
水等の気象変
化、海面上昇
等、地球環境
の変化

耕作可能な土地面積の減少に
よる種子生産量の減少

中 ―
・耕作可能な土地の最適利用
・耐候性の高い品種の開発

降水・降雪量の変化に伴う種
子生産等に用いる水の不足

大 ―
・持続可能な灌漑管理
・水資源管理の計画的な推進

平均気温上昇による農作物の
成長不良、病害虫の増加等に
伴う生産量の減少

中 ―

・耐候性の高い品種の開発
・環境制御システムの導入
・持続可能な農業にむけた生産者支
援の推進
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＜ビジネスチャンス(機会)＞

分
類

種類 事業および財務への影響
重要
度

対応策

機
会

製品
サービ
ス／市
場

<品種開発>
気候変動対応品種、高温でも栽培可能な品種、
病害虫に強い品種、土砂災害対策植物の需要が
高まり、当社商品への需要が増加する。

大

・耐候性、耐病害虫性品種の開発強化

<ソリューション>
・環境負荷の低い商品への需要が増加し、省暖
房、低農薬、少肥料品種や有機肥料、バイオ
スティミュラント資材等の売上高が増加す
る。
・機械化・スマート農業に適した品種への需要
が増加し、当社商品への需要が増加する。

・省暖房、低農薬、少肥料で栽培可能な品種
の開発強化
・有機肥料やバイオスティミュラント資材の
取扱い強化
・機械化・スマート農業適合品種の開発強化

<造園緑花>
都市部の緑花・園芸(壁面緑花、都市緑花)の需
要が高まり、造園緑花部門の売上が増加する。

・サカタのタネグリーンサービス(株)による
造園緑花事業の取り組み強化

 

 
②　指標と目標

当社グループの中長期的な温室効果ガス排出量(Scope１・２)削減目標を策定いたしました。

また、当社グループにおける排出量（Scope１・２・３）実績は以下のとおりです。

 
＜温室効果ガス排出量 削減目標＞

指標 対象範囲 基準年
中期目標

(2030年５月期)
長期目標

(2050年５月期)

Scope１+２
総排出量削減

国内 ※１ 2024年５月期 42％以上
カーボン
ニュートラル

海外
・データ収集等の取り組みを推進
・排出量削減に向けた対応策の検討・推進

 

※１　㈱サカタのタネ、㈱山形セルトップ、㈱飛騨セルトップ、㈱福岡セルトップ、㈱サカタロジスティックス、サ

カタのタネ グリーンサービス㈱、㈱ブロリード

 
＜温室効果ガス排出量　実績＞

・Scope１・２排出量(国内拠点+海外主要拠点)

 
Scope
(t-CO2e)

2024年5月期 2025年5月期 2026年5月期

国内 Scope１ 3,500 3,291 3,755

 Scope２ 5,610 3,428 1,361

 国内 合計 9,110 6,719 5,116

海外(一部) ※１ Scope１ 3,890 4,550 4,299

 Scope２ 2,202 2,212 2,449

 海外(一部）合計 6,091 6,761 6,748

国内＋海外（一部） Scope１ 7,389 7,841 8,054

 Scope２ 7,812 5,639 3,810

 排出量 合計 15,201 13,480 11,864
 

※１ Sakata Seed America,Inc. 、Sakata Vegetables Europe S.A.S.、Sakata Seed Sudamerica Ltda、坂田種苗

(蘇州) 有限公司
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・Scope3排出量（当社（㈱サカタのタネ）単体）

単位：t-CO2e

カテゴリ
2026年5月
期　※１

1. 購入した製品・サービス 86,644  

2. 資本財 8,553  

3. Scope1、2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動 1,161  

4. 輸送、配送（上流） 2,000 ※４

5. 事業から出る廃棄物 ― ※２

6. 出張 1,280  

7. 雇用者の通勤 215  

8. リース資産（上流） ― ※３

9. 輸送、配送（下流） 680 ※４

10. 販売した製品の加工 ― ※３

11. 販売した製品の使用 ― ※３

12. 販売した製品の廃棄 ― ※３

13. リース資産（下流） ― ※３

14. フランチャイズ ― ※３

15. 投資 ― ※３

合計 100,533  
 

※１ 排出量は推計値を含んでおり、算定範囲や前提条件の見直しにより将来変更される可能性があります。

※２ データ収集体制の整備が途上であるため、今後の検討課題としています。

※３ 当社グループには該当する事業・取引が存在しない、または当社の事業特性上排出量の重要性が低いと判断し

ており、対象外としています。

※４ カテゴリ4およびカテゴリ9については、海外との種子の輸出入に係る空路・航路による輸送を対象としていま

す。なお、国内輸送および海外取引を伴わない輸送については、現時点では算定範囲に含めていませんが、今

後対応を検討してまいります。

 
(２) ＴＮＦＤ（自然関連財務情報開示タスクフォース）提言に基づく取り組み

①戦略

 当社グループは、気候変動および自然資本の喪失が、中長期的な事業環境および企業価値に影響を及ぼし得る重要

な経営課題であると認識しています。

 これまで、TCFD提言に基づき気候関連リスクおよび機会への対応を進めてきましたが、近年の生物多様性の損失や

自然資本に関する国際的な議論の進展を踏まえ、TNFD提言を参考に、自然関連リスク・機会の把握にも段階的に取り

組んでいます。今年度は、TNFDの提言を参考に、LEAPアプローチのうちLocateおよびEvaluateフェーズを中心に、自

然関連リスク・機会の特定および評価を行いました。

 
＜LEAPアプローチを考慮した自然関連課題等の評価＞

  LEAPアプローチ（※１）とは、TNFDが推奨する、自然との接点、自然との依存関係、インパクト、リスク・機会な

ど、自然関連課題の評価のための統合的なプロセスです。

 当社は、当該アプローチを踏まえ、2026年５月期にサカタのタネグループで世界各地に有する主要施設・拠点を対

象に、自然関連課題等（依存・影響、リスク・機会）の特定・評価を実施しました。

※１ LEAP : Locate（発見）、Evaluate（診断）、Assess（評価）、Prepare（準備）の4つのフェーズ
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(a)Locate（発見）

 当社は、種苗事業における自然資本との関係性を把握するため、主要な事業活動を「種苗の育種・生産（野菜）」

「種苗の育種・生産（花）」「種子加工」「種子販売」に分類し、TNFDが推奨する自然への依存・影響の特定ツール

であるENCOREを参照して、各事業活動における自然への依存・影響を整理するとともに、ヒートマップを用いて可視

化し、直接操業における自然資本への依存・影響の度合いを評価しました。

 その結果、依存の観点では「バイオマス」「遺伝資源」「気候調整（グローバル／ローカル）」「降雨パターン調

整」「水質浄化」「土壌および堆積物の保持」「土壌保持」への関係性が特に高く、影響の観点では「水使用量」に

おいて非常に高い関係性が認められました。
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 さらに、バリューチェーンの中でも、当社グループの研究開発段階、物流段階での自然のかかわりの重要性が特に

高いと考えられるため、国内外の主要研究施設ならびに主要物流拠点を対象に、WWF（※２）の「Risk Filter

Suite」(生態系と水のリスク分析ツール)、WRI（※３）の「Aqueduct」（水リスク分析ツール）、Global Forest

Watch（※４）(土地利用や保護地域の地図分析ツール)等を活用し、各拠点所在地における生態系および水資源に関す

るリスク状況を評価しました。

 その結果、全主要７拠点が要注意地域との接点があることが確認され、これらを重要性の高い優先拠点として特定し

ました。

※２ WWF(World Wide Fund for Nature)：失われつつある生物多様性の豊かさの回復や、地球温暖化防止などの活動

を行う、100カ国以上で活動している環境保全団体

※３ WRI(World Resources Institute)：地球の環境と開発の問題に関する政策研究と技術的支援を行う独立機関

※４ Global Forest Watch：森林破壊の可視化と持続可能な森林管理の支援を目的として開発されたプラットフォー

ム

 
拠点名 選定理由

掛川総合研究センター

（静岡県掛川市）

・生物多様性にとって重要な地域であるため（保護地域、淡水魚の多様性が豊か）

・生態系の完全性が低下している地域であるため（窒素汚染）

矢板物流センター

（栃木県矢板市）

・生物多様性にとって重要な地域であるため（保護地域、淡水魚の多様性が豊か）

ベンガルール研究農場

（インド）

・生物多様性にとって重要な地域であるため（KBA（※５）に近接、淡水魚の多様性

が豊か）

・生態系の完全性が低下している地域であるため（土地利用変化、窒素汚染）

・物理的水リスクが高い地域であるため　（地下水位の低下）

フロリダ研究農場

（アメリカ）

・生物多様性にとって重要な地域であるため（KBA（※５）に近接）

・生態系の完全性が低下している地域であるため（森林減少）

ウッドランド イノベーション

センター（アメリカ）

・生物多様性にとって重要な地域であるため（KBA（※５）に近接、淡水固有種が25

種以上生息）

・生態系の完全性が低下している地域であるため（森林伐採、汚染）

ブラガンサパウリスタ研究農場

（ブラジル）

・生物多様性にとって重要な地域であるため　（淡水固有種が25種以上生息）

・生態系の完全性が低下している地域であるため（森林減少、汚染）

・物理的水リスクが高い地域であるため（干ばつ）

ウショー研究農場

（フランス）

・生物多様性にとって重要な地域であるため（鳥類保護区と近接、ラムサール湿地ま

で11km）
 

※５ KBA(Key Biodiversity Area)：IUCN等が策定したKBA基準に基づき、希少種の生息や生態系の重要性などの観点

から、生物多様性の保全にとって特に重要と特定された地域
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(b)Evaluate（診断）

 特定された重要拠点において、事業プロセスや活動が自然資本にどのような依存・影響関係を持つかを分析しまし

た。重要なインパクトドライバー・生態系サービスのリストを基に、４つの環境資産（水資源、陸域生態系、陸地、

大気系）ごとの依存経路・影響経路の関係を下図のようにまとめることができました。

 

 
②指標と目標

　当社グループでは、自然関連のリスクおよび機会について、TNFD提言に基づく把握・評価を開始した段階にあり、

現時点では定量的な指標および数値目標の設定には至っていません。

　一方で、2025年に策定した「サカタグループ 環境方針」に基づき、生物多様性の保全や自然資本への配慮を含む環

境への取り組みを重要な経営課題の一つとして位置づけています。同方針では、生物多様性の保全・保護、水資源の

保全、土壌の保全、環境負荷の低減、資源の循環などに関する考え方を明記し、本方針に基づき持続可能な農園芸業

の実現に貢献してまいります。

「サカタグループ 環境方針」に関する詳細については、当社ウェブサイト

（https://corporate.sakataseed.co.jp/sustainability/environment/environmental-policy.html）の「環境への取

り組み」をご参照ください。
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(３) 人財の多様性・人財育成に即した社内環境整備の取り組み

①　戦略

当社グループでは、従業員一人ひとりの人格や個性を尊重しながら、変化を歓迎し、自由な発想を生み出し続

ける企業風土を醸成するとともに、明るく、働きがいのある職場環境の維持・向上に努めております。当社グ

ループの礎となっているのは世界各地で働く約３千人の従業員であり、当社グループでは従業員をかけがえのな

い「人財」と捉え、経営方針の一つとして「人財の育成、活用の基盤となる諸制度、施策を充実する」と定めて

おります。この実現のため、人事については「実力主義を徹底し一人ひとりの個性が発揮される生き生きとした

組織と働きがいのある職場を創造する」ことを理念として掲げております。

 
ａ．人財育成方針

当社グループは、以下の５つの人財育成方針を掲げており、当社では各種施策を実施しております。今後、

これらの施策をグループ全体に展開していけるよう、検討を進めてまいります。

 
『方針①』当社グループの発展に不可欠な人財像を明確にし、育成と採用を図る

期待する人財像として、以下の５点を掲げております。

１．「世界一の種苗会社」を目指し、より良い品質の商品とサービスの提供に努める人財

２．常に「信用第一」を心がけ、誠実さと奉仕の精神をもって行動し、社会に貢献する人財

３．プロフェッショナルとして、グローバルな視野と豊かな発想を持ち、自己研鑽に努める人財

４．環境の変化を敏感に捉え、失敗を恐れずに新たな取り組みや、より高い目標にチャレンジする

人財

５．「多様性」を尊重し、「相互啓発」と「チームワーク」によって明るく活気ある職場をつくる

人財

このような人財を育成・採用するために、当社は以下の取り組みを実施しております。

＜育成面＞

 当社は人財育成モデルに基づいた人財育成施策を実施しております。若手社員に対しては、新入

社員研修、フォローアップ研修、二年目研修によって、社会人基礎力を高めるとともに、社是や経

営理念の浸透を図っております。また、将来を担う人財に対しては、リーダーシップの開発を目的

とした階層別や選抜式の研修を提供しているほか、経営層や管理職を対象とした研修など、役割や

目的に合わせた研修も用意し、専門能力の育成につなげております。

 特に、当社のグローバル戦略の実現のために、グローバル人財の育成にも注力しております。世

界中の人々と人的関係を構築できるコミュニケーション力、生活文化の違いを理解できる力、経営

的なものの見方ができる力、当社共通の理念・価値観を伝えていく力など、グローバルな事業展開

をリードできる人財の育成を目指したプログラムを実施しております。また、語学力向上のため

に、語学教育プログラム(オンライン英会話レッスン、語学学校の受講料補助)も提供しておりま

す。

 なお、上記育成をより効果的に行うために、当社掛川総合研究センター内に掛川研修センターを

新設し、農業や種苗の知識を兼ね備えた「種苗人」の育成を推進しております。

＜採用面＞

 新卒採用では、学生を対象とした仕事体験会を通して、当社理念に共感する人財の採用につなげ

ております。また、採用ウェブサイトの充実により、広く当社の魅力を発信しております。
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『方針②』常に工夫・改善に努め、積極果敢なチャレンジ精神を重視する

当社は、従業員の挑戦を後押しする取り組みとして、前述のグローバル人財育成プログラムへの

参加を手挙げ方式で募集しているほか、社内のポストに対して自主的に応募することができる社内

人財公募制度を行っております。

 
『方針③』個性、能力、適性に見合った配置・異動を行うとともに、必要な知識やスキルの修得を支援する

当社は、職能要件に基づき、職種や等級に合った／超えた能力を発揮しているか把握し、配置・

異動・教育に反映しております。また、人財情報データベースアンケートを行い、個々人のスキル

や資格、得意分野を考慮して、配置・異動に活用しております。配置・異動後においては、実際の

業務を題材に、知識や技術を計画的に伝え、実務的なスキルの習得の支援を行っております。

 
『方針④』自らを高めようとする自律型人財に、能力開発の機会を提供する

当社は、自律的な学習を支援するために、前述の語学教育プログラムのほか、幅広い通信教育プ

ログラムを提供するとともに、受講料を補助することで、従業員の能力開発を支援しております。

 
『方針⑤』職務において発揮した能力とその成果を公正に評価し、育成につなげる

当社は、複数名の考課者が考課を実施し、その考課結果を評定会議で検討・調整することで、成

果を適切に評価しております。また、全ての考課者を対象とした考課者研修を毎年実施しており、

公正な評価を目指しております。更には、チャレンジ面接制度において、会社方針や組織のミッ

ション、自身の役割を見直し、目標達成に向けた取り組みを管理職がフィードバックすることで、

社員の能力向上につなげております。

 
今後も時代の変化に応じた育成・採用や、人事評価制度の継続的な改善に取り組んでまいります。

 
ｂ．社内環境整備方針

当社グループは、以下の３つの社内環境整備方針を掲げており、当社では各種施策を実施しております。今

後、これらの施策をグループ全体に展開していけるよう、検討を進めてまいります。

 
『方針①』従業員の多様な視点や価値観が企業の持続的な成長と価値向上に繋がる認識のもとに、国籍、性

別、障害の有無、新卒・中途採用を問わず活躍できる社内環境をつくる

各職場でのダイバーシティ推進のためには、管理職の役割が重要であるとの考えから、当社は、

管理職を対象としたダイバーシティ推進研修を実施しているほか、女性が自身のキャリアを主体的

に構築していくことを目的とした女性キャリア研修も開催しております。

 
『方針②』従業員が安心して働き続けられるよう、柔軟な働き方や心身の健康に対する取り組みを拡充する

当社は、多様な従業員が働きやすい環境を整備するために、フレックスタイム制度、在宅勤務制

度、時差勤務制度、育児短時間勤務制度を制定しております。また、働きやすさや心身の健康を保

つ上で、適切な休暇取得が重要と捉えています。そのために、有給休暇の取得を奨励しておりま

す。なお、やむを得ない事情により退職することになった従業員が、職場に復帰できる再雇用制度

(キャリアリターン制度)も運用しております。そのほか、法令遵守に限らずハラスメント等の相談

もできるコンプライアンス相談窓口や、従業員ならびに家族の方がいろいろな悩み事(メンタルヘル

スやキャリア、家庭事情等)に関して気軽に相談できるEAP相談室を設置しております。

 
『方針③』従業員がエンゲージメントを高め、やりがいと誇りを持てるよう、生産性向上とイノベーション促

進につながる風土を醸成する

当社は、従業員エンゲージメントの状況を把握するとともに、やりがいや生産性向上にむけた課

題がどこにあるか分析し、改善に向けた取り組みを検討しております。別途、前述の人財情報デー

タベースアンケートを実施しているほか、アンケートだけでは分からない実態を人事ヒアリング面

談で深掘りし、課題の理解と対応を進めております。

 
上記の取り組みに加えて、従業員のキャリア設計の支援や、働きやすい社内環境の継続的な改善に努めてま

いります。

 

EDINET提出書類

株式会社　サカタのタネ(E00006)

有価証券報告書

 23/138



 

②　指標と目標

指標 目標
実績

(2026年５月期)
関連する方針

(a) リーダーシップ開発研修参加者数
(リーダーシップの開発を目的とした
階層別や選抜式研修の年間参加者数)

2027年５月末時点で50人以上
(維持目標)

43人 人財育成方針①

(b) 自己啓発プログラム利用者数(語学
教育プログラム、通信教育プログラム
の年間利用者数)

2027年５月末時点で380人以上
(維持目標)

383人 人財育成方針①④

(c) 女性管理職比率 2030年５月末時点で20％以上 6.3％ 社内環境整備方針①

(d) 年次有給休暇の平均取得率(付与日
数に対する取得率)

2027年５月末時点で70％以上
(維持目標)

78.0％ 社内環境整備方針②
 

当社（㈱サカタのタネ）単体の数値

 
※ 上記については、連結グループとしてではなく、当社が実施しているものであることから、当社単体の目標及び

実績を記載しております。

 
(４) 人権への取り組み

 当社グループでは、海外の売上が７割を超えているほか、種子生産・仕入商品の調達等のサプライチェーンも

グローバルに展開しております。日々変化する国際社会の中で、すべての人の人権が今後も尊重され続けるよ

う、当社グループがさらなる貢献を果たしていくための土台として、2023年５月、人権方針を制定しました。当

社グループは、本方針に従い、グループとして人権を尊重し、ビジネスパートナーを含むさまざまな関係者と協

働して当社事業活動に関連するすべてのステークホルダーの人権の尊重を推進することを目指します。

 また、当社グループの事業活動で想定される人権課題について、さまざまなステークホルダーにおける顕在

的・潜在的な影響評価を実施し、当社グループにとっての優先課題を特定しています。2025年は当社グループに

おける労働安全衛生、労働環境、児童労働、強制労働を重点取り組み課題とし、アンケート調査を行いました。

主要グループ会社15社の状況を調査し、顕在化している課題、および顕在化が見込まれる潜在的課題は発生して

いないことを確認しました。

 人権に関するガバナンスは、当社グループのサステナビリティ全般に関するガバナンス体制に含まれておりま

す。詳しくは「２．サステナビリティ全般に関するガバナンスおよびリスク管理」をご参照ください。

 
（５）調達への取り組み

 当社グループの主要商品である種苗は農園芸業の根幹であり、私たちの命を支えています。高品質種子を安定

して生産し、供給し続けること、そして、持続可能な農業の実現、ひいては世界の人々の豊かな暮らしに貢献し

ていくことは、当社グループの重要な使命であり、社会に対する貢献だと認識しています。その責務を遂行して

いくため、2024年10月に調達方針を制定しました。当社グループは本方針に従い、公平・公正で持続可能な調達

の実現を目指します。

 また、サプライヤーであるお取引先様は、高品質種子や農園芸資材を安定して供給し続けるための大切なパー

トナーであり、相互信頼を築きながら共に栄えていくことを当社グループの理想としています。調達活動におけ

る人権への潜在的または顕在的なリスクに迅速かつ適切に対応し、問題の是正に取り組むため、人権相談窓口を

設置しています。

 調達に関するガバナンスは、当社グループのサステナビリティ全般に関するガバナンス体制に含まれておりま

す。詳しくは「２．サステナビリティ全般に関するガバナンスおよびリスク管理」をご参照ください。
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３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績およびキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとお

りです。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

 
(1) 天候・自然災害リスク

当社グループの主要販売商材である「種苗」の生育は天候に大きく左右されるため、天候状況は販売および生産

に影響を与えます。まず販売面では、暴風雨などの自然災害や天候不良による不作などは生産者の活動に影響を与

え、当社商材の販売が減少するリスクがあります。販売地域を世界170か国以上に広げたり、厳しい生育環境にも適

応する品種を開発することなどによりリスクの軽減に努めていますが、世界的に異常気象は増加傾向にあると認識

しており、各地における天候不良は売上の低迷をもたらす可能性があります。また、商品種子の生産については、

天候不良により充分な品質や数量を確保できないリスクや生産コストが上昇するリスクがあります。このため世界

19か国に生産を分散し、かつ同一地域でも複数の種子生産者にその生産を委託してリスク分散を図っているほか、

一定量の安全在庫を保有することとしております。しかしながら、特に主要な産地において播種期から採種期まで

に大規模な天候変化や自然災害が生じた場合、欠品による売上減少や生産コストの大幅な上昇など、業績に悪影響

を与える可能性があります。

 
(2) 育種開発リスク・知的財産権の侵害リスク

育種開発リスクとしては、育種目標を設定してから10年以上を必要とする育種開発の性格上、投資コスト負担リ

スク、開発実現性リスク、商品ニーズが変化してしまうリスク、他社との開発競争リスク、新規育種技術の普及に

より参入障壁が下がり開発競争が激化するリスクなどがあります。さらに、育種研究者であるブリーダーが社外流

出することにより、担当する品種の育成に障害が出て良質な商品の完成が難しくなるリスクや、遺伝資源の流出に

より模倣品が出回り知的財産が侵害されるリスクを有しております。当社グループでは、育種工学の拡充や社外研

究機関との連携などを含めた研究開発体制の整備、開発者に対する報奨制度の導入やチーム体制での育種の採用、

種苗法に基づく品種登録や特許などを用いての知的財産権保護などを行っておりますが、急激に需要が変化した場

合や強力な他社品種が出現した場合などは、業績に悪影響を与える可能性があります。

 
(3) 保有資産の価値変動リスク

当社グループは様々な資産を保有しておりますが、定期的な不動産の現状確認や政策保有株式に関する社内規程

整備などの管理体制を構築し、適切な評価・管理に努めております。しかしながら、土地や有価証券などの資産価

値が急激に下落した場合には、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。また、『(1) 天候・自然

災害リスク』にて記載したとおり、商品種子の生産は天候条件に大きく左右されるという当社グループの事業の特

性上、顧客への安定供給責任を果たし、事業を安定的に継続するための安全策として、棚卸資産である種子を一定

量確保しているため、種子の品質低下や商品の需要変化などにより、棚卸資産の廃棄・評価損が増加するリスクが

あります。品質や販売動向に基づき定期的に評価の見直しを行っておりますが、生産や販売実績が計画から大きく

乖離した場合などには、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

 
(4) 品質と安全性に関するリスク

当社グループでは、創業者坂田武雄の唱えた社是「品質・誠実・奉仕」に則り、品質と安全性に対する信頼を最

重要課題のひとつと位置づけ、品質管理部を設け当社の品質基準に照らした商品チェックを行うと同時に、お客様

相談室を設けるなどして商品クレームに適切に対応できる体制を採っております。しかしながら、「生き物」であ

る商品の性質上、品質の水準や均一性などに不測の事態が生じるケースや、種子に由来しない環境や生産技術面か

らのリスクが発生し、業績に悪影響を与える可能性があります。
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(5) カントリーリスク

当社グループは、生産・研究開発・販売拠点として、日本を含めて全世界で23か国に事業展開を行っておりま

す。うち、農場および研究施設として、国内５か所、海外で12か国16か所に拠点を持っております。これらの事業

展開地域の一部においては、次のようなリスクが内在しております。

ａ．予期しない法律又は規制の制定又は改廃

ｂ．政治・経済の混乱

ｃ．テロ・紛争の発生などによる社会的混乱

ｄ．地震などの天変地異の発生

ｅ．コンピューターウイルスや諸情報の漏洩など、情報化に伴う問題の発生

グローバルに事業を展開することで、販売や生産のリスク分散が図れるメリットはありますが、一定の地域にお

いて何らかのリスク事象が生じる可能性が高まる面もあります。拠点展開先の各国からは、常に情報を早期に収集

し、迅速な意思決定ができるように、経営やリスク管理体制の強化を図っておりますが、これらの事象が発生した

場合、当地での事業の継続、需要の大幅な低下、種子生産から撤退などのリスクがあり、当社グループの業績に悪

影響を与える可能性があります。

 
(6) 為替変動に関するリスク

当社グループは海外各地において商品を生産・販売しており、各地域において現地通貨にて作成された財務諸表

は、連結財務諸表作成のために円換算されております。このため、為替相場の変動は、現地通貨における価値に変

動がなかったとしても、業績に影響を与えます。また、当社グループが原材料および商品の一部を調達あるいは輸

出している海外との取引は、為替変動の影響を受けます。こうした影響を最小限に止めるべく、当社グループでは

通貨別金額の変化に常時注意を払っており、適切な管理体制の下、先物為替予約取引や通貨オプションなどを活用

し、リスクの軽減に努めております。しかしながら、予測を超えて急激に為替レートが変動した場合などには、当

社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

 
(7) 取引先の信用リスク

当社グループでは、国内外の様々な顧客や仕入先との取引を行っており、売掛金、前渡金などの信用供与を行っ

ております。当社グループでは、定期的な信用調査や信用リスクに応じた取引限度額の設定、貸倒引当金の計上な

ど、信用リスク管理のための施策を講じておりますが、取引先の財政状態の悪化や経営破綻等が生じた場合、当社

グループの業績に悪影響を与える可能性があります。

 
(8) 情報システム・情報セキュリティのリスク

当社グループは、事業活動の重要なインフラとして情報システムを利用しております。また、研究開発・生産・

営業活動に関する情報に加え、取引先や関係者に関する機密情報および個人情報を保有しています。サイバー攻撃

やシステム障害等により情報システムの機能に支障が生じた場合、当グループの事業活動、経営成績及び財政状態

に悪影響を及ぼす可能性があるほか、情報漏えいにより社会的な信用の低下を招く可能性があります。

以上のようなリスクを認識した上で対策を講じてまいりましたが、2025年11月11日に、当社サーバーに対する第

三者の不正な侵入を確認し、その後の調査から、データの一部に不正アクセスされ、それらの情報が外部に漏えい

した可能性が判明しました。当社は、ステークホルダーの皆さまの大切な情報を預かる責任ある企業として本件を

重く受け止め、外部専門家のチェックを受けながら再発防止策とセキュリティ対策の徹底を図り、再発防止に全力

を尽くしてまいります。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の概要

①　経営成績の状況

当社グループの当連結会計年度(2025年６月１日から2026年５月31日まで)における業績は、売上高は1,042億80

百万円(前期比113億60百万円、12.2％増)、営業利益は131億22百万円(前期比８億64百万円、7.1％増)、経常利益

は142億78百万円(前期比19億66百万円、16.0％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は121億63百万円(前期比24

億51百万円、25.2％増)となりました。

 
②　財政状態の状況

(資産)

資産合計は、2,167億78百万円(前連結会計年度末比257億92百万円増加)となりました。

・流動資産：商品及び製品、受取手形、売掛金及び契約資産が増加したことなどにより153億79百万円増加

・固定資産：建設仮勘定が減少した一方、建物及び構築物(純額)が増加したことなどにより104億12百万円増加

 
(負債)

負債合計は、377億95百万円(前連結会計年度末比85億77百万円増加)となりました。

・流動負債：短期借入金、支払手形及び買掛金が増加したことなどにより60億39百万円増加

・固定負債：退職給付に係る負債が減少した一方、繰延税金負債、長期借入金が増加したことなどにより25億

38百万円増加

 
(純資産)

純資産合計は、1,789億83百万円(前連結会計年度末比172億14百万円増加)となりました。

・株主資本：親会社株主に帰属する当期純利益の計上、配当金の支払などにより54億49百万円増加

・その他の包括利益累計額：為替換算調整勘定、その他有価証券評価差額金の増加などにより117億７百万円増

加

 
以上の結果、自己資本比率は82.3％となりました。

 
③　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前期比72百万円増加し、225億18百万円となりました。各

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりです。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、91億74百万円(前期比40億74百万円の収入の増加)となりました。

・主な増加要因：税金等調整前当期純利益161億４百万円の計上、減価償却費54億79百万円の計上、法人税等の

還付額の計上16億72百万円

・主な減少要因：棚卸資産の増加66億95百万円の計上、売上債権及び契約資産の増加31億20百万円の計上、法

人税等の支払額28億24百万円の計上、投資有価証券売却益16億90百万円の計上

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、△54億95百万円(前期比95億61百万円の収入の減少)となりました。

・主な増加要因：定期預金の払戻による収入41億30百万円の計上、投資有価証券の売却による収入28億９百万

円の計上

・主な減少要因：有形固定資産の取得による支出68億28百万円の計上、定期預金の預入による支出37億29百万

円の計上

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、△51億83百万円(前期比14億86百万円の収入の増加)となりました。

・主な増加要因：短期借入金の純増減額15億14百万円の計上、長期借入れによる収入11億10百万円の計上

・主な減少要因：配当金の支払額34億63百万円の計上、自己株式の取得による支出32億85百万円の計上
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④　仕入および販売の実績

ａ．仕入実績

当連結会計年度の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

 

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

前期比(％)

国内卸売事業(百万円) 7,434 9.1

海外卸売事業(百万円) 30,605 16.0

小売事業(百万円) 2,883 △3.9

報告セグメント計(百万円) 40,923 13.1

その他(百万円) 3,547 12.5

合計(百万円) 44,470 13.0
 

(注)　セグメント間の取引については相殺消去しております。

 
ｂ．販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

 

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

前期比(％)

国内卸売事業(百万円) 13,193 4.2

海外卸売事業(百万円) 82,862 15.1

小売事業(百万円) 4,062 △10.3

報告セグメント計(百万円) 100,118 12.3

その他(百万円) 4,161 11.0

合計(百万円) 104,280 12.2
 

(注)　セグメント間の取引については相殺消去しております。

 
(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識および分析・検討内容は次のとおりです。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものです。

 
①　財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

当連結会計年度(2025年６月１日から2026年５月31日まで)における日本経済は、雇用・所得環境の改善を背景

に個人消費が底堅く推移するとともに、企業収益の回復を受けた設備投資の増加にも支えられ、総じて緩やかな

回復基調で推移いたしました。海外経済については、地域ごとに景況感の差が見られるなか、中東情勢の不安定

化や貿易摩擦の長期化などにより、不透明な状況が継続いたしました。

このような状況のなか、当社グループの当連結会計年度における業績は、国内卸売の野菜種子と資材が好調に

推移したことや、海外における野菜種子と花種子の販売が増加したことに加え、為替が円安になったことから、

売上高は1,042億80百万円(前期比113億60百万円、12.2％増)となりました。品目別では、野菜種子はブロッコ

リー、トマト、カボチャ・スカッシュ、スイカ、花種子はトルコギキョウ、ストック、カンパニュラが好調に推

移いたしました。

売上総利益は、増収および利益率の向上により大幅な増益となりました。販売費及び一般管理費は、給与水準

の上昇や海外での事業拡大に伴う人員増加により人件費が大きく伸びたこと、減価償却費や消耗品費などの増加

や為替影響もあり、前期比増加いたしましたが、売上総利益の増益額が販管費の増加分を吸収し、営業利益は131

億22百万円(前期比８億64百万円、7.1％増)となりました。経常利益は、営業利益の増加と為替差損益の改善など

により、142億78百万円(前期比19億66百万円、16.0％増)となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は、前

期に計上した固定資産売却益が剥落いたしましたが、投資有価証券売却益と受取和解金の計上などにより、121億

63百万円(前期比24億51百万円、25.2％増)となりました。

 2026年１月に公表した業績予想に対しては、売上高は32億80百万円、営業利益は６億22百万円、経常利益は12

億78百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は21億63百万円、それぞれ上回りました。なお、売上高と営業利

益、経常利益は過去最高を更新いたしました。
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セグメントごとの財政状態および経営成績の状況に関する認識および分析・検討内容は次のとおりです。

ａ．国内卸売事業

国内卸売事業は、花種子は減収となりましたが、野菜種子、資材の売上が伸びたことから、前期比増収とな

りました。

品目別では、野菜種子は、トマト、ブロッコリー、ダイコン、スイートコーン、ニンジンなどが増加いたし

ました。トマトとブロッコリーは従来品種の再評価や新品種が導入されたこと、ダイコンは新品種が拡大した

ことなどにより好調に推移いたしました。花種子は、花の需要停滞の影響を受け、全般的に低調でした。資材

は、被覆資材、農園芸用品、ハウス部材などを中心に好調に推移いたしました。また、中東情勢の不安定化に

よるナフサ供給懸念を背景に、農業資材の前倒し受注が増加し、前期比で大幅な増収となりました。

これらの結果、外部顧客への売上高は131億93百万円(前期比５億31百万円、4.2％増)、営業利益は48億35百

万円(前期比74百万円、1.6％増)となりました。

また、国内卸売事業の総資産は前期比19億57百万円増(9.1％増)の234億２百万円となりました。

 
ｂ．海外卸売事業

海外卸売事業は、野菜種子、花種子ともに売上を伸ばしたことに加え、為替要因もあり、前期比大幅な増収

となりました。

地域ごとの現地通貨ベースの業績は次の通りです。北中米は、スイカ、ブロッコリー、キャベツ、レタスと

いった野菜種子に加え、カンパニュラやストック、トルコギキョウなどの花種子も好調に推移し、増収となり

ました。欧州・中近東においては、野菜種子はカボチャ・スカッシュ、トマト、ブロッコリー、ペッパー、花

種子はトルコギキョウやストック、ヒマワリなどが伸長し、増収となりました。南米では、カボチャ・スカッ

シュ、トマト、ペッパーなどの野菜種子に加え、トルコギキョウ、キンギョソウなどの花種子も増加したほ

か、買収したAgritu Sementes Ltda.のタマネギ種子の寄与もあり、増収となりました。一方、アジアは、野菜

種子はニガウリ、ハクサイなど、花種子はカンパニュラ、トルコギキョウは好調に推移いたしましたが、中国

の市況低迷の影響などもあり、ブロッコリー、ニンジン、ヒマワリが減少し、減収となりました。

これらの結果、外部顧客への売上高は828億62百万円(前期比108億85百万円、15.1％増)、営業利益は209億81

百万円(前期比９億60百万円、4.8％増)となりました。

また、海外卸売事業の総資産は前期比238億88百万円増(20.1％増)の1,429億60百万円となりました。

 
ｃ．小売事業

小売事業は、通信販売分野および量販店向けホームガーデン分野において、全国的な厳しい天候要因や物価

高騰の影響を受ける中、当社品種の花苗は堅調に推移いたしましたが、市場全体の低迷により、前期比で減収

となりました。

これらの結果、外部顧客への売上高は40億62百万円(前期比４億68百万円、10.3％減)、営業損益は４億40百

万円の損失(前期は２億56百万円の損失)となりました。

また、小売事業の総資産は前期比20百万円減(1.4％減)の13億98百万円となりました。

 
ｄ．その他

造園緑花分野は、資材や燃料の価格高騰など厳しい状況下にありましたが、公共・民間の植栽工事とマン

ションなどの植栽維持管理業務が順調に推移したことに加え、営業強化によりスポット工事も受注できたこと

から、前期比増収となりました。

これらの結果、外部顧客への売上高は41億61百万円(前期比４億11百万円、11.0％増)、営業利益は１億84百

万円(前期比78百万円、74.6％増)となりました。

また、その他の総資産は前期比１億71百万円増(8.0％増)の23億18百万円となりました。
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②　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源および資金の流動性に係る情報

ａ．キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容

キャッシュ・フローの状況については、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析　(1) 経営成績等の概要　③キャッシュ・フローの状況」にて記載したとお

りです。

なお、当社グループのキャッシュ・フロー関連指標の推移は次のとおりです。

 2022年５月期 2023年５月期 2024年５月期 2025年５月期 2026年５月期

自己資本比率(％) 84.9 85.7 83.1 84.5 82.3

時価ベースの自己資本比率
(％)

133.3 107.6 76.8 78.2 80.5

キャッシュ・フロー対有利
子負債比率(％)

14.8 17.6 52.2 56.3 60.9

インタレスト・カバレッ
ジ・レシオ(倍)

94.3 106.8 32.2 14.8 25.4
 

(注)　自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債(リース債務は除く)／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

※１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

※３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

※４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、リース債務を除く利子を支払っている負

債を対象としております。

※５．利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

 
ｂ．資金需要の主な内容

当社グループの資金需要のうち主なものは、種子および資材の購入費用のほか、生産経費、販売費及び一般

管理費等の営業費用によるものです。営業費用の主なものは、給与、賞与等の人件費、運搬費、販売荷造費、

広告宣伝費等です。

また、当社グループは、生産設備の拡充、合理化および研究開発力の強化等を目的として、継続的に設備投

資を実施しております。

当社グループの当連結会計年度末における有利子負債に対する金利負担は、支出に占める割合としては十分

低く、金利上昇による影響が限定的な範囲にとどまる有利子負債残高水準にあります。

 
ｃ．資金調達の可能性

資金の流動性については、手元流動性の確保により不測の事態に対応できるようにしております。資金の調

達については、本社、国内各子会社および海外各子会社とも、取引金融機関との良好な関係を維持しており、

適切な対応が可能な体制をとっております。

なお、長期経営計画「PASSION2035」に基づく成長投資や株主還元の強化に対する資金需要については、営業

活動によるキャッシュ・フローの拡大、棚卸資産回転率や現預金月商比率の改善等の資産効率の向上による増

加運転資金の抑制など、健全な財務規律は維持しつつも、不足する額については外部資金を活用する方針とし

ております。

 
③　経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは、2027年５月期を初年度とする長期経営計画「PASSION2035」のもと、「Cultivating

Tomorrow's Harvest with You（あなたと共に培う、未来の豊かさ）」をキーステートメントとして掲げ、ステー

クホルダーとの共創を通じて、「世界で最も信頼されるパートナー」として種苗業界の進化をけん引することを

目指しております。

また、当社グループは、地域の自主性を尊重しながらグローバルでの最適化を図る「Integrated Autonomy」を

経営の基本的な考え方とし、成長市場への展開、研究開発の強化、IT・DX・AIの活用及びグローバル事業基盤の

強化を通じて、持続的な成長と企業価値向上の実現に取り組んでおります。

当社グループは、これらの戦略の進捗及び成果を把握するため、売上高、営業利益、営業利益率、当期純利益

及びROEを主要な経営指標としております。

PASSION2035では、事業成長と資本効率向上の両立を図ることにより、2031年５月期及び2036年５月期において

以下の定量目標の達成を目指しております。
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KPI 2026年5月期（実績） 2031年5月期 目標 2036年5月期 目標

売上高 1,043億円 1,400億円 2,000億円

営業利益 131億円 195億円 350億円

営業利益率 12.6% 13.9% 17.5%

当期純利益 122億円 155億円 280億円

ROE 7.2％ 8％以上 10％以上
 

 
これらの目標達成に向けて、当社グループは2031年５月期までの５年間で総額500億円の成長投資を計画してお

ります。研究開発、グローバル展開、IT/DX/AIの活用等への投資を通じて将来の成長基盤を強化するとともに、

棚卸資産回転率や現預金月商比率の改善等を通じて資産効率の向上を図ってまいります。

また、当社グループは、資本収益性の向上を重要な経営課題として認識しております。成長投資による収益力

向上に加え、資産効率の改善、政策保有株式の縮減、財務レバレッジの活用及び株主還元の強化を通じて、自己

資本比率を中長期的に60％台へ適正化し、資本効率の向上に取り組んでまいります。

さらに、ROEを株主資本コストとの比較において重要な経営指標と位置付け、2031年５月期に８％以上、2036年

５月期に10％以上とすることを目標としております。資本コスト及び株価を意識した経営を推進し、資本コスト

を上回る資本収益性の実現と、中長期的な企業価値及び株主価値の向上を目指してまいります。これは、成長投

資、資本効率向上及び株主還元を一体的に推進することで、持続的な企業価値向上と市場評価の向上の好循環を

実現することを目的とするものです。

株主還元については、株主資本配当率2.5％以上及び配当性向35％を目安とし、自己株式取得を機動的に実施す

ることにより、2031年５月期までの５年間における総還元性向60％水準を目安としております。

 
④　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成にあたって、当連結会計年度における財政状態、経営成績およびキャッ

シュ・フローの状況に影響を及ぼす見積りおよび仮定を用いておりますが、これらの見積りおよび仮定に基づく

数値は実際の結果と異なる可能性があります。

当社グループが連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)

連結財務諸表　注記事項　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、連結財務

諸表作成にあたって用いた会計上の見積りおよび仮定のうち、重要なものは以下のとおりです。

 
ａ．棚卸資産の評価見積りによる影響

「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項　重要な会計上の見積り」に記載

のとおりです。

 
ｂ．固定資産の減損判定による影響

当社グループは、主に研究開発や生産、販売などの事業を行うため、土地や建物、機械などの固定資産を多

く保有しております。原則として、管理会計上の単位を資産グループの基礎として、独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位でグルーピングしており、また、賃貸資産および遊休資産については、個別の資産ご

とにグルーピングを行っております。収益性が低下した資産グループについては固定資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少分を減損損失として計上しております。回収可能価額は、将来の利益計画に基づ

く将来キャッシュ・フローや不動産の時価を前提に作成されるため、経営環境の悪化や不動産の価格変動など

により回収可能価額が下がり、減損損失を計上するなどの影響が生じる可能性があります。

 
５ 【重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

主力商品である野菜と花の品種開発は研究本部、農園芸資材の開発はソリューション統括部が担当し、全世界の市

場に向けた品種の育成、農園芸資材の開発を行っております。研究開発拠点として、日本国内では静岡県掛川市をは

じめ５ヵ所に、海外では北米、南米、欧州、アジア圏など、12カ国16カ所に研究農場を配して、グローバルな研究体

制を構築し、気候や環境、土壌や食文化などを踏まえ、世界中で栽培される品種を研究開発しております。また、

2026年６月において、沖縄県石垣市に石垣研究農場を開設し、日本国内における研究開発拠点は６カ所となりまし

た。

研究開発者はグループ全体で約524人、当連結会計年度における研究開発費は12,938百万円です。なお、研究開発費

については、セグメント別に関連付けることが困難であるため、その総額を記載しております。

当社の理念である「心と体の栄養」を世界の人々に届けることを目標に、サカタオリジナルの価値ある商品開発を

進めてまいります。

当連結会計年度の主な研究内容及び成果は、次の通りです。

(1) 国内卸売事業及び海外卸売事業

①　野菜

当連結会計年度は、一般社団法人日本種苗協会主催の第76回全日本野菜品種審査会において、レタス「ツイン

セット」、コカブ「C2-218」が１等特別賞を受賞いたしました。また、ダイコン「夏の守」は第67回東京都野

菜・花き種苗改善審査会において１等を受賞し、とうもろこし「SK0-434Y」は令和７年度千葉県品種審査会にお

いて１位を受賞するなど、高い研究開発力が評価されました。

当グループ会社である株式会社ブロリードのブロッコリー「BL-456」が同第76回全日本野菜品種審査会におい

て、１等特別賞を受賞し、さらに農林水産大臣賞を受賞いたしました。

新品種におきましては、５月中旬から11月上中旬の長い期間に、安定して高い収量を得られることが特徴のエ

ダマメ「たっぷり」、冬から春にかけての急激な寒暖差に強く、強健に生育し、収量が安定して高いことが特長

のソラマメ「多空の春」など、オリジナル性を重視した品種を発表いたしました。

今後も国内外市場において、生産者にも消費者にも喜ばれる品種開発に邁進いたします。

②　花

当連結会計年度は、一般社団法人日本種苗協会主催の第71回全日本花卉品種審査会において、トルコギキョウ

「SM0-A-795M」、「M3-379」が１等特別賞を受賞いたしました。また、ジニア「Profusion Double White

Improved」が、世界的権威のあるフロロセレクトおよびオール アメリカ セレクションズ両審査会で最高栄誉の

ゴールドメダルを受賞いたしました。

新品種におきましては、切花ではトルコギキョウ「PFダブル® (3型) スノー (ver.2)」、デルフィニウム

「キャンドルiQ」シリーズ等の合計８品種、花壇苗・鉢物では、ベゴニア「バイキングXL」、ハボタン「ティ

アード」、プリムラ「プリンセッサ」シリーズ等の合計28品種を発表いたしました。小売り向け商材では「サン

パティオ® スカーレット」、ペチュニアとカリブラコアの属間雑種「ビューティカル トレーリング ラベンダー

アイス」等の合計３品種の販売を開始いたしました。

また、本年で発売20周年を迎える「サンパチェンス」に関連し、令和８年度農林水産・食品分野における知財

功労賞にて輸出・国際局長表彰を受賞いたしました。本表彰は、国際的な遺伝資源開発と知的財産の活用に関す

る取り組みが評価されたものです。

今後もオリジナリティを重視し、地球規模での環境変化に対応できる品種開発に努めてまいります。

③　ソリューション

当社グループのソリューション事業は、環境と調和した持続可能な農園芸商品やサービスを通じた課題解決が

重要なテーマとなっており、さまざまな栽培環境の変化に対応可能な資材の開発に取り組んでおります。

当連結会計年度において、「GAXY」に続く新たなバイオスティミュラント（以下、「BS」）資材「RODALGO（ロ

ダルゴ）」を2026年１月に発表・発売いたしました。本製品は、農薬のグローバルメーカーであるUPL Limitedの

グループ会社、アリスタ ライフサイエンス株式会社との協業により、日本国内での販売権を取得し、世界的に拡

大を続けるBS市場に向けて全国展開を進めております。

「RODALGO」は、作物保護、特に高温乾燥下での品質保持及び棚持ち性向上に寄与し、生産者の課題に対し広く

活用できます。生産者は、肥料吸収を改善し成長を促進する従来品の「GAXY」を播種から生育前半期、コーティ

ングにより高温乾燥などから作物を守り、棚持ち性を向上させる「RODALGO」を生育後半から収穫直前に使用する

ことで、栽培の各ステージでの生育に必要な成分の吸収を最適化し、青果物の収量及び品質を向上させることが

できます。

現在は、当社が取り扱う花卉や野菜に加え、果樹類、柑橘類、芝生の養生、公園管理など多岐にわたる作物・

用途への提案を進めており、その効果についても検証を継続しております。

今後も、さらなるBS資材の開発に取り組み、より多くのユーザーに安心してご使用いただける製品の提供を目

指してまいります。

 
(2) 小売事業

当事業に該当する研究開発は行っておりません。

 
(3) その他

当事業に該当する研究開発は行っておりません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額(無形固定資産を含む)は、8,540百万円です。主な内容は、掛川

総合研究センタ―における事務棟・研究棟改築工事(12億15百万円)、子会社であるSakata Vegetable Europe S.A.S.

の本社オフィス拡張工事(６億５百万円)、Sakata Seed Iberica S.L.の本社移転に伴う建設工事(４億29百万円)等で

あります。

セグメント別の設備投資金額は、国内卸売事業で73百万円、海外卸売事業で5,741百万円、小売事業で106百万円、

その他事業で２百万円、各セグメントに配分していない全社資産で26億16百万円です。

 
２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

        (2026年５月31日現在)

事業所名 所在地
セグメント

の名称

設備の

内容

帳簿価額

従業員数

(人)

建物

および

構築物

(百万円)

機械装置

および

運搬具

(百万円)

土地

(百万円)

(面積㎡)

リース資産

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

本社
横浜市

都筑区
全社 本社 1,217 8

4,238

（10,456）
57 407 5,929

371

 （69）

北海道支店ほか

支店

北海道

札幌市ほ

か

国内卸売 販売店舗 － －
－

（－）
－ － －

77

 （6）

矢板物流セン

ターほか流通施

設

栃木県

矢板市ほ

か

全社

小売
流通施設 813 51

335

（19,091）
－ 12 1,212

19

 （8）

羽沢事業所ほか

検査施設

横浜市

神奈川区

ほか

全社 検査施設 292 18
1,372

（43,132）
2 37 1,722

18

 （35）

成田農場
千葉県

成田市
全社 研究施設 412 74

180

（59,052）
0 8 676

9

（3）

富士見ヶ丘農場
千葉県

君津市
全社 研究施設 575 12

548

（87,614）
－ 4 1,141

10

 （8）

君津育種場
千葉県

袖ヶ浦市
全社 研究施設 486 164

110

（123,969）
2 76 841

48

 （42）

北海道研究農場

ほか研究農場

北海道

上川郡ほ

か

全社 研究施設 591 288
319

（207,421）
4 11 1,214

40

 （35）

掛川総合研究セ

ンター

静岡県

掛川市
全社 研究施設 1,992 238

2,028

（340,411）
14 893 5,166

101

（107）

掛川研修セン

ター

静岡県

掛川市
全社 研修施設 287 5

13

（4,185）
－ 6 313

1

 （1）

(子会社への賃

貸)株式会社山形

セルトップ

山形県

東村山郡
国内卸売

生産・

販売施設
54 0

219

（117,070）
－ 0 273 －

(子会社への賃

貸)株式会社 サ

カタ ロジス

ティックス

栃木県

矢板市
国内卸売

種子包装・

加工施設
560 130

226

（48,823）
－ 35 951 －

(子会社への賃

貸)Sakata Seed

 America,Inc.

Florida,

U.S.A.
海外卸売 研究施設 － －

163

（525,778）
－ － 163 －

(子会社への賃

貸)株式会社ブロ

リード

三重県

津市
国内卸売

生産・

研究施設
－ －

118

（30,174）
－ － 118 －

旧茅ヶ崎試験場

ほか旧事業所

神奈川県

茅ヶ崎市

ほか

全社 賃貸他 16 0
612

（18,337）
－ 0 628 －

保養所寮社宅

神奈川県

横浜市ほ

か

全社 厚生施設 0 －
156

（208）
－ － 156 －
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(2) 国内子会社

        (2026年５月31日現在)

会社名 所在地
セグメント

の名称

設備の

内容

帳簿価額

従業員数

(人)

建物

および

構築物

(百万円)

機械装置

および

運搬具

(百万円)

土地

(百万円)

(面積㎡)

リース資産

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

株式会社ブロ

リード

三重県

津市
国内卸売

生産・

研究・

販売施設

135 31 － － 3 170
10

（8）

セルトップ３社

(株式会社山形セ

ルトップほか２

社)

山形県

東村山郡

ほか

国内卸売
生産・

販売施設
86 31

145

（27,716）
－ 12 276

20

（57）

サカタのタネ グ

リーンサービス

株式会社

横浜市

都筑区
その他

造園工事・

管理施設
17 20 － － 5 43

92

（115）
 

 
(3) 在外子会社

        (2026年５月31日現在)

会社名 所在地
セグメント

の名称

設備の

内容

帳簿価額

従業員数

(人)

建物

および

構築物

(百万円)

機械装置

および

運搬具

(百万円)

土地

(百万円)

(面積㎡)

リース資産

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

Sakata Seed

America,Inc.

Californ

ia,

U.S.A.ほ

か

海外卸売
販売店舗・

研究施設
7,093 2,124

1,091

（909,208）
1,098 2,225 13,632

333

（1）

Sakata

Vegetables

Europe S.A.S.

Uchaud,

Franceほ

か

海外卸売
販売店舗・

研究施設
1,638 890

61

（259,780）
237 902 3,730

181

（44）

Sakata

Ornamentals

Europe A/S

Odense,

Denmark
海外卸売

販売店舗・

研究施設
136 44

31

（110,000）
23 12 249 57

Sakata Seed

Sudamerica

Ltda.

São

Paulo,

Brazil

海外卸売
販売店舗・

研究施設
645 454

86

（2,397,303）
5 44 1,236

367

（55）

Sakata Seed

India Pvt Ltd.

Karnatak

a,

Indiaほ

か

海外卸売
販売店舗・

研究施設
533 153

241

（30,705）
37 23 988 166

Sakata Korea

Co.,Ltd.

大韓民国

ソウル特

別市ほか

海外卸売
販売店舗・

研究施設
168 59

259

（142,714）
17 40 546

118

（14）
 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、器具備品(建設仮勘定を含む)および建設仮勘定(無形)等です。

２．提出会社中には、上記の他、運搬具を中心に賃借資産22百万円があります。

３．従業員数のうち(　)は、平均臨時従業員数を外書しております。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名 所在地
セグメント
の名称

設備の
内容

投資予定金額

資金調達方法

着手および
完了予定年月

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

提出会社
静岡県
掛川市

全社 研究施設 2,115 714 自己資金 2026.2 2027.5

Sakata
Vegetables
Europe S.A.S.

Uchaud,
France

海外卸売 オフィス 1,539 935 自己資金 2024.10 2027.5

Sakata Seed
Iberica S.L.

Andalucía,
Spain

海外卸売
オフィス・
倉庫・温室

1,338 811 自己資金 2024.7 2027.7
 

 
(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 104,000,000

計 104,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2026年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年８月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,410,750 45,410,750
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数
100株

計 45,410,750 45,410,750 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2024年７月26日(注)１ △1,000,000 46,410,750 ― 13,500 ― 10,823

2025年７月28日(注)２ △1,000,000 45,410,750
 
―

13,500 ― 10,823

 

(注)１　2024年７月12日開催の取締役会における自己株式消却決議に基づく株式の消却によるものです。

(注)２　2025年７月14日開催の取締役会における自己株式消却決議に基づく株式の消却によるものです。
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(5) 【所有者別状況】

 2026年５月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数 100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府およ
び地方公
共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) 0 25 21 271 201 53 38,688 39,259 ―

所有株式数
(単元)

0 92,765 17,019 107,852 67,031 619 167,672 452,958 114,950

所有株式数
の割合(％)

0 20.48 3.75 23.81 14.8 0.14 37.02 100.00 ―
 

(注) １．自己株式3,074,495株は「個人その他」に30,744単元および「単元未満株式の状況」に95株を含めて記載し

ております。

２．「金融機関」には、「株式給付信託(BBT)」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)

が所有する株式765単元が含まれております。

「株式給付信託(BBT)」の詳細については、(8) 役員・従業員株式所有制度の内容をご参照下さい。

３．上記「その他の法人」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

2026年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社ティーエム興産
東京都千代田区神田東松下町37　林道ビル７
Ｆ

6,607.9 15.60

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン
ターシティＡＩＲ

3,293.3 7.77

株式会社みずほ銀行
（常任代理人　株式会社日本カ
ストディ銀行）

東京都千代田区大手町１丁目５番５号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

1,500.0 3.54

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 1,490.7 3.52

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,225.4 2.89

BNP PARIBAS
LUXEMBOURG/2S/JASDEC/FIM/LUXE
MBOURG FUNDS/UCITS ASSETS
（常任代理人　香港上海銀行東
京支店)

33 RUE DE GASPERICH, L-5826 HOWALD-
HESPERANGE, LUXEMBOURG
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号)

693.9 1.63

キッコーマン株式会社 千葉県野田市野田250番地 678.0 1.60

野村　絢
（常任代理人　三田証券株式会
社）

10A Bukit Tunggal Road Singapore 309723
（東京都中央区日本橋兜町３丁目11番）

637.0 1.50

東京青果株式会社 東京都大田区東海３丁目２番１号 563.9 1.33

横浜冷凍株式会社 神奈川県横浜市鶴見区大黒町５－35 558.2 1.31

計 ― 17,248.5 40.74
 

(注) １．所有株式数は百株未満を切り捨てて記載しております。

２．持株比率は、自己株式(3,074,495株)を控除して計算しており、小数第３位以下を切り捨てて表示しており

ます。

３．自己株式には、「株式給付信託(BBT)」に基づき株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式

(76,580株)を含んでおりません。

４．当社は自己株式3,074,495株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 3,074,400

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

422,214 ―
42,221,400

単元未満株式
普通株式

― ―
114,950

発行済株式総数 45,410,750 ― ―

総株主の議決権 ― 422,214 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(自己株式等)」の欄は、すべて自社保有の自己株式であり、「株式給付信託(BBT)」制度

の信託財産として、株式給付信託が保有する当社株式76,580株(議決権765個)は含まれておりません。

２．「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が200株(議決権の数

２個)含まれております。

３．「単元未満株式」の株式数の欄には、自己株式95株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

    2026年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社サカタのタネ
横浜市都筑区仲町台二丁
目７番１号

3,074,400 ― 3,074,400 6.77

計 ― 3,074,400 ― 3,074,400 6.77
 

(注) １．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は小数点第３位以下を切り捨てて記載しております。

２．自己株式には、「株式給付信託(BBT)」に基づき株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式

(76,580株)を含んでおりません。なお、当該株式は、連結財務諸表及び財務諸表において自己株式として表

示しております。
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(8) 【役員・従業員株式所有制度の内容】

役員退職慰労金制度の廃止及び株式報酬制度の導入について

当社は、2018年６月22日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、役員退職慰労金制度を廃止す

るとともに、新たな株式報酬制度「株式給付信託(BBT(＝Board Benefit Trust))」(以下「本制度」といいます。)

の導入を決議し、本制度に関する議案を2018年８月28日開催の第77回定時株主総会(以下「本株主総会」といいま

す。)において決議いたしました。

 
１．役員退職慰労金制度の廃止

当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、現行の役員退職慰労金制度を、本株主総会終結時をもって廃止

することといたしました。

また、本株主総会終結後も引き続き在任する取締役及び監査役について、本株主総会終結時までの在任期間に

応じた退職慰労金を打切り支給することを本株主総会に付議いたしました。なお、退職慰労金の打切り支給時期

は、各取締役又は各監査役が当社の取締役又は監査役を退任した時といたします。

 
２．本制度の導入の背景及び目的

当社は、取締役(社外取締役を除きます。)並びに執行役員(以下「取締役等」といいます。)の報酬と当社の株

式価値との連動性をより明確にし、取締役等が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主

の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、

本制度を導入いたします。

 
３．本制度の概要

(1) 本制度の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託(以下、本制度に基づき設定される信託を「本信

託」といいます。)を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式

及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭(以下「当社株式等」といいます。)が本信託を通じて給付され

る株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時とな

ります。

＜ご参考：本制度の仕組み＞
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①　当社は、本議案につき承認を受けた枠組みの範囲内において、「役員株式給付規程」を制定します。

②　当社は、本議案につき承認を受けた範囲内で金銭を信託します。

③　本信託は、②で信託された金銭を原資として当社株式を、取引市場を通じて又は当社の自己株式処分を引

き受ける方法により取得します。

④　当社は、「役員株式給付規程」に基づき取締役等にポイントを付与します。

⑤　本信託は、当社から独立した信託管理人の指図に従い、本信託勘定内の当社株式に係る議決権を行使しな

いこととします。

⑥　本信託は、取締役等を退任した者のうち「役員株式給付規程」に定める受益者要件を満たした者(以下

「受益者」といいます。)に対して、当該受益者に付与されたポイント数に応じた当社株式を給付しま

す。ただし、取締役等が役員株式給付規程に定める要件を満たす場合には、ポイントの一定割合につい

て、当社株式の時価相当の金銭を給付します。
 

 
(2) 本制度の対象者

取締役並びに執行役員(社外取締役及び監査役は、本制度の対象外とします。)

 
(3) 信託期間

2018年10月から本信託が終了するまで(なお、本信託の信託期間について、特定の終了期日は定めず、本制度

が継続する限り本信託は継続します。本制度は、当社株式の上場廃止、役員株式給付規程の廃止等により終了

します。)

 
(4) 信託金額

当社は、2019年５月末日で終了する事業年度から2021年５月末日で終了する事業年度までの３事業年度(以

下、当該３事業年度の期間を「当初対象期間」といい、当初対象期間及び当初対象期間の経過後に開始する３

事業年度ごとの期間を、それぞれ「対象期間」といいます。)及びその後の各対象期間を対象として本制度を導

入し、取締役等への当社株式等の給付を行うため、本信託による当社株式の取得の原資として、以下の金銭を

本信託に拠出いたします。

まず、当社は、上記(3) の信託期間の開始時に、当初対象期間に対応する必要資金として、300百万円(う

ち、取締役分として230百万円)を上限とした資金を本信託に拠出いたします。

また、当初対象期間経過後も、本制度が終了するまでの間、当社は、原則として対象期間ごとに、300百万円

(うち、取締役分として230百万円)を上限として本信託に追加拠出することとします。ただし、かかる追加拠出

を行う場合において、信託財産内に残存する当社株式(直前までの各対象期間に関して取締役等に付与されたポ

イント数に相当する当社株式で、取締役等に対する給付が未了であるものを除きます。)及び金銭(以下「残存

株式等」といいます。)があるときは、残存株式等は次期対象期間における本制度に基づく交付等の原資に充当

することとし、残存株式等の金額(当社株式については、直前の対象期間の末日における時価とします。)を勘

案した上で、次期対象期間に関する追加拠出額を算出するものとします。

なお、当社は、当初対象期間を含む対象期間中、当該対象期間における拠出額の累計額が上述の各上限額に

達するまでの範囲内において、複数回に分けて、本信託への資金の拠出を行うことができるものとします。当

社が追加拠出を決定したときは、適時適切に開示いたします。

 
(5) 当社株式の取得方法及び取得株式数

本信託による当社株式の取得は、上記(4) により拠出された資金を原資として、取引市場を通じて又は当社

の自己株式処分を引き受ける方法によりこれを実施することとし、新株発行は行いません。

なお、本信託による当社株式の取得につき、その詳細は、適時適切に開示いたします。
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(6) 取締役等に給付される当社株式等の数の算定方法

取締役等には、各事業年度に関して、役員株式給付規程に基づき役位等を勘案して定まる数のポイントが付

与されます。取締役等に付与される１事業年度当たりのポイント数の合計は、13千ポイント(うち、取締役分と

して10千ポイント)を上限とします。これは、現行の役員報酬の支給水準、取締役等の員数の動向と今後の見込

み等を総合的に考慮して決定したものであり、相当であるものと判断しております。

なお、取締役等に付与されるポイントは、下記(7) の当社株式等の給付に際し、１ポイント当たり当社普通

株式１株に換算されます(ただし、本株主総会における株主の皆様による承認決議の後において、当社株式につ

いて、株式分割、株式無償割当て又は株式併合等が行われた場合には、その比率等に応じて、ポイント数の上

限及び付与済みのポイント数又は換算比率について合理的な調整を行います。)。

下記(7) の当社株式等の給付に当たり基準となる取締役等のポイント数は、原則として、退任時までに当該

取締役等に付与されたポイント数とします(以下、このようにして算出されたポイントを、「確定ポイント数」

といいます。)。

 
(7) 当社株式等の給付

取締役等が退任し、役員株式給付規程に定める受益者要件を満たした場合、当該取締役等は、所定の受益者

確定手続を行うことにより、原則として上記(6) に記載のところに従って定められる「確定ポイント数」に応

じた数の当社株式について、退任後に本信託から給付を受けます。ただし、役員株式給付規程に定める要件を

満たす場合は、一定割合について、当社株式の給付に代えて、当社株式の時価相当の金銭給付を受けます。な

お、金銭給付を行うために、本信託により当社株式を売却する場合があります。

 
(8) 議決権行使

本信託勘定内の当社株式に係る議決権は、信託管理人の指図に基づき、一律に行使しないこととします。か

かる方法によることで、本信託勘定内の当社株式に係る議決権の行使について、当社経営への中立性を確保す

ることを企図しています。

 
(9) 配当の取扱い

本信託勘定内の当社株式に係る配当は、本信託が受領し、当社株式の取得代金や本信託に係る受託者の信託

報酬等に充てられます。なお、本信託が終了する場合において、本信託内に残存する配当金等は、役員株式給

付規程の定めに従って、その時点で在任する取締役等に対して、各々が保有するポイント数に応じて、按分し

て給付されることになります。

 
(10) 信託終了時の取扱い

本信託は、当社株式の上場廃止、役員株式給付規程の廃止等の事由が発生した場合に終了します。

本信託終了時における本信託の残余財産のうち、当社株式については、全て当社が無償で取得した上で、取

締役会決議により消却することを予定しています。本信託終了時における本信託の残余財産のうち、金銭につ

いては、上記(9) により取締役等に給付される金銭を除いた残額が当社に給付されます。

 
(本信託の概要)

①　名称              ：株式給付信託(BBT)

②　委託者            ：当社

③　受託者            ：みずほ信託銀行株式会社

(再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行)

④　受益者            ：取締役等を退任した者のうち役員株式給付規程に定める受益者要件を満たす者

⑤　信託管理人        ：当社と利害関係のない第三者を選定する予定

⑥　信託の種類　　　　 ：金銭信託以外の金銭の信託(他益信託)

⑦　本信託契約の締結日 ：2018年10月

⑧　金銭を信託する日　 ：2018年10月

⑨　信託の期間        ：2018年10月から信託が終了するまで

(特定の終了期日は定めず、本制度が継続する限り信託は継続します。)
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得
会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく取得

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(2025年10月７日)での決議状況

(取得期間2025年10月８日～2025年12月31日)
1,100,100 3,613,828,500

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 1,000,000 3,285,000,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 100,100 328,828,500

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 9.1 9.1

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 9.1 9.1
 

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(2026年７月13日)での決議状況

(取得期間2026年８月３日～2027年５月28日)
1,000,000 5,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 100.0 100.0
 

(注)　当期間における取得自己株式数には、2026年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの「自己株式取得に

よる取得株式数」は含まれておりません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 248 897,208

当期間における取得自己株式 ― ―
 

(注)　当期間における取得自己株式数には、2026年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含まれておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 1,000,000 2,304,000,000 ― ―

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

― ― ― ―

その他(株式給付信託(BBT)への追
加拠出に伴う第三者割当による自
己株式の処分によるもの)

33,480 112,158,000 ― ―

保有自己株式数 3,074,495 ― 3,074,495 ―
 

(注) １．上記の当事業年度及び当期間における「保有自己株式数」には、「株式給付信託(BBT)」に基づき株式会社

日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式76,580株を含んでおりません。なお、当該株式は、連結

財務諸表及び財務諸表において自己株式として表示しております。

２．当期間における保有自己株式数には、2026年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

売渡及び単元未満株式の買取請求による株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社では、毎事業年度における配当の回数については、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行っており

ます。当社定款において、会社法第454条第５項の規定に基づき、「取締役会の決議によって、毎年11月30日を基準日

として中間配当をすることができる。」旨を定めており、期末配当については株主総会、中間配当については取締役

会にて決定しております。

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題と考え、長期安定方針の下、安定的・継続的に還元の強化に努

めていくこととしております。また、この方針をより客観的に運営していくため、株主資本配当率を指標として採用

し、当面2.5％を目指すこととしておりました。

当事業年度の期末配当につきましては、上記の基本方針に基づき、また当期の親会社株主に帰属する当期純利益が

業績予想を上回ったことから、公表済の配当予想から10円増の１株当たり50円といたしました。すでに実施いたしま

した中間配当金35円と期末配当金50円を合わせると、年間配当金は前期比10円増の85円、株主資本配当率は2.5％（前

期は2.3％）となります。なお、６期連続の増配となります。

当社は2027年５月期から2036年５月期までの10カ年を対象とする長期経営計画「PASSION2035」を公表いたしまし

た。

次期(2026年６月１日から2027年５月31日)の株主配当予想につきましては、親会社株主に帰属する当期純利益は減

益を見込んでおりますが、長期経営計画における株主還元方針に基づき、当期より５円増配し、１株当たり年間90円

(うち中間配当40円)といたしました。

内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、

市場ニーズに応える研究・生産体制を強化し、さらには、グローバル戦略の展開を図るために有効投資してまいりた

いと考えております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

 

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

2026年１月13日
取締役会決議

1,516 35

2026年８月25日
定時株主総会決議（予定）

2,116 50
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、社是である「品質」「誠実」「奉仕」の精神に基づき、企業倫理を遵守しながら、農業ならびに園芸

業およびその関連事業の発展に貢献することを企業理念としております。この理念に基づき、良質な商品とサー

ビスの提供によって世界の人々の生活と文化の向上に貢献し、世界一の種苗会社を目指すことを目標として、経

営を推進しております。
 

②　企業統治の体制の概要および当該体制を採用する理由

イ．企業統治の体制の概要

１．取締役会

当社は、法令、定款、規程等に定める当社グループにおける経営上の重要事項について、審議、決議を行

うべく、取締役会を設置しております。取締役会は、原則として月例開催され、必要に応じて臨時取締役会

を開催しており、2026年５月期は定時・臨時合わせて20回開催しました。なお、構成員の役職名および氏名

は以下のとおりです。

 
議長 ： 代表取締役会長　坂田　宏

構成員 ： 代表取締役社長（加々美 勉）、取締役（古木 利彦、高宮 全)、社外取締役(菅原 邦彦、尾崎

行正、渡辺 雅子)
 

 
２．経営会議

当社は、当社グループの経営に係る事項について、取締役会での審議、決議を迅速かつ円滑に行うべく、

取締役会の事前審議機関として経営会議を設置しております。経営会議は、原則、月１回、また、必要に応

じて臨時に開催しております。なお、構成員の役職名および氏名は、以下のとおりです。

 
議長 ： 代表取締役社長　加々美 勉

構成員 ： 代表取締役会長（坂田 宏）、取締役専務執行役員（古木 利彦、高宮 全)、社外取締役(菅原 邦

彦、尾崎 行正、渡辺 雅子)、常務執行役員（中井 智二、米本 丈夫、齋藤 弘佳、榎本 真也、

小津 聡子、星 武徳、吉田 潤平）
 

 
３．ＧＴＢ

当社は、Global Top Management Board（GTB）を設置し、原則年３回開催され、必要に応じて臨時に開催

しております。GTBは、当社グループのグローバルな業務運営上の重要な課題、方針、戦略等を協議しており

ます。なお、構成員の役職名および氏名は以下のとおりです。

 
議長 ： 代表取締役社長　加々美 勉

構成員 ： 代表取締役会長（坂田 宏）、取締役専務執行役員(古木 利彦、高宮 全)、常務執行役員（中井

智二、米本 丈夫、齋藤 弘佳、榎本 真也、小津 聡子、星 武徳、吉田 潤平）、主要海外子会社

会長、主要海外子会社社長
 

 
４．部長会

当社は、中長期的な事業方針や財務状況・経営成績に関する事項、国内外の営業活動に関する事項、研

究・開発に関する事項等、経営・事業活動全般に関する意見交換や情報共有、経営層への建設的な意見上申

等を行うべく、部長会を設置しております。部長会は、原則、月１回、開催しております。なお、構成員の

役職名および氏名は、以下のとおりです。

 
議長 ： 管理本部長　星 武徳

構成員 ： 代表取締役社長（加々美 勉）、取締役専務執行役員(古木 利彦、高宮 全)、本部長（中井 智

二、米本 丈夫、齋藤 弘佳、榎本 真也、小津 聡子、吉田 潤平）、副本部長、部長
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５．監査役会

当社は、監査役３名(うち社外監査役２名)で構成される監査役会を設置しており、原則毎月定時開催さ

れ、監査に関する重要な事項について各監査役から報告が行われ、必要な協議・決議をしております。ま

た、必要に応じて随時、臨時監査役会も開催しており、2026年５月期は定時・臨時合わせて15回開催しまし

た。監査役は、監査役会が定めた監査方針、監査計画等に従って、取締役会、経営会議、GTB、コンプライア

ンス委員会等の重要な会議に出席して意見を述べるほか、稟議書等を常時閲覧すること等により、監査の実

効性の向上を図っております。

当社は、監査機能の強化を確保するため、企業勤務経験があり豊富な知識や識見を有している、社外監査

役を２名選任しており、うち１名は、金融機関出身者として、財務および会計に関する相当程度の知見を有

しております。また会計監査人と監査役においても、随時、監査の所見や関連情報の交換を行っておりま

す。

なお、監査役会の構成員の氏名は以下のとおりです。

 
議長 ： 常勤監査役　對馬 淳平

構成員 ： 社外監査役(坊 昭範、田中 公子)
 

 
６．監査室

当社は、社長に直属する監査室(６名)を設置し、内部監査規程および年度監査計画に基づき、各部および

子会社の業務執行に対する内部監査またはモニタリングを実施しております。また、監査室は当社グループ

の内部統制の有効性の評価を実施しております。

内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携について、監査役と監査室は、随時、相互に情報交換を

行うなど緊密に連携しており、会計監査人と監査室は、内部統制の評価について、都度、情報交換や意見交

換を行っております。

 
７．コンプライアンス委員会

当社は、当社および国内子会社において、当社社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、原

則年２回開催しております。当該委員会は、研修・教育等コンプライアンス・プログラム実践に関する重要

方針の決定を行っており、必要な情報を当社取締役会に報告することとしております。また、年１回、匿名

でコンプライアンスアンケートを実施し、コンプライアンスに関する意識・行動、コンプライアンス違反リ

スクの予防体制、内部通報制度の運用など、実態を多面的、かつ、多層的に調査しております。この調査結

果から、経時的推移を把握することにより、活動の成果の検証を図っております。

なお、コンプライアンス委員会の構成員の役職名および氏名は、以下のとおりです。

 
議長 ： 代表取締役社長　加々美 勉

構成員 ： 代表取締役会長（坂田 宏）、取締役専務執行役員(古木 利彦、高宮 全)、常勤監査役(對馬 淳

平)、本部長(中井 智二、米本 丈夫、齋藤 弘佳、榎本 真也、小津 聡子、星 武徳、吉田 潤

平)、人事企画部長、経営企画部長、法務部長、社外弁護士他
 

 
８．リスク管理委員会

当社は、当社および国内子会社が被る損失または不利益を最小限に抑えるべく、当社社長を委員長とする

リスク管理委員会を設置し、原則年２回開催しております。また、リスクが顕在化した場合には、当該委員

会の下部組織として危機対策会議を立ち上げ、迅速な対応を行うこととしております。また、平常時におけ

るリスク管理として、①天候変動、②事業展開地域の地政学的及び社会制度的変革、③研究開発、④知的財

産権侵害、⑤安全性、⑥財務、⑦従業員の犯罪・不祥事、⑧災害・事故等の各種リスクについて、情報収

集、分析及び評価を行い、社内規程、危機管理マニュアル、ＢＣＰ等を立案して取締役会に提案することと

しております。なお、構成員の役職名および氏名は、以下のとおりです。

 
議長 ： 代表取締役社長　加々美 勉

構成員 ： 代表取締役会長（坂田 宏）、取締役専務執行役員(古木 利彦、高宮 全)、本部長(中井 智二、

米本 丈夫、齋藤 弘佳、榎本 真也、小津 聡子、星 武徳、吉田 潤平)、経営企画部長、コーポ

レートコミュニケーション部長、情報システム部長、人事企画部長、法務部長、総務部長、経理

部長
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９．サステナビリティ委員会

当社は、当社事業である種苗事業や緑花事業を通じて、社会や農園芸業に貢献し、社内外のステークホル

ダーが共に発展するサステナビリティ経営を目指すべく、当社社長を委員長とするサステナビリティ委員会

を設置し、原則年２回開催しております。当該委員会は、当社サステナビリティ基本方針の実現に向けた重

要課題への取組み等に関する審議を行い、実施内容等を当社取締役会に報告しております。なお、構成員の

役職名および氏名は、以下のとおりです。

 
議長 ： 代表取締役社長　加々美 勉

構成員 ： 取締役専務執行役員(古木 利彦、高宮 全)、本部長(中井 智二、米本 丈夫、齋藤 弘佳、榎本

真也、小津 聡子、星 武徳、吉田 潤平)
 

 
10．指名委員会および報酬委員会

当社は指名委員会および報酬委員会に相当する任意の委員会として、指名委員会および報酬委員会を設置

しております。両委員会は、ともに社内取締役２名、社外取締役３名で構成され、取締役会の諮問機関とし

て、指名委員会は役員の指名に関する事項の決定、報酬委員会は役員の報酬に関する事項の決定に関して、

客観性と透明性を確保しております。

なお、指名委員会および報酬委員会の役職名および氏名は、以下のとおりです。

 
(1) 指名委員会

議長 ： 代表取締役会長　坂田 宏

構成員 ： 代表取締役社長（加々美 勉）、社外取締役(菅原 邦彦、尾崎 行正、渡辺 雅子)
 

 
(2) 報酬委員会

議長 ： 社外取締役　菅原 邦彦

構成員 ： 代表取締役会長(坂田 宏)、代表取締役社長（加々美 勉）、社外取締役(尾崎 行正、渡辺

雅子)
 

 
ロ．当該体制を採用する理由

当社は、経営の透明性、経営責任の明確化、経営監督機能強化に資するものと判断し、現在の体制を採用し

ております。

監査役会による取締役会の監督とあわせ、独立・公正な社外取締役を設置し、内部統制システムを一層整備

していくことで、適正、かつ、透明性の高い業務執行を確保しております。

また、当社は取締役会の役割を経営監督に注力させるために執行役員制度を導入しております。
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③　企業統治に関するその他の事項

内部統制システム基本方針について

当社は、2006年５月19日の取締役会において、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備に関

し決議し、その後数度の改定を経て、2025年９月19日の取締役会において一部改定いたしました。改定後の基本

方針は以下のとおりであります。

 
イ．当社および子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制

１．企業理念

当社グループは、社是である「品質」「誠実」「奉仕」の精神に基づき、企業倫理を遵守しながら農業並

びに園芸業およびその関連事業の発展に貢献することを企業理念としている。当社グループの主要なステー

クホルダーは、農業並びに園芸業およびその関連事業に関わる皆様、株主の皆様および社員である。

 
２．コンプライアンス体制の整備・徹底

当社は、「コンプライアンスマニュアル」をはじめとするコンプライアンス関連諸規程を制定し、当社グ

ループのすべての役員、使用人が法令および企業倫理を遵守することを定める。

また、社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、当社グループにおける研修・教育等コ

ンプライアンス・プログラム実践に関する重要方針の決定を行う。「コンプライアンス委員会」は、必要な

情報を取締役会に報告する。当社は、当社グループにおける法令および企業倫理に関する事項について、当

社および国内子会社の使用人が相談・通報する機関として「コンプライアンス相談窓口」を社内および社外

に設置するとともに、海外子会社においてはその規模等に応じた適切な内部通報制度を整備する。当社グ

ループは、相談内容を守秘し、相談者に対して公益通報者保護法その他の法令および社内規程等に反した不

利益な取扱いを行わない。

 
３．反社会的勢力の排除

当社グループは社会の秩序や健全な企業活動を脅かす勢力および団体に対しては、毅然とした態度で臨

み、一切関係を持たない。

反社会的勢力に対しては「金を出さない」「利用しない」「恐れない」の３原則に従って対応する。

また、関係行政機関等からの情報収集に努め、これらの問題が発生した場合は関係行政機関や法律の専門

家と緊急に連絡を取り速やかに対処できる体制を構築する。

 
４．財務報告の信頼性を確保するための体制の整備

当社は、財務報告の信頼性を確保するため、「内部統制実施規程」を制定して財務報告に係る内部統制の

基本方針を策定し、これに基づき内部統制の整備・運用を推進するために「内部統制実施要領」等関連諸規

程を整備するとともに、財務報告に係る内部統制の有効性に関し、内部統制評価責任者による評価を実施

し、経営者(代表取締役)の責任のもと、金融商品取引法に定められた「内部統制報告書」を作成する。財務

報告に係る内部統制に改善すべき点がある場合は、内部統制評価責任者が改善策を経営者に提案し、対処す

る。

 
ロ．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務の遂行に関わる文書(電磁的記録を含む。)については、関連資料とともに、「文書管理規程」

に定めるとおり、担当部署において保管・管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

また、情報の管理については「情報セキュリティ基本方針」、「個人情報管理規程」、「営業秘密管理規

程」等により対応する。

 
ハ．当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、当社グループが被る損失又は不利益を最小限とするために「リスク管理委員会運営規程」、「グ

ループリスク管理規程」により、天候変動、事業展開地域の地政学的および社会制度的変革、研究開発、知的

財産権侵害、安全性、財務、従業員の犯罪・不祥事、災害・事故等の各種リスクについて、管理体制を確立す

る。

当社は、当社グループにリスクが顕在化した場合には、社内マニュアル等に従い、所管部門および関係部門

が一体となって迅速な対応を行う。
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ニ．当社および子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１．取締役会

当社は、社内規程に従い、取締役会を適切に運営する。

取締役会は、原則として月例開催され、法令、定款、規程等に定める当社グループにおける経営上の重要

事項について、審議、決議を行う。また、取締役会は、取締役および執行役員への委嘱業務および各組織の

業務分掌を定める。
 

２．経営会議

経営会議は、原則として月１回開催され、取締役会での審議、決議を迅速かつ円滑に行うため、取締役会

の事前審議機関として、当社グループの経営に係る事項の審議を行う。社内規程に従い、代表取締役会長、

代表取締役社長、取締役、常務執行役員で構成される。
 

３．執行役員制の導入

当社は、取締役の役割を経営監督に注力させ、かつ、柔軟かつ機動的に事業執行を行うべく、執行役員制

を導入する。
 

４．稟議決裁制度

当社は、取締役および執行役員の日常業務を効率的に行うため、社内規程に基づく、稟議決裁制度を設定

する。

なお、業務遂行については、業務別・責任者別の権限について詳細を定め、効率的な運営を図る。
 

５．子会社における体制の構築

当社は、当社グループにおける職務分掌、指揮命令系統、権限および意思決定その他の組織に関する基準

を定め、子会社にこれに準拠した体制を構築させる。
 

６．当社グループにおける業務方針の徹底

当社は、原則年３回当社役員、各本部長と主要子会社社長との会議（Global Top Management Board

(GTB)）を開催し、当社グループのグローバルな業務運営上の重要な課題、方針、戦略等を協議する。

また、研究開発、生産・物流、情報システム、品質管理、営業等について、グローバルな観点からの業務

の適正化、効率化を図るため、当社の当該事業担当本部を事務局とする国内外横断的な組織を必要に応じ組

成する。
 

ホ．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

１．子会社の管理・監督

業務の執行が適正に行われるよう管理する部署は、経営企画部とする。また、当社は、各子会社に対し、

取締役あるいは執行役員の中から当該子会社の管掌役員を定め、その管掌役員は当該子会社の経営全般に関

して経営指導と監督を行う。

経営企画部と管掌役員は社内規程に則り、また子会社取締役会等を通じて、業務協力、情報交換、人事交

流等の連携体制を推進し子会社に対して適正な管理・監督を行い、これにより強固な企業集団全体の内部統

制体制構築を行う。
 

２．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、月１回、子会社の営業成績、財務状況、人事、その他の重要な情報について、当社への報告を義

務付ける。

また、当社は、年１回、子会社通期業績見通しおよび次年度経営計画の提出を求め、当社取締役会にて審

議を行う。
 

へ．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人、当該使用人の取

締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社は、監査役からの求めに応じ、「監査役室」を設置して監査役の職務を補助すべき使用人を必要に応じ

て任命する。

また、当該使用人の人数および地位等、並びに、その使用人に対する指揮命令、報酬および人事異動に関し

て、取締役はあらかじめ監査役会と協議する。
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ト．当社および子会社の取締役および使用人等が監査役に報告をするための体制および当該報告をした者が当該

報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社グループの取締役および使用人は、当社グループに著しい損害や重大な影響を及ぼすおそれのある事実

および取締役の不正行為、法令・定款違反行為を発見したときは、当社の監査役に報告する。

当社は、当該報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行わない。

当社グループの取締役および使用人は、監査役の円滑で効果的な職務遂行のため、当社の監査役から経営上

の重要事項ならびに業務の執行状況等について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。
 

チ．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生

ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、当社の監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、予算を設ける。

また、当社は当社の監査役がその職務の執行について当社に対して会社法第388条に基づく費用の前払い等の

請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必

要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じるものとする。
 

リ．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社の代表取締役と監査役は、定期的な会合を開催し、相互の意思疎通を図るよう努める。当社の監査役

は、業務上必要と認めるときは、内部監査部門の責任者および子会社の監査役その他これに相当する者より、

監査の実施状況および業務遂行の状況について報告を受け、情報交換を行うこと等により監査の実効性の向上

を図るとともに、監査業務のために独自に弁護士、公認会計士その他の外部の専門家を任用することができ

る。

また、当社の監査役は、経営会議、ＧＴＢ、コンプライアンス委員会その他の重要な会議に出席することが

できるほか、稟議書や決算書類等を常時閲覧することができる。
 

④　リスク管理体制の整備状況

当社は、当社および国内子会社が被る損失又は不利益を最小限とするために危機管理マニュアルおよびＢＣＰ

(事業継続計画)を整備し、リスク管理委員会を中心とするリスク管理体制を確立しております。

平常時におけるリスク管理としてリスク管理委員会は、当社グループの業務執行に関してa.天候変動、b.事業

展開地域の地政学的および社会制度的変革、c.研究開発、d.知的財産権侵害、e.安全性、f.財務、g.従業員の犯

罪・不祥事、ｈ.災害・事故等の各種リスクについて、情報収集、分析および評価を行い、社内規程、危機管理マ

ニュアル、ＢＣＰ等を立案して当社取締役会に提案することとしております。また、リスク発生の防止を推進す

べく、社員安否確認システムの訓練等、教育・啓発活動を実施しております。

リスク管理委員会は、教育・啓発活動の実施により、リスク発生の防止を推進することとしており、各種リス

クへの適切な対応を行っております。なお、リスクが顕在化した場合には、危機管理マニュアルに従い、危機対

策会議を立ち上げ、迅速な対応を行うこととしております。
 

⑤　責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役および監査役全員との間で会社法第423条第１項に定める責任を限定する契約を締結してお

り、当該契約に基づく賠償の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額であります。
 

⑥　役員等を被保険者として締結している役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、保険会社との間で、当社および子会社の取締役、監査役、執行役員を被保険者として、会社法第430条

の３第１項に規定する役員等賠償責任保険を締結しており、保険料は全て当社および子会社が負担しておりま

す。

当該保険の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に起因して、保険期間中に株主や投資家、従業員また

はその他第三者から損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が損害賠償金・訴訟費用を負担すること

によって被る損害を保険会社が補填するものであり、１年毎に契約更新しております。

なお、補填する金額について限度額を設けることにより、当該役員の職務の執行の適正性が損なわれないよう

にするための措置を講じております。
 

⑦　取締役の定数

当社の取締役は11名以内とする旨を定款に定めております。
 

⑧　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらない旨を定款で定めております。
 

⑨　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要

件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の

３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

⑩　当事業年度における提出会社の取締役会ならびに任意の指名委員会および任意の報酬委員会の活動状況

イ．取締役会の活動状況

当事業年度において、定時取締役会を12回、臨時取締役会を８回開催いたしました。個々の取締役の出席状
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況については次の通りであります。なお、監査役である對馬淳平、坊昭範、田中公子の各氏は、定時取締役会

および臨時取締役会に出席しております。

氏名 開催回数 出席回数

坂田　　宏 20回 20回

加々美　勉 20回 20回

古木　利彦 20回 20回

高宮　全 20回 20回

菅原　邦彦 20回 20回

尾崎　行正 20回 20回

渡辺　雅子 20回 20回
 

取締役会における具体的な検討内容として、成長戦略・中長期経営計画、グループガバナンス、リスクマネ

ジメント、経営資源配分、人材戦略等、当社グループ全般における経営方針・戦略および重要な業務執行に関

する事項、その他法令および定款に定められた事項について審議を行っております。

また、取締役の職務の一層の適正化や効率の向上を図るため、取締役会の実効性について分析・評価を実施

しております。当事業年度においても、取締役会の自己評価による実効性評価を実施した結果、当社の取締役

会は概ね適切に運営されており、取締役会の実効性は確保されていると評価いたしました。

さらに、当社では、経営における監督責任と執行責任を明確化するため、執行役員制度を導入し、意思決定

権限の委譲を行っており、取締役会は、執行役員から法令に定められた事項および重要な業務の執行状況につ

いても報告を受け、業務執行の監督機関としての役割を果たしております。
 

ロ．任意の指名委員会および任意の報酬委員会の活動状況

任意の指名委員会は、取締役会の諮問機関として、役員の選解任に関する原案、後継者計画・育成に関する

事項等を作成し、取締役会に答申しております。委員会は、独立社外取締役が過半数を占めた構成となってお

ります。なお、2026年５月期は２回開催し、役員の選任等を協議・決議しました。個々の委員の出席状況につ

いては次の通りであります。

氏名 開催回数 出席回数

坂田　　宏 ２回 ２回

加々美　勉 ２回 ２回

菅原　邦彦 ２回 ２回

尾崎　行正 ２回 ２回

渡辺　雅子 ２回 ２回
 

任意の報酬委員会は、取締役会の諮問機関として、役員報酬等の審議を行い、取締役会に答申しておりま

す。委員会は、独立社外取締役が過半数を占め、かつ、委員長は独立社外取締役が務めております。取締役等

の経営目標の達成状況、中長期的な成果等を、取締役等の報酬額に客観的に反映させ、また、報酬方針や決定

方法等の制度設計には透明性・公平性が求められており、より一層、報酬委員会の独立性を確保できる体制を

構築しております。なお、2026年５月期は５回開催し、役員の報酬額等を協議・決議しました。個々の委員の

出席状況については次の通りであります。

氏名 開催回数 出席回数

坂田　　宏 ５回 ５回

加々美　勉 ２回 ２回

菅原　邦彦 ５回 ５回

尾崎　行正 ５回 ５回

渡辺　雅子 ５回 ５回
 

（注）１　加々美勉氏は、2025年８月26日開催の定時株主総会において就任しておりますので、就任後に開

催された報酬委員会への出席状況を記載しております。
 

⑪　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項およびその理由

イ．自己株式の取得

当社は、機動的な資本政策の遂行を目的として、会社法第165条第２項に基づき、取締役会の決議により、

市場取引等により、自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。
 

ロ．中間配当

当社は、安定的かつ機動的な配当政策の遂行を目的として、会社法第454条第５項に基づき、取締役会の決

議により、毎年11月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款で定めております。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

2026年８月21日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりであります。

男性　8名　女性　2名　(役員のうち女性の比率　20.0％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役

 会長
坂田　宏 1952年２月14日生

1981年５月 当社入社

1990年３月 Sakata Seed Europe B.V.

(現 European Sakata Holding S.A.S.)総支

配人

1995年４月 当社資材部長

1997年８月 当社社長室長

1998年８月 当社取締役

2005年８月 当社常務取締役

当社管理本部長

2007年６月 当社代表取締役社長

当社社長執行役員

2017年６月 当社代表取締役社長

2025年８月 当社代表取締役会長(現任)

(注)５ 158.1

代表取締役

 社長
加々美　勉 1962年１月17日生

1987年４月 当社入社

2002年８月 当社研究本部部長

2007年６月 当社執行役員

当社研究本部長

2008年５月 当社研究本部長 兼 遺伝資源室長

2011年８月 当社取締役 執行役員

2013年８月 当社常務取締役

当社常務執行役員

2015年８月 当社内部統制評価責任者

2016年８月 当社海外営業本部管掌

2021年６月 当社取締役常務執行役員

2025年８月 当社代表取締役社長(現任)

当社社長執行役員（現任）

(注)５ 10.1

取締役 古木　利彦 1966年２月15日生

1988年４月 当社入社

2001年12月 Sakata Seed America,Inc.出向

2006年８月 当社掛川総合研究センター育種第１部長

2007年６月 当社掛川総合研究センター場長

2013年６月 当社執行役員

当社研究本部副本部長

2015年８月 当社取締役執行役員

2016年６月 当社研究本部長

2017年６月 当社取締役上席執行役員

2018年６月 当社内部統制評価責任者

2021年６月 当社取締役常務執行役員

当社研究本部管掌

2021年８月 当社管理本部管掌

2023年８月 当社サプライチェーン本部管掌

2025年８月 当社取締役専務執行役員 グループガバナン

ス担当（現任)

(注)５ 7.1

取締役 高宮　全 1964年２月26日生

1986年４月 当社入社

1998年１月 Sakata Seed America,Inc.出向

2012年４月 当社総務部長

2015年６月 当社執行役員

2017年１月 当社人事企画部長

2018年11月 当社管理本部副本部長兼人事企画部長

2021年６月 当社上席執行役員兼管理本部長兼人事企画部

長

2022年６月 当社上席執行役員兼管理本部長

2023年８月 当社取締役常務執行役員

当社管理本部管掌

2025年８月 当社取締役専務執行役員 ＩＲ、コンプライ

アンス担当（現任)

(注)５ 3.4

取締役 菅原　邦彦 1952年３月８日生

1979年３月 公認会計士登録

1997年６月 監査法人トーマツ(現 有限責任監査法人トー

マツ)代表社員

2013年８月 公認会計士菅原邦彦事務所代表(現任)

2013年８月 当社取締役(現任)

2023年５月 株式会社髙島屋社外監査役

2026年５月 株式会社髙島屋社外取締役（監査等委員）

(現任)

(注)５ 10.0

 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)
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取締役 尾崎　行正 1959年９月２日生

1989年４月 弁護士登録

尾崎法律事務所入所(現任)

2015年３月 オエノンホールディングス株式会社社外取締

役(現任)

2017年４月 第一東京弁護士会副会長

日本弁護士連合会常務理事

2019年８月 当社取締役(現任)

(注)５ ―

取締役 渡辺　雅子 1962年１月29日生

1984年４月 株式会社富士銀行(現 みずほ銀行)入行

1990年10月 監査法人トーマツ（現　有限責任監査法人

トーマツ）入所

1994年８月 公認会計士登録

2007年７月 監査法人トーマツ(現 有限責任監査法人トー

マツ)パートナー

2020年８月 渡辺雅子公認会計士事務所代表(現任)

2021年６月 第一三共株式会社社外監査役(現任)

2021年８月 当社取締役(現任)

(注)５ ―

常勤監査役 對馬　淳平 1959年８月14日生

1982年４月 株式会社三井銀行(現 株式会社三井住友銀

行)入行

2004年10月 同行監査部上席考査役

2014年９月 当社入社監査室長

2020年８月 当社常勤監査役(現任)

(注)６ 2.3

監査役 坊　昭範 1953年12月９日生

1977年４月 株式会社第一勧業銀行(現 株式会社みずほ銀

行)入行

2006年３月 株式会社みずほ銀行執行役員銀座支店長

2007年４月 みずほ信託銀行株式会社常務執行役員

2007年６月 同行常務取締役兼常務執行役員

2010年４月 安藤建設株式会社(現 株式会社安藤・間)専

務執行役員

2012年４月 同社取締役執行役員副社長

2013年４月 株式会社アルバック専務執行役員

2015年７月 同社取締役執行役員副社長

2018年７月 同社取締役

2019年８月 当社監査役(現任)

(注)６ 1.1

監査役 田中　公子 1957年７月６日生

1981年５月 日本航空株式会社入社

2011年１月 シミックホールディングス株式会社入社

2012年４月 同社社長室執行役員

2016年４月 寺田倉庫株式会社入社

2019年３月 東邦レマック株式会社社外取締役

2019年９月 株式会社匠創生顧問

2020年９月 和洋女子大学看護学部非常勤講師

2021年９月 株式会社チャーム・ケア・コーポレーション

社外取締役(現任)

2021年９月 株式会社ストレージ王社外監査役

2022年４月 日本薬科大学招聘講師

2024年４月 株式会社イムラ社外取締役(現任)

2024年８月 当社監査役(現任)

2025年４月 株式会社ストレージ王社外取締役(現任)

(注)６ ―

計 192.4
 

(注) １．取締役菅原邦彦および尾崎行正および渡辺雅子は社外取締役であります。

２．監査役坊昭範および田中公子は社外監査役であります。

３．所有株式数は百株未満を切り捨てて記載しております。

４．所有株式数には、当社役員持株会における各自の持分を含めた実質所有株式数を記載しております。なお、

2026年８月分の持株会による取得株式数は、提出日(2026年８月21日)現在確認ができていないため、2026年

７月末日現在の実質所有株式数を記載しております。

５．2025年８月26日開催の定時株主総会終結の時から２年間であります。

６．2024年８月27日開催の定時株主総会終結の時から４年間であります。

７．当社は株式会社東京証券取引所に対して、菅原邦彦、尾崎行正、渡辺雅子、坊昭範、田中公子の５氏を独立

役員とする独立役員届出書を提出しております。
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８．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株)

波田野　磬子 1975年４月21日生

2008年12月 弁護士登録

2017年９月 スターツフェスティバル株式会社常勤社外監

査役

2018年11月 株式会社ツクルバ社外監査役

2021年10月 株式会社トラストリッジ常勤社外監査役

2022年２月 波田野綜合法律事務所設立

2022年４月 神奈川県弁護士会副会長

2023年６月 株式会社Kidz Smile Holdings（現株式会社

Smile Holdings）取締役監査等委員（現任）

2024年６月 株式会社ココペリ社外監査役（現任）

2024年12月 株式会社アトラエ取締役監査等委員（現任）

―

 

９．当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の迅速化と経営効率の向上を図

るために執行役員制度を導入しております。執行役員は下記のとおりでございます。

社長執行役員

加々美　勉

 
専務執行役員

古木　利彦(グループガバナンス担当)

高宮　　全(ＩＲ、コンプライアンス担当)

 
常務執行役員

中井　智二(海外営業本部長)

米本　丈夫(サプライチェーン本部長)

齋藤　弘佳(国内営業本部長)

榎本　真也(研究本部長兼内部統制評価責任者)

小津　聡子(経営本部長兼経営企画部長)

星　　武徳(管理本部長)

吉田　潤平(グローバル花事業本部長)

 
執行役員

川村　　学(研究本部副本部長兼掛川総合研究センター場長)

平田　　理(サプライチェーン本部副本部長兼サプライチェーン本部部長)

近藤　了裕(国内営業本部副本部長兼ソリューション統括部長)

大塚　　達(国内営業本部副本部長兼種苗統括部長)

井内　　勲(海外営業本部副本部長兼海外営業業務部長)

小畠　義大(サプライチェーン本部副本部長兼調達管理部長)

真島　　禎(研究本部副本部長兼三郷試験場長)

 
②　社外役員の状況

当社の社外取締役は３名、社外監査役は２名であります。

社外取締役および社外監査役は、幅広い経験と豊富な見識等に基づき、客観的な視点から経営を監視し、経営

の透明性を高める重要な役割を担っております。また、社外監査役坊昭範氏は、金融機関における長年の経験が

あり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

当社と社外取締役菅原邦彦、尾崎行正および渡辺雅子ならびに社外監査役坊昭範および田中公子の各氏との間

には、一部当社株式の所有を除き、人的関係、資本的関係又は取引関係、その他の利害関係はありません。

なお、当社は株式会社東京証券取引所に対して、菅原邦彦、尾崎行正、渡辺雅子、坊昭範、田中公子の５氏を

独立役員とする独立役員届出書を提出しております。

（社外役員の独立性基準）

当社は、会社法および東京証券取引所が定める基準をもとに、当社独自の独立性判断基準を策定しておりま

す。以下のいずれにも該当しない者を社外役員として指名しております。

（１）当社および当社子会社並びに当社関連会社（以下、「当社等」）の業務執行取締役、執行役員また

　　　はその他の使用人（以下、「業務執行者」という）、またはその就任前10年間において当社等の業

　　　務執行者であった者

（２）当社の大株主（当社または当該取引先の直近の事業年度末における議決権保有比率が総議決権の

　　　10％以上を保有する者）またはその業務執行者である者

（３）当社等と重要な取引関係（直近の事業年度の年間売上高の２％を超える場合）がある会社またはそ

　　　の親会社もしくはその重要な子会社の業務執行者である者

（４）当社等の弁護士やコンサルタント等として、当社役員報酬以外に過去３年平均にて1,000万円以上の

　　　報酬その他財産上の利益を受け取っている者。またはそれが法人・団体等である場合、当該法人・
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　　　団体の連結売上高の２％以上を当社等からの受け取りが占める法人・団体等の業務執行者である者

（５）当社等の会計監査人または当該会計監査人の社員等である者

（６）当社等から年間1,000万円を超える寄付等を受けている者。またはそれが法人・団体等である場合、

　　　当社等から得ている財産が年間収入の２％以上を超える団体の業務執行者である者

（７）上記（２）から（６）について過去５年間においていずれかに該当していた者

（８）上記（１）から（７）のいずれかに該当する者の配偶者または二親等以内の親族

（９）前各号のほか、当社と利益相反関係が生じるおそれがあるなど、独立性を有する社外取締役または

　　　社外監査役としての職務を果たすことができない特段の事由を有している者

 
③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査および会計監査との相互連携ならびに

内部統制部門との関係

社外取締役は、監査室からの内部監査の報告、監査役からの監査報告を定期的に受け、当社グループの現状と

課題を把握し、必要に応じて取締役会において意見を表明しています。

社外監査役は、上記の報告を同様に受けているほか、効率的かつ効果的に監査役監査を行うために、会計監査

人および監査室等と情報の交換を含む緊密な協力関係を維持しております。
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(3) 【監査の状況】

①　監査役監査の状況

ａ．組織・人員

 当社は監査役会設置会社であり、監査役会は、常勤監査役１名と社外監査役２名の合計３名から構成されて

おり、うち２名は、財務および会計に関して相当程度の知見を有する者を選任しております。なお監査役会

は、監査役の職務を補助する組織として監査役室を設置し、専任のスタッフ(１名)を配置し、当該スタッフに

対して適切な調査・情報収集の権限を付与し、監査役会開催時を含め随時調査結果等について説明を受けてお

ります。
 

ｂ．監査役会の活動状況

 当社の監査役会は、原則として毎月１回定例で開催するほか、必要に応じて臨時で開催しております。

 当事業年度は定例で12回、臨時で３回、合計15回開催し、１回当たりの平均所要時間は約１時間40分でし

た。また監査役の出席率は３監査役とも100％でした。

　監査役会では、監査に関する重要事項について報告を行うほか、必要に応じて協議、決議を行っておりま

す。

当事業年度の監査役会における具体的な検討事項は主に以下の通りです。

・監査方針・監査計画の策定

・監査役報酬の決定

・会計監査人再任の決定、会計監査人の報酬に対する同意

・監査役会監査報告の作成

 監査方針・監査計画の策定においては、取締役および使用人等の職務執行状況、内部統制の各部署における

運用状況(グループ会社を含む)、KAMに関連して生産・在庫管理業務、グローバル・ガバナンス体制構築状況お

よびグローバル花事業本部の組織構築プロセス他の７項目を重要監査対象として取り上げております。

 また、監査役会では第82期より監査役会活動の実効性評価を開始し、その結果は翌年度の監査計画や活動に

反映させております。
 

ｃ．監査役の活動状況

監査役は、取締役会、経営会議に出席し、各々の議事運営、および決議内容等を監視・検証し、必要に応じ

て意見表明を行っております。なお当事業年度の取締役会開催回数は20回であり、常勤監査役と社外監査役２

名の出席率はともに100％でした。

常勤監査役、社外監査役ともに、取締役・執行役員に業務執行に関する報告を求め、業務執行状況の監視・

検証を行い、取締役の職務執行について監査を行っております。この他、主要海外関係会社との会議、コンプ

ライアンス委員会、部長会等の重要な会議に出席し、必要に応じて、業務執行に関する報告を求め、意見を表

明しております。

さらに本社の各部署、並びに必要に応じて本社以外の国内事業所、および国内子会社を往査することを通じ

て、取締役の業務執行が適正かどうかの監査を実施しております。また代表取締役と原則、四半期に一度、定

期的に会合の機会を設け意見交換を実施しているほか、内部監査部門、会計監査人と年間を通して緊密に連携

し、社外取締役との間で情報交換・認識共有を行い、監査の実効性の向上に努めております。

常勤監査役はこのほか、投融資委員会、報酬委員会、指名委員会、内部統制進捗会議にも出席し、コンプラ

イアンス社内通報相談窓口から定期的な報告を求め、必要に応じて意見を表明しております。また常勤者とし

ての特性も踏まえ、稟議書等の重要な決裁書類を閲覧する等、日常的な監査活動を行い、これらの内容は監査

役会での報告等を通じて、社外監査役２名とも適時共有しております。

前記の監査方針・監査計画、監査役会および監査役の活動状況は取締役会に報告しております。
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②　内部監査の状況

当社における内部監査体制は、社長に直属する監査室(６名)を設置し、内部監査規程及び年度監査計画に基づ

き、各部及び子会社の業務執行に対する内部監査またはモニタリングを実施しております。内部監査の実効性を

確保するための取組として、内部監査の結果については、問題点も含め、代表取締役だけでなく取締役会並びに

監査役会へ直接報告を行っています。取締役及び監査対象先を管理する本部長は、監査結果に加え各部署への改

善提案内容と各部署が策定した改善案を確認しており、適切な改善がなされる体制です。また、監査室は当社グ

ループの内部統制の実効性の評価を実施し、取締役会に報告しております。

監査役と監査室は、原則、全監査役と監査役室長が監査室の内部監査に同席する他、随時、相互に情報交換を

行うなど緊密な連携を保ち、会計監査人と監査室は、内部統制の評価について、都度、情報交換や意見交換を

行っております。

 
③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

有限責任 あずさ監査法人
 

ｂ．継続監査期間

43年間
 

ｃ．業務を執行した公認会計士

氏名 所属 継続監査年数

指定有限責任社員・業務執行社員　中谷　剛之 有限責任 あずさ監査法人 ２

指定有限責任社員・業務執行社員　山下　誠 有限責任 あずさ監査法人 ５
 

 

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士20名、その他26名で構成されております。
 

ｅ．監査法人の選定方針と理由

監査役会は当社「監査役監査基準」に基づき、監査実績、監査実施体制、過去の監査の品質および品質管理

体制、監査費用を主項目とする「会計監査人の選任および再任の基準」を策定し、会計監査人を適切に選定し

ております。

なお、監査役会は、会計監査人が会社法および公認会計士法等の法令に違反又は抵触した場合のほか、会計

監査人の職業倫理、独立性、専門性、効率性、監査に関する品質管理体制等において適正でないと判断した場

合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は、当該決

定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ、かつ改善の見

込みがないと判断した場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、会計監査人の解任後最初に招集される株主総会において、解任し

た旨およびその理由を報告いたします。

 
ｆ．監査役および監査役会による監査法人の評価

監査役会は、当社「監査役監査基準」に基づき、会計監査人の独立性および必要な専門性、監査計画の合理

性・妥当性等を確認し、かつ適正な監査を実施しているかを監視および検証するとともに、会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また会計監査人から「職務の遂行が

適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。そのうえでこれまでの監査実績も踏まえ総合的に評価、監査役会と

して会計監査人の再任に関する確認決議を行っております。
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④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 83 ― 85 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 83 ― 85 ―
 

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワーク(ＫＰＭＧ)に属する組織に対する報酬(ａ．を除く)

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― 1 ― 5

連結子会社 215 116 252 64

計 215 118 252 69
 

 
(前連結会計年度)

当社及び連結子会社の非監査業務の内容は、会計・税務関係のアドバイザリー業務にかかるものです。

(当連結会計年度)

当社及び連結子会社の非監査業務の内容は、会計・税務関係のアドバイザリー業務にかかるものです。

 
ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 
ｄ．監査報酬の決定方針

過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績および報酬額の推移並びに会計監査人の職務

遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画および報酬額の妥当性の検討を行い、監査公認会計士等と協議した

上で、総合的に勘案し決定しております。

 
ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監査

計画における監査項目別、階層別監査時間の実績および報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認

し、当事業年度の監査計画および報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等の額について会社法第

399条第１項の同意を行っております。
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(4) 【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

イ．当該方針の内容

当社は、2021年２月19日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議

しております。なお、2026年６月18日の取締役会において一部改訂いたしました。当該取締役会の決議に際し

ては、あらかじめ決議する内容について任意の報酬委員会(以下、報酬委員会)へ諮問し、答申を受けておりま

す。

また、取締役会は、当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法および

決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、報酬委員会からの答申が尊重されていること

を確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

ａ．基本報酬に関する方針

当社取締役の報酬制度は、a.グローバル企業としての成長を牽引する優秀な経営人材を確保できる報酬制

度であること、b.長期的な株主価値向上に結びつくものであること、c.継続的・安定的な企業業績の向上に

資するものであること、d.その決定プロセスが客観的で透明性の高いものであることを基本的な考え方とし

ております。

また、当社では、取締役の報酬制度およびその内容ならびに決定方法等の透明性・公平性を確保すべく、

取締役会の諮問機関として独立社外取締役を主要な構成員とする報酬委員会を設置しております。なお、報

酬委員会の委員長は、独立社外取締役が務めることとしております。取締役の報酬の種類は、金銭報酬と非

金銭報酬(株式報酬)とし、取締役の役位、職責、会社業績への貢献度を総合的に勘案し、下記の通り、報酬

額を決定しております。

・金銭報酬は、役位に応じた「基本報酬」ならびに業績目標の達成に連動する「賞与」で構成しておりま

す。金銭報酬の総額は、年額350百万円以内とします。

・非金銭報酬は、取締役ひとり一人の中長期的な業績向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めるべく、

当社株式とします。株式報酬額は、３事業年度あたり、上限230百万円とします。

・なお、上記金銭報酬の上限額および非金銭報酬の上限額は、第77回定時株主総会(2018年８月28日開催)で

承認されております。

・また、社外取締役の報酬は、その機能が業務執行から独立した経営への監督であることを考慮し、業績に

連動する賞与および株式報酬は付与せず、基本報酬のみとします。

当社監査役の金銭報酬については、年額80百万円以内の範囲内において、監査役の協議によって決定して

おります。なお、上記金銭報酬の上限額は、第77回定時株主総会(2018年８月28日開催)において承認されて

おります。

ｂ．業績連動報酬等に関する方針

業績連動報酬である「賞与」は、対象期間の連結売上高、連結営業利益、親会社株主に帰属する当期純利

益の各目標値に対する達成度を総合的に勘案し、所定の算定式で算出された業績評価ポイントに応じ支給額

を決定します。

ｃ．非金銭報酬等に関する方針

非金銭報酬として、当社株式を支給します。「株式給付信託(BBT(＝Board Benefit Trust))」制度を設

け、当社「株式給付規程」に定める方法に基づき決定します。(「第４　提出会社の状況　１株式等の状況　

(8) 役員・従業員株式所有制度の内容」参照)。

ｄ．報酬等の割合に関する方針

報酬委員会の答申に基づき、継続的・安定的な企業業績の向上に向けた適切かつ健全なインセンティブと

して機能するよう、各報酬の割合を取締役会にて適切に決定します。

ｅ．報酬等の付与時期や条件に関する方針

金銭報酬は当社「取締役報酬規程」、非金銭報酬は当社「株式給付規程」に基づき、基本報酬は毎月、賞

与は期末決算日後の一定時期に支給します。非金銭報酬は、原則として、取締役の退任時に当社株式等を給

付します。
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ｆ．報酬等の決定の委任に関する事項

取締役の個人別の報酬等の内容は、取締役会が決定しておりますが、代表取締役会長坂田宏氏および代表

取締役社長加々美勉氏が取締役会から委任を受け決定することもでき、その場合、両氏は、報酬委員会の答

申の結果を踏まえ決定することとしています。

ｇ．上記のほか報酬等の決定に関する事項

報酬委員会にて、取締役の報酬水準、報酬額等につき審議され、その結果は取締役会へ答申されます。取

締役会は同委員会の答申を踏まえ、取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとしています。

 
ロ．当該事業年度における当該業績連動報酬に係る指標の目標および実績

当該事業年度における業績連動報酬については、対象期間の連結売上高、連結営業利益、親会社株主に帰属

する当期純利益の各目標値に対する達成度を総合的に勘案し、所定の算定式で算出された業績評価ポイントに

応じ支給額を決定しております。2026年５月期における達成ポイントは、106ポイントでした。

2026年５月期における目標値

・連結売上高　：95,500百万円

・連結営業利益：11,000百万円

・親会社株主に帰属する当期純利益：9,000百万円

なお、2027年５月期における目標値は、次のとおりであります。

2027年５月期における目標値(業績予想より)

・連結売上高　：110,000百万円

・連結営業利益：13,500百万円

・親会社株主に帰属する当期純利益：10,000百万円

 
ハ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者の氏名又は名称、その権限の

内容および裁量の範囲

当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者は、取締役会となりま

す。取締役会は、報酬委員会(委員長：菅原邦彦氏、委員：尾崎行正氏、渡辺雅子氏、坂田宏氏、加々美勉氏)

に対し、報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に関する審議を委嘱し、取締役会の委任を受けた代

表取締役会長坂田宏氏および代表取締役社長加々美勉氏は、当該委員会の答申の範囲内にて決定しておりま

す。

 
ニ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定に関与する委員会の手続の概要

報酬委員会は、委員長を社外取締役が務めており、取締役会の諮問機関として役員報酬制度および水準なら

びに報酬額等につき審議を行い、取締役会に対して、その意見を答申しております。

 
ホ．役員の報酬等の額の決定過程における、取締役会および委員会等の活動内容

報酬委員会は当事業年度に計５回開催いたしました。主な議案は、以下のとおりとなります。報酬委員会で

の審議内容は取締役会に答申され、取締役会にて同委員会の答申を尊重し、役員報酬額を決定しております。

・業績連動報酬に係る前事業年度の評価および当事業年度の目標設定

・当事業年度の取締役の報酬額

 

EDINET提出書類

株式会社　サカタのタネ(E00006)

有価証券報告書

 61/138



 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬 賞与 株式報酬

取締役
(社外取締役を除く。)

231 136 72 22 6

監査役
(社外監査役を除く。)

21 21 ― ― 1

社外役員 51 51 ― ― 5
 

(注) １．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．上記報酬等の額には、2018年８月28日開催の第77回定時株主総会において株式報酬枠として決議された「株

式給付信託(BBT(=Board Benefit Trust))」に係る役員株式給付引当金繰入額が含まれております。

３．当社は、2018年８月28日開催の第77回定時株主総会において、同総会終結の時をもって取締役および監査役

の役員退職慰労金制度を廃止し、同株主総会終結後、引き続き在任する取締役および監査役に対しては、役

員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を各氏の退任時に支給することを決議して

おります。

 
③　連結報酬等の総額が１億円以上である者の連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 
④　使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

重要なものはありません。
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(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、専ら

株式の価値の変動または株式に係る配当によって利益を受けることを目的とするか否かを基準としております。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法ならびに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容

政策保有に関する方針

当社は、取引関係の維持・強化などを通じた持続的な企業価値向上と安定した企業運営の実現を目指して、

政策保有株式を保有しております。

当社は、社内規程を整備し、毎年、取締役会にて次の各号に掲げる事項について、個別銘柄ごとに保有意義

と保有コストも踏まえた経済合理性を検証の上、適切でないものは縮減を図ります。

(1) 資本・業務提携、取引の維持・強化等事業活動上の必要性

(2) 発行会社の業績や株価動向、配当などによる収益性とリスク

(3) 発行会社の成長性、将来性、現時点あるいは将来の採算性

また、保有株式の議決権は、投資先企業の株式価値の維持・向上の観点から、適切に行使しております。特

に、M&A等の重要な案件及び、株式価値毀損が大きいと判断される企業やコーポレートガバナンス上の重大な懸

念事項が生じている企業の議案に対しては個別に精査を行い、投資先企業の事業戦略・財務戦略・株主還元方

針等のほか非財務面や対話の内容を踏まえた上で賛否を判断しております。

なお、当事業年度においては、上記方法に基づく検証結果などを踏まえ、政策保有株式１銘柄を615百万円で

売却いたしました。

 

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 9 813

非上場株式以外の株式 15 18,541
 

 

(当事業年度において株式数が増加した銘柄)

 

 
銘柄数
(銘柄)

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(百万円)

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －
 

 

(当事業年度において株式数が減少した銘柄)

 

 
銘柄数
(銘柄)

株式数の減少に係る売却
価額の合計額(百万円)

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 1 615
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ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 

特定投資株式

 

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

キッコーマン株式会社
3,245,000 3,245,000 相互の取組みによる将来的な企業価値の向

上を目的として保有しております。
有

4,520 4,291

マックス株式会社(注)
２

2,148,000 537,000 資材等の調達先として、安定的な営業関係
取引・協力関係の維持強化のために保有し
ております。

有
3,563 2,534

横浜冷凍株式会社
1,022,000 1,022,000 相互の取組みによる将来的な企業価値の向

上を目的として保有しております。
有

2,657 894

丸全昭和運輸株式会社
226,400 226,400 物流関連サービスの提供を受けており、安

定的な営業関係取引・協力関係の維持強化
のために保有しております。

有
1,736 1,437

アマノ株式会社
335,000 335,000 システム関連サービスの提供を受けてお

り、安定的な営業関係取引・協力関係の維
持強化のために保有しております。

有
1,197 1,428

株式会社横浜フィナン
シャルグループ(注)３

606,000 606,000
各種金融サービスをはじめ、多様なサービ
スの提供を受けており、安定的な金融関係
取引・協力関係の維持強化のために保有し
ております。

有
983 561

三菱鉛筆株式会社
374,400 374,400 相互の取組みによる将来的な企業価値の向

上を目的として保有しております。
有

982 790

株式会社三井住友フィ
ナンシャルグループ

153,300 153,300
各種金融サービスをはじめ、多様なサービ
スの提供を受けており、安定的な金融関係
取引・協力関係の維持強化のために保有し
ております。

有
892 567

理研ビタミン株式会社
148,600 148,600 相互の取組みによる将来的な企業価値の向

上を目的として保有しております。
有

416 377

株式会社オカムラ
175,000 175,000 備品等の調達先として、安定的な営業関係

取引・協力関係の維持強化のために保有し
ております。

有
404 384

相鉄ホールディングス
株式会社

147,200 147,200
本社建物設備の維持管理サービスの提供を
受けており、安定的な営業関係取引・協力
関係の維持強化のために保有しておりま
す。

有
359 316

株式会社ソディック
158,600 158,600 相互の取組みによる将来的な企業価値の向

上を目的として保有しております。
有

303 143

株式会社みずほフィナ
ンシャルグループ

35,500 35,500
各種金融サービスをはじめ、多様なサービ
スの提供を受けており、安定的な金融関係
取引・協力関係の維持強化のために保有し
ております。

有
255 142

株式会社白洋舎
42,500 42,500 顧客紹介などを受けており、安定的な営業

関係取引・協力関係の維持強化のために保
有しております。

有
152 129

株式会社三菱UFJフィ
ナンシャル・グループ

38,900 38,900
各種金融サービスをはじめ、多様なサービ
スの提供を受けており、安定的な金融関係
取引・協力関係の維持強化のために保有し
ております。

有
116 78
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

フジ日本株式会社

－ 563,000
相互の取組みによる将来的な企業価値の向
上を目的として保有しておりましたが、互
いの協議により、政策保有株式を解除する
こととなりました。2026年５月期に保有株
式全株を売却しております。

無

－ 599
 

(注) １　定量的な保有効果については、記載が困難なため、記載しておりません。

保有の合理性を検証した方法については②ａに記載したとおりであり、2025年９月の取締役会にて検証を

行っております。

(注) ２　マックス株式会社は、2026年４月１日付で普通株式１株を４株の割合で株式分割しております。

(注) ３　株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループは、2025年10月１日付で株式会社横浜フィナンシャルグ

ループに商号変更しております。

(注) ４　特定投資株式の貸借対照表計上額が資本金額の100分の１を超えるものが60銘柄に満たないため、保有する

特定投資株式の全上場銘柄について記載しております。

 
みなし保有株式

該当事項はありません。

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式

 

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計
上額の合計額
(百万円)

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計
上額の合計額
(百万円)

非上場株式 － － － －

非上場株式以外の株式 4 485 4 2,040
 

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額(百万円)

売却損益の
合計額(百万円)

評価損益の
合計額(百万円)

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 89 1,267 251
 

 

④ 当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

 
⑤ 当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変

更したもの

 
 
銘柄

株式数(株)
貸借対照表
計上額
 (百万円)

変更した
事業年度

変更の理由及び変更後の保有又は売却に関する方針

ブルドックソース株式
会社

230,400 398 2026年5月期

相互の取組みによる将来的な企業価値の向上を目
的として保有しておりましたが、互いの協議によ
り、政策保有株式を解除することとなりました。
変更後については、株式の価値の変動及び配当に
よって利益を受けることを目的として運用を行
い、適切なタイミングで売却を検討する方針で
す。
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５ 【従業員の状況等】

(1) 【人材戦略に関する基本方針等】

①人財戦略に関する基本方針等

 当社グループの人財戦略については、「第２　事業の状況　２.サステナビリティに関する考え方及び取組（３）

人財の多様性・人財育成に即した社内環境整備の取り組み」をご参照ください。

 
②従業員給与等の決定方針

 当社は、持続的な企業価値向上の実現に向け、人財を重要な経営資本と位置付けております。従業員の給与その

他の給付の額及び内容については、期待される役割・責任、能力、成果及び行動等を総合的に評価し、その結果を

給与及び賞与に反映することを基本方針としております。また、管理職についてはジョブ型の人事制度を導入し、

担う職務及び責任の大きさに応じた処遇を行っております。

 給与水準については、会社業績、社会・経済環境及び労働市場動向等を踏まえ、適切に決定しております。

 
(2) 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2026年５月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

国内卸売事業 154 (85)

海外卸売事業 2,260 (366)

小売事業 30 (6)

その他 93 (115)

全社(共通) 571 (321)

合計 3,108 (893)
 

(注) １．従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループの出向

者を含む)であり、臨時雇用者数(パートタイマー、嘱託社員を含む)は、年間の平均人員を(　)外数で記載

しております。

２．全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない当社の研究部門、サプラ

イチェーン部門および当社本社の管理部門に所属しているものです。

 

(2) 提出会社の状況

2026年５月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

694(314) 39.3 15.6 7,286 3.82
 

 
セグメントの名称 従業員数(人)

国内卸売事業 124 (19)

海外卸売事業 58 (6)

小売事業 30 (6)

その他 ― (―)

全社(共通) 482 (283)

合計 694 (314)
 

(注) １．従業員数は就業人員(当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む)であり、臨時雇用者

数(パートタイマー、嘱託社員を含む)は、年間の平均人員を(　)外数で記載しております。

２．全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない研究部門、サプライ

チェーン部門および当社本社の管理部門に所属しているものです。

３．平均年間給与(税込)は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

 
(3) 労働組合の状況

１．サカタのタネ労働組合は、企業内組合であり、上部団体はありません。

２．会社と労働組合は、定期的に労使協議会を開催し、正常かつ円満な労使関係を維持しております。
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(4) 管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率および労働者の男女の賃金の

額の差異

①　提出会社

 

当事業年度

補足説明

管理的地位にあ
る労働者に
占める
女性労働者
の割合(％)
(注)１

男性労働者の
育児休業
取得率(％)
(注)２

労働者の男女の
賃金の額の差異(％)(注)１

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

6.3 68.8 55.8 71.1 56.0 (注)３
 

(注) １．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」(平成27年法律第64号)の規定に基づきリーダーコース

（課長級以上）及びエキスパートコース（主任・主席・主幹）を対象として算出したものです。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」(平成３年法律第76号)の規定

に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」(平成３

年労働省令第25号)第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものです。

３．労働者の男女の賃金の額の差異について、賃金制度・体系において性別による差異はありません。正規雇用

労働者の男女間賃金差異の背景には、主に女性管理職比率が低いことが挙げられます。パート・有期労働者

の男女間賃金差異の背景には、60歳以降の再雇用者(管理職相当含む)に占める男性の割合が高く、女性の割

合が高い60歳未満の嘱託、パートタイマーと比較して、再雇用者の賃金が高いことが挙げられます。

 

②　主要な連結子会社

 

当事業年度

補足説明

名称

管理的地位に
ある労働者に
占める
女性労働者
の割合
(％)(注)１

男性労働者
の育児休業
取得率
(％)(注)２

労働者の男女の
賃金の額の差異(％)(注)１

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

株式会社 サカタ ロジス
ティックス

16.7 ― 76.6 85.1 67.9 (注)３

サカタのタネ グリーンサー
ビス株式会社

― 33.3 70.7 68.5 78.5 (注)３
 

(注) １．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」(平成27年法律第64号)の規定に基づき課長職以上を対

象として算出したものです。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」(平成３年法律第76号)の規定

に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」(平成３

年労働省令第25号)第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものです。

３．労働者の男女の賃金の額の差異について、賃金制度・体系において性別による差異はありません。正規雇用

労働者の男女間賃金差異の背景には、主に女性管理職比率が低いことが挙げられます。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 
(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2025年６月１日から2026年５月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2025年６月１日から2026年５月31日まで)の財務諸表について、有限責任 あずさ監

査法人により監査を受けております。

 
３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、会計基準への理解を深め、又、新たな会計基準に対応しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当連結会計年度
(2026年５月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 29,525 30,160

  受取手形、売掛金及び契約資産 ※１,※５  21,424 ※１,※５  25,734

  電子記録債権 ※１,※５  719 ※１,※５  1,430

  有価証券 99 49

  商品及び製品 45,297 55,545

  仕掛品 6,703 6,845

  原材料及び貯蔵品 1,102 1,291

  未成工事支出金 85 75

  その他 9,280 8,550

  貸倒引当金 △391 △456

  流動資産合計 113,848 129,228

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※３  39,060 ※３  46,412

    減価償却累計額 △23,456 △24,880

    建物及び構築物（純額） 15,604 21,532

   機械装置及び運搬具 22,362 25,506

    減価償却累計額 △15,225 △18,084

    機械装置及び運搬具（純額） 7,136 7,422

   土地 16,036 16,652

   建設仮勘定 5,984 3,980

   その他 10,451 12,585

    減価償却累計額 △6,449 △7,850

    その他（純額） 4,001 4,735

   有形固定資産合計 48,763 54,323

  無形固定資産 3,809 5,149

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※２  18,464 ※２  20,326

   長期貸付金 29 397

   退職給付に係る資産 9 893

   繰延税金資産 4,591 5,192

   その他 1,495 ※１  1,371

   貸倒引当金 △24 △102

   投資その他の資産合計 24,565 28,078

  固定資産合計 77,137 87,550

 資産合計 190,986 216,778
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当連結会計年度
(2026年５月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 6,930 7,927

  短期借入金 2,281 4,030

  未払法人税等 761 1,508

  その他 ※４  10,063 ※４  12,609

  流動負債合計 20,037 26,076

 固定負債   

  長期借入金 587 1,552

  繰延税金負債 3,687 4,925

  退職給付に係る負債 1,238 842

  役員退職慰労引当金 174 124

  役員株式給付引当金 216 204

  その他 3,276 4,070

  固定負債合計 9,180 11,719

 負債合計 29,217 37,795

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,500 13,500

  資本剰余金 10,793 10,793

  利益剰余金 126,607 133,036

  自己株式 △7,366 △8,345

  株主資本合計 143,534 148,984

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 8,748 10,815

  為替換算調整勘定 8,907 17,773

  退職給付に係る調整累計額 115 890

  その他の包括利益累計額合計 17,771 29,479

 非支配株主持分 462 519

 純資産合計 161,768 178,983

負債純資産合計 190,986 216,778
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
　至　2026年５月31日)

売上高 ※１  92,920 ※１  104,280

売上原価 ※３,※10  34,434 ※３,※10  37,946

売上総利益 58,486 66,334

販売費及び一般管理費 ※２,※３  46,228 ※２,※３  53,212

営業利益 12,257 13,122

営業外収益   

 受取利息 720 822

 受取配当金 511 558

 受取賃貸料 148 149

 為替差益 － 199

 その他 387 550

 営業外収益合計 1,768 2,280

営業外費用   

 支払利息 347 361

 固定資産除却損 81 103

 持分法による投資損失 238 62

 正味貨幣持高に関する損失 422 318

 為替差損 460 －

 その他 164 279

 営業外費用合計 1,714 1,124

経常利益 12,311 14,278

特別利益   

 投資有価証券売却益 ※５  15 ※５  1,690

 固定資産売却益 ※４  2,346 －

 受取和解金 － ※６  550

 特別利益合計 2,362 2,240

特別損失   

 投資有価証券評価損 ※７  242 －

 減損損失 ※８  461 ※８  413

 災害による損失 ※９  423 －

 特別損失合計 1,127 413

税金等調整前当期純利益 13,546 16,104

法人税、住民税及び事業税 3,758 4,434

法人税等調整額 28 △525

法人税等合計 3,787 3,909

当期純利益 9,759 12,194

非支配株主に帰属する当期純利益 47 31

親会社株主に帰属する当期純利益 9,711 12,163
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
　至　2026年５月31日)

当期純利益 9,759 12,194

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △872 2,065

 為替換算調整勘定 △2,180 8,895

 退職給付に係る調整額 △219 775

 持分法適用会社に対する持分相当額 0 －

 その他の包括利益合計 ※１,※２  △3,272 ※１,※２  11,736

包括利益 6,487 23,931

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 6,447 23,871

 非支配株主に係る包括利益 39 60
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 13,500 10,793 121,965 △7,213 139,045

当期変動額      

剰余金の配当   △3,073  △3,073

親会社株主に帰属する

当期純利益
  9,711  9,711

自己株式の消却  △0 △1,995 1,996 －

自己株式の取得    △2,154 △2,154

自己株式の処分  0  0 0

株式給付信託による自

己株式の処分
   4 4

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
    －

当期変動額合計 － △0 4,642 △153 4,488

当期末残高 13,500 10,793 126,607 △7,366 143,534
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 9,616 11,084 335 21,035 451 160,533

当期変動額       

剰余金の配当      △3,073

親会社株主に帰属する

当期純利益
     9,711

自己株式の消却      －

自己株式の取得      △2,154

自己株式の処分      0

株式給付信託による自

己株式の処分
     4

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
△867 △2,176 △219 △3,264 10 △3,253

当期変動額合計 △867 △2,176 △219 △3,264 10 1,235

当期末残高 8,748 8,907 115 17,771 462 161,768
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当連結会計年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 13,500 10,793 126,607 △7,366 143,534

当期変動額      

剰余金の配当   △3,465  △3,465

親会社株主に帰属する

当期純利益
  12,163  12,163

自己株式の消却  △35 △2,268 2,304 －

自己株式の取得    △3,398 △3,398

自己株式の処分  35  77 112

株式給付信託による自

己株式の処分
   38 38

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
    －

当期変動額合計 － － 6,428 △978 5,449

当期末残高 13,500 10,793 133,036 △8,345 148,984
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 8,748 8,907 115 17,771 462 161,768

当期変動額       

剰余金の配当      △3,465

親会社株主に帰属する

当期純利益
     12,163

自己株式の消却      －

自己株式の取得      △3,398

自己株式の処分      112

株式給付信託による自

己株式の処分
     38

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
2,067 8,865 775 11,707 56 11,764

当期変動額合計 2,067 8,865 775 11,707 56 17,214

当期末残高 10,815 17,773 890 29,479 519 178,983
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
　至　2026年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 13,546 16,104

 減価償却費 4,610 5,479

 減損損失 461 413

 のれん償却額 129 170

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 705 △1,357

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 76 20

 受取利息及び受取配当金 △1,231 △1,380

 支払利息 347 361

 為替差損益（△は益） 90 △138

 正味貨幣持高に関する損失 422 318

 持分法による投資損益（△は益） 238 62

 固定資産売却損益（△は益） △2,420 △67

 固定資産除却損 81 103

 投資有価証券売却損益（△は益） △15 △1,690

 投資有価証券評価損益（△は益） 242 －

 災害による損失 423 －

 売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △1,045 △3,120

 棚卸資産の増減額（△は増加） △4,044 △6,695

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,369 602

 未払金の増減額（△は減少） 566 △420

 その他 △1,950 367

 小計 12,603 9,132

 利息及び配当金の受取額 1,225 1,381

 利息の支払額 △345 △361

 法人税等の還付額 436 1,672

 法人税等の支払額 △8,662 △2,824

 災害による損失の支払額 △157 －

 和解金の受取額 － 175

 営業活動によるキャッシュ・フロー 5,100 9,174

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △1,242 △3,729

 定期預金の払戻による収入 10,171 4,130

 有形固定資産の取得による支出 △7,000 △6,828

 有形固定資産の売却による収入 2,964 159

 無形固定資産の取得による支出 △706 △499

 投資有価証券の取得による支出 △292 △1

 投資有価証券の売却による収入 23 2,809

 有価証券の償還による収入 － 100

 長期貸付けによる支出 △20 △382

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ ※２  △640

 事業譲受による支出 － ※３  △636

 その他 169 23

 投資活動によるキャッシュ・フロー 4,066 △5,495
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
　至　2026年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △227 1,514

 リース債務の返済による支出 △764 △876

 長期借入れによる収入 － 1,110

 長期借入金の返済による支出 △431 △179

 自己株式の取得による支出 △2,154 △3,285

 配当金の支払額 △3,069 △3,463

 その他 △23 △3

 財務活動によるキャッシュ・フロー △6,669 △5,183

現金及び現金同等物に係る換算差額 △315 1,577

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,181 72

現金及び現金同等物の期首残高 20,264 22,445

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  22,445 ※１  22,518
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社数　　　37社

連結子会社名

連結子会社名は、「第１　企業の概況　４．関係会社の状況」に記載のとおりです。

　当連結会計年度より、Agritu Sementes Ltda.の株式を新たに取得したため、連結の範囲に含めております。
 

(2) 非連結子会社の会社名等

該当事項はありません。

 
２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　　2社

関連会社名

NewBreed Ltd.、Tikal Holding,LLC

　当連結会計年度より、Tikal Holding,LLCを新規設立したため、持分法適用会社に含めております。
 

(2) 持分法非適用の関連会社名

Genetwister Holding B.V.、Domina S.R.L.

持分法を適用しない理由

小規模であり、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等が連結財務諸表に及ぼす影響

は軽微で、かつ重要性がないため、持分法を適用しておりません。
 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社の決算日は、Sakata Seed Chile S.A.及び坂田種苗(蘇州)有限公司並びに坂田花彩園芸(嘉興)有限

公司が12月末日、Sakata Seed America,Inc.及びSakata Ornamentals Europe A/S他25社が３月末日、その他の子

会社は当社と同一です。

 連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日との差が３ヶ月を超える３社については、３月末日で仮決算を
行い、その他の子会社については、それぞれの決算日の財務諸表を使用しております。連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法を採用しております(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法に

より算定しております)。

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブ

時価法を採用しております。

③　棚卸資産

主として総平均法による原価法(連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を

採用しております。
 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、法人税法に規定する定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　　　　　　　　　　２～50年

機械装置及び運搬具　　　　　　　　２～15年

その他　　　　　　　　　　　　　　２～20年

②　無形固定資産(リース資産を除く)

主として定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。
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③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

なお、一部の在外連結子会社は、国際財務報告基準第16号「リース」(以下「IFRS第16号」という。)又は、米

国財務会計基準審議会会計基準編纂書(ASC)第842号「リース」(以下「ASC第842号」という。)を適用しておりま

す。これにより、リースの借手については、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負債として計上

しており、資産計上された使用権資産の減価償却方法は定額法によっております。

 
(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　役員退職慰労引当金

主として子会社役員の退職慰労金の支給に備えるため、退職慰労金支給に関する内規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しております。

③　役員株式給付引当金

取締役等への当社株式の交付に備えるため、役員株式給付規程に基づき、当連結会計年度末における株式給付

債務の見込額を計上しております。

 
(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主として10年)による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主として

10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 
(5) 重要な収益及び費用の計上基準

・収益の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりです。

①　通常の商品及び製品の販売

顧客との販売契約に基づく野菜種子、花種子、苗木、資材等の商品及び製品の販売について、国内販売におい

ては顧客に商品及び製品を引き渡した時点(出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転される時までの期間

が通常の期間である場合には出荷時点)、輸出販売においては主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づ

き支配が顧客に移転した時に収益を認識しております。また、以下の販売契約については顧客と約束した対価に

変動対価が含まれているため、変動対価を一定の方法で見積もり、収益を認識しております。

・リベート付き販売契約

小売事業における一部の取引において、一定の取引高等を達成条件としたリベートを付して物品が販売され

る場合があります。その場合の取引対価は、顧客との契約において約束された対価からリベートの額を控除し

た金額として算定しております。リベートは、当連結会計年度末時点の条件達成状況に基づく支払予定額とし

て算定し、事後的に不確実性が解消した際に収益に著しい減額が生じない可能性が高い部分に限り取引価格に

含めております。

・返品権付き販売契約

主に小売事業における一部の取引において、顧客に返品権を付与している取引があり、顧客から一定の返品

の要請が発生することが想定されます。当要請を受理した場合、当社グループは当該物品の対価を返金する義

務があるため、販売時に顧客に対する予想返金額を収益の認識額から控除しております。当該返金に係る金額

の見積りについては過去の実績等に基づく期待値法を用いております。この結果、返品に係る負債を認識し、

事後的に不確実性が解消した際に収益の著しい減額が生じない可能性が高い部分に限り取引価格に含めており

ます。

EDINET提出書類

株式会社　サカタのタネ(E00006)

有価証券報告書

 78/138



 

②　代理人取引

主に国内卸売事業における一部の資材の直送販売において、顧客に移転する財又はサービスを支配しておら

ず、これらを手配するサービスのみを提供しているため、当社グループが代理人に該当する取引を行う場合があ

ります。この場合、当社グループは他の当事者によって顧客に物品の提供が行われる様手配する義務がありま

す。

これらの取引は、顧客に商品及び製品を引き渡した時点(出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転され

る時までの期間が通常の期間である場合には出荷時点)で、他の当事者が提供する物品と交換に受け取る額から当

該他の当事者に支払う額を控除した純額によって収益を認識しております。

③　ライセンスの供与

主に国内卸売事業と海外卸売事業における一部の取引において、顧客との契約に基づき、当社の知的財産を含

む原材料を使用して商品を製造販売するライセンスを供与する履行義務を負っています。

ロイヤリティ収入は、ライセンス先の企業の売上高に応じて生じるものであり、ライセンス先の企業において

当社の知的財産を含む原材料を使用して商品を製造し、当該商品が販売された時点で収益を認識しております。

④　工事契約に係る収益

工事契約に係る収益については、主に顧客との請負契約に基づく造園工事が含まれており、一定の期間にわた

り充足される履行義務であると判断し、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を認識

しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度については、発生した原価を基礎としたインプット法によっ

ております。ただし、契約における取引開始日から履行義務を充足すると見込まれるまでの期間が短い工事契約

については、完全に履行義務を充足した時点で収益を計上しております。

全ての主要な取引において、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が、通常１年以内であるため、

当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整はおこなっておりません。

 
(6) のれんの償却に関する事項

のれんの償却については、投資効果の発現する期間を個別に見積り、当該期間にわたって均等償却を行っており

ます。

 
(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。
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(重要な会計上の見積り)

(棚卸資産の評価)

１．当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

棚卸資産 53,188百万円 63,757百万円
 

 

上記の主な内訳は以下のとおりです。

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

野菜種子に関する商品及び製品、
仕掛品、原材料及び貯蔵品等

40,769百万円 49,019百万円
 

 
２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

 棚卸資産は、主として総平均法により計上した取得原価と連結会計年度末における正味売却価額のいずれか

低い方の金額で評価を行っております。

また、連結会計年度末時点で生産後一定の年数を経過した種子については帳簿価額を切り下げる方法を採用し

ております。

 さらに、販売用野菜種子の棚卸資産につき、販売予測数量に基づいて、商品ライフサイクルを考慮した一定

の年数以内に販売が見込まれないものを識別し、帳簿価額を切り下げる方法を採用しております。

 販売予測数量の見積りにあたっては、野菜種子の需要予測に影響を受けるため高い不確実性を伴い、生産や

販売実績が計画から大きく乖離した場合などには、翌連結会計年度の連結財務諸表における棚卸資産の評価額

の見積りに影響を与える可能性があります。

 
(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日）

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

 
(1) 概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの。

 
(2) 適用予定日

2028年５月期の期首より適用予定であります。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

当該会計基準等の適用による連結財務諸表に与える影響については、評価中です。
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(表示方法の変更)

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において、「流動資産」の「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めていた「電子記録債権」

は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「受取手形、売掛金及び契約資産」に

表示していた22,144百万円は、「受取手形、売掛金及び契約資産」21,424百万円、「電子記録債権」719百万円

として組み替えております。

 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「長期貸

付けによる支出」は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方

法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に表示していた149百万円は、「長期貸付けによる支出」△20百万円、「その他」169百万円

として組み替えております。

 
(追加情報)

（株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」）

　当社は、2018年８月28日開催の第77回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（社外取締役を除く。）並

びに執行役員（以下「取締役等」という。）に対する株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit

Trust））」（以下「本制度」という。）を導入しております。

１．取引の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本

信託」という。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式

及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」という。）が本信託を通じて給付される

株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となり

ます。
 

２．信託に残存する自社の株式

　本信託に残存する当社株式を、本信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に

自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は次の通りです。

 帳簿価額（百万円） 株式数（株）

前連結会計年度末 206 53,500

当連結会計年度末 280 76,580
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(連結貸借対照表関係)

※１ 受取手形、電子記録債権、売掛金及び契約資産、投資その他の資産の「その他」のうち、顧客との契約から

生じた債権及び契約資産の金額は、連結財務諸表注記事項「(収益認識関係)３．(1) 契約資産及び契約負債の

残高等」に記載しております。

 
※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりです。

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当連結会計年度
(2026年５月31日)

投資有価証券(株式等) 117百万円 117百万円
 

 
※３ 圧縮記帳額

 特定資産の買換えにより、有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当連結会計年度
(2026年５月31日)

建物 491百万円 491百万円
 

 
※４　その他のうち、契約負債の金額は、連結財務諸表注記事項「(収益認識関係)３．(1) 契約資産及び契約負債

の残高等」に記載しております。

 
※５　連結会計年度末日満期手形

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形満期日をもって決済処理をしております。

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日のため、次の連結会計年度末日の満期手形については満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当連結会計年度
(2026年５月31日)

受取手形 133百万円 69百万円

電子記録債権 36 152 
 

 

EDINET提出書類

株式会社　サカタのタネ(E00006)

有価証券報告書

 82/138



 

(連結損益計算書関係)

※１ 顧客との契約から生じる収益

 売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧

客との契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項(収益認識関係)１．顧客との契約から生じる

収益を分解した情報」に記載しております。

 
※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

運搬費 838百万円 838百万円

広告宣伝費 1,272 1,521 
人件費 23,578 27,327 
退職給付費用 1,228 689 
役員株式給付引当金繰入額 35 31 
役員退職慰労引当金繰入額 30 21 
旅費交通費 1,711 1,894 
修繕費 1,680 1,975 
減価償却費 3,466 4,241 
業務委託費 2,673 3,159 
試験研究費 1,587 1,767 
貸倒引当金繰入額 65 84 
のれん償却額 129 170 

 

 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

 
当連結会計年度

(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

 10,625百万円   12,938百万円
 

 
※４ 固定資産売却益

固定資産売却益の内容は次の通りです。

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

土地、建物及びその他附属設備等 2,346百万円 －百万円
 

 

※５ 投資有価証券売却益

前連結会計年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

 政策保有株式（１銘柄）の売却によるものです。

 
当連結会計年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

 政策保有株式（１銘柄）、純投資目的株式（１銘柄）の売却によるものです。

 
※６ 受取和解金

当連結会計年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

 知財関係の訴訟案件において和解が成立したことに伴う受取和解金であります。

 
※７　投資有価証券評価損

前連結会計年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

 当社の保有する投資有価証券に区分される有価証券のうち、実質価額が著しく下落したものについて、減

損処理を実施したものです。
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※８　減損損失

前連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 場所 種類 減損損失(百万円)

卸売事業用資産 大阪府大阪市
器具備品（有形固定資産その他） 0

賃貸借処理リース 2

小売事業用資産 神奈川県横浜市
ソフトウェア（無形固定資産） 4

ソフトウェア仮勘定（無形固定資産） 30

全社資産 神奈川県横浜市 ソフトウェア仮勘定（無形固定資産） 422
 

 
 当社グループは管理会計上の単位を資産グループの基礎とし、独立したキャッシュ・フローを生み出す最

小単位でグルーピングしております。また賃貸資産及び遊休資産については、個別の資産ごとにグルーピン

グしております。

 卸売事業用資産及び小売事業用資産については、現時点において十分なキャッシュ・フローの獲得が見込

まれないため、また、全社資産については、ソフトウェアの開発を中止したため、それぞれ帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

 なお、回収可能価額の評価は正味売却価額と使用価値を比較し、主として正味売却価額を適用しておりま

す。正味売却価額は固定資産税評価額又は不動産鑑定評価額に基づいた時価を適用し、使用価値について

は、将来キャッシュ・フローをマイナスと見込んでいるため割引計算は行っておりません。

 
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 場所 種類 減損損失(百万円)

卸売事業用資産

北海道札幌市
宮城県仙台市
愛知県名古屋市
大阪府大阪市

建物附属設備（構築物） 16

器具備品（有形固定資産その他） 3

ソフトウェア（無形固定資産） 0

賃貸借処理リース 12

小売事業用資産 神奈川県横浜市

器具備品（有形固定資産その他） 5

ソフトウェア（無形固定資産） 18

ソフトウェア仮勘定（無形固定資産） 82

その他
ブラジル リオグラン
デ・ド・スル州

のれん（無形固定資産） 275
 

 当社グループは管理会計上の単位を資産グループの基礎とし、独立したキャッシュ・フローを生み出す最

小単位でグルーピングしております。また賃貸資産及び遊休資産については、個別の資産ごとにグルーピン

グしております。

　卸売事業用資産及び小売事業用資産については、現時点において十分なキャッシュ・フローの獲得が見込

まれないため、それぞれ帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。

　なお、回収可能価額の評価は正味売却価額と使用価値を比較し、主として正味売却価額を適用しておりま

す。正味売却価額は固定資産税評価額又は不動産鑑定評価額に基づいた時価を適用し、使用価値について

は、将来キャッシュ・フローをマイナスと見込んでいるため割引計算は行っておりません。

 その他については、当社連結子会社であるSakata Seed Sudamerica Ltda.が保有するIsla Sementes S.A.

に係るのれんについて、市場環境及び事業計画の見直しを行った結果、想定していた超過収益力が見込めな

くなったことから、当該のれんの未償却残高の全額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

 
※９　災害による損失

前連結会計年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

 当社の連結子会社であるIsla Sementes Ltda.において、2024年４月から同年５月にかけてブラジルで発

生した大規模な洪水により発生した損失額となります。

 
※10　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

前連結会計年度
(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

 
当連結会計年度

(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

 2,551百万円   904百万円
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額

   

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

その他有価証券評価差額金：     
当期発生額 △1,059百万円 4,672百万円

組替調整額 △15 △1,690 

計 △1,074 2,982 

為替換算調整勘定：     
当期発生額 △2,180 8,895 

組替調整額 － － 

計 △2,180 8,895 

退職給付に係る調整額：     
当期発生額 △746 1,377 

組替調整額 431 △246 

計 △314 1,130 
持分法適用会社に対する
持分相当額：

    

当期発生額 0 － 

組替調整額 － － 

計 0 － 

法人税等及び税効果調整前合計 △3,569 13,008 

法人税等及び税効果額 297 △1,272 

その他の包括利益合計 △3,272 11,736 
 

 

※２　その他の包括利益に係る税効果額

   

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

その他有価証券評価差額金：     

法人税等及び税効果調整前 △1,074百万円 2,982百万円

法人税等及び税効果額 202 △916 

法人税等及び税効果調整後 △872 2,065 

為替換算調整勘定：     

法人税等及び税効果調整前 △2,180 8,895 

法人税等及び税効果額 － － 

法人税等及び税効果調整後 △2,180 8,895 

退職給付に係る調整額：     

法人税等及び税効果調整前 △314 1,130 

法人税等及び税効果額 94 △355 

法人税等及び税効果調整後 △219 775 

持分法適用会社に対する
持分相当額：

    

法人税等及び税効果調整前 0 － 

法人税等及び税効果額 － － 

法人税等及び税効果調整後 0 － 

その他の包括利益合計     

法人税等及び税効果調整前 △3,569 13,008 

法人税等及び税効果額 297 △1,272 

法人税等及び税効果調整後 △3,272 11,736 
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当連結会計年度期首
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式
(注)１

47,410 － 1,000 46,410

合計 47,410 － 1,000 46,410

自己株式     

普通株式
(注)２.３.４.５

3,561 600 1,001 3,161

合計 3,561 600 1,001 3,161
 

(注) １．普通株式の発行済株式総数の減少1,000千株は、2024年７月12日に開催された取締役会の決議により、2024

年７月26日付で実施した自己株式の消却によるものであります。

２．自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取り請求による増加０千株と、自己株式の取得600千株によ

るものです。

３．自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増し請求による減少０千株と、自己株式の消却1,000千株に

よるものです。

４．当連結会計年度の期首の自己株式(普通株式)には、株式給付信託(BBT)が保有する当社株式54千株が含まれ

ております。

５．当連結会計年度の期末の自己株式(普通株式)には、株式給付信託(BBT)が保有する当社株式53千株が含まれ

ております。

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年８月27日
定時株主総会

普通株式 1,756 40 2024年５月31日 2024年８月28日

2025年１月14日
取締役会

普通株式 1,317 30 2024年11月30日 2025年２月７日
 

(注) １．2024年８月27日定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、株式給付信託(BBT)が所有する当社株式に対

する配当金２百万円が含まれています。

２．2025年１月14日取締役会決議に基づく配当金の総額には、株式給付信託(BBT)が所有する当社株式に対する

配当金１百万円が含まれています。

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年８月26日
定時株主総会

普通株式 1,948 利益剰余金 45 2025年５月31日 2025年８月27日
 

(注)　配当金の総額には、株式給付信託(BBT)が所有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれています。
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当連結会計年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当連結会計年度期首
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式
(注)１

46,410 － 1,000 45,410

合計 46,410 － 1,000 45,410

自己株式     

普通株式
(注)２.３.４.５

3,161 1,033 1,043 3,151

合計 3,161 1,033 1,043 3,151
 

(注) １．普通株式の発行済株式総数の減少1,000千株は、2025年７月14日に開催された取締役会の決議により、2025

年７月28日付で実施した自己株式の消却によるものであります。

２．自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り請求による増加０千株と、自己株式の取得1,000千株と、株

式給付信託（BBT）による当社株式の取得33千株によるものです。

３．自己株式の数の減少は、自己株式の消却1,000千株と、株式給付信託（BBT）への第三者割当による自己株式

の処分による減少33千株と、株式給付信託（BBT）から対象役員への給付による減少10千株によるもので

す。

４．当連結会計年度の期首の自己株式(普通株式)には、株式給付信託(BBT)が保有する当社株式53千株が含まれ

ております。

５．当連結会計年度の期末の自己株式(普通株式)には、株式給付信託(BBT)が保有する当社株式76千株が含まれ

ております。

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2025年８月26日
定時株主総会

普通株式 1,948 45 2025年５月31日 2025年８月27日

2026年１月13日
取締役会

普通株式 1,516 35 2025年11月30日 2026年２月９日
 

(注) １．2025年８月26日定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、株式給付信託(BBT)が所有する当社株式に対

する配当金２百万円が含まれています。

２．2026年１月13日取締役会決議に基づく配当金の総額には、株式給付信託(BBT)が所有する当社株式に対する

配当金２百万円が含まれています。

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2026年８月25日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり付議する予定です。

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年８月25日
定時株主総会

普通株式 2,116 利益剰余金 50 2026年５月31日 2026年８月26日
 

(注)　配当金の総額には、株式給付信託(BBT)が所有する当社株式に対する配当金３百万円が含まれています。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

現金及び預金勘定 29,525百万円 30,160百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △7,079 △7,642 
現金及び現金同等物 22,445 22,518 

 

 

※２　当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

 株式の取得により新たにAgritu Sementes Ltda.を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びにAgritu Sementes Ltda.株式の取得価額とAgritu Sementes Ltda.取得のための支出(純額)との関係は

次のとおりであります。

 
流動資産 443百万円

固定資産 1,012  
のれん 721  
流動負債 28  
固定負債 369  
Agritu Sementes Ltda.株式の取得価額 1,778  
Agritu Sementes Ltda.株式の取得価額に含まれる繰延対価 79  
Agritu Sementes Ltda.株式の取得価額のうち未払金 1,031  
Agritu Sementes Ltda.現金及び現金同等物 26  
差引：Agritu Sementes Ltda.取得のための支出 640  

 

 
※３　当連結会計年度に事業譲受けにより増加した資産及び負債の主な内訳

 
流動資産 222百万円

固定資産 203  
無形固定資産 210  
事業譲受けによる支出 636  
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

 当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入)を調達することがあります。余資

は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達することがありま

す。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針です。
 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海

外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、一部は同

じ外貨建ての買掛金により減殺されるほか、必要に応じてデリバティブ取引(先物為替予約取引・通貨オプ

ション取引)を利用してヘッジしております。

 投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。

 長期貸付金は、当社グループの従業員及び関連会社等に対するものであり、信用リスクに晒されておりま

す。

 長期未収入金は、取引先に対するものであり、信用リスクに晒されております。

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日です。外貨建ての営業債務

は、為替の変動リスクに晒されておりますが、一部は同じ外貨建ての売掛金により減殺されるほか、必要に

応じてデリバティブ取引(先物為替予約取引・通貨オプション取引)を利用してヘッジしております。

 借入金は、主に設備投資及び運転資金に係る資金調達を目的としたものです。このうち一部は、将来の為

替変動リスクや金利の変動リスクに晒されておりますが、必要に応じてデリバティブ取引(通貨スワップ・

金利スワップ取引)を利用してヘッジしております。

 デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物

為替予約取引、通貨オプション取引、借入金に係る支払金利の為替変動リスクや支払金利の変動リスクに対

するヘッジを目的とした通貨スワップ及び金利スワップ取引です。
 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

 当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、営業業務管理部署が主要な取引先の状況を定期的にモ

ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行っ

ております。

 余資運用目的の債券は、余資運用委員会運営規程に従い、格付の高い債券のみを対象としているため、信

用リスクは僅少です。

 デリバティブ取引については、取引相手先を、高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクは

ほとんどないと認識しております。
 

②　市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

 当社は、外貨建ての営業債権債務について、為替の変動リスクに対して、必要に応じてデリバティブ取引

(先物為替予約取引・通貨オプション取引)を利用してヘッジしております。また、借入金に係る為替変動リ

スクや支払金利の変動リスクを抑制するために、必要に応じて通貨スワップ及び金利スワップ取引を利用し

ております。

 有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、ま

た、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

 デリバティブ取引の執行・管理については、管理体制、リスク管理方法、取引部署等を定めたデリバティ

ブ取引管理規程に従い、決裁担当者の承認を得て行っております。なお、連結子会社でデリバティブ取引を

行う場合は、事前に本社担当部署に申し出て、決裁担当者の承認を得て行っております。
 

③　資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

 当社及び連結子会社では、各部署からの報告に基づき経理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。
 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ

取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではあり

ません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

 
前連結会計年度(2025年５月31日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 有価証券及び
　　投資有価証券(※２)

   

その他有価証券 17,631 17,631 －

(2) 長期貸付金(※３) 43 42 △0

資産計 17,674 17,673 △0

(1) 長期借入金(※４) 798 804 5

負債計 798 804 5

デリバティブ取引(※５) (99) (99) －
 

(※１)　「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」につい

ては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載

を省略しております。

(※２)　市場価格のない株式等は、「(1) 有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連

結貸借対照表計上額は以下のとおりです。

区分 前連結会計年度(百万円)

非上場株式 932
 

(※３)　連結貸借対照表では流動資産のその他に含まれている、１年以内に返済される長期貸付金(連結貸借対照表計

上額13百万円)も含めて表示しております。

(※４)　連結貸借対照表では短期借入金に含まれている、１年以内に返済される長期借入金(連結貸借対照表計上額  

211百万円)も含めて表示しております。

(※５)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、()で示しております。

 
当連結会計年度(2026年５月31日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 有価証券及び
　　投資有価証券(※２)

   

その他有価証券 19,442 19,442 －

(2) 長期貸付金(※３) 413   

貸倒引当金(※４) △60   

 352 414 61

(3) 長期未収入金(※５) 487 471 △16

資産計 20,282 20,328 45

(1) 長期借入金(※６) 1,744 1,985 240

負債計 1,744 1,985 240

デリバティブ取引(※７) (66) (66) －
 

(※１)　「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」につい

ては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載

を省略しております。

(※２)　市場価格のない株式等は、「(1) 有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連

結貸借対照表計上額は以下のとおりです。

区分 当連結会計年度(百万円)

非上場株式 933
 

(※３)　連結貸借対照表では流動資産のその他に含まれている、１年以内に返済される長期貸付金(連結貸借対照表計

上額16百万円)も含めて表示しております。

(※４)　長期貸付金については対応する貸倒引当金を控除しております。

(※５) 連結貸借対照表では投資その他の資産の「その他」に含まれております。

(※６)　連結貸借対照表では短期借入金に含まれている、１年以内に返済される長期借入金(連結貸借対照表計上額 

192百万円)も含めて表示しております。

(※７)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、()で示しております。

 

EDINET提出書類

株式会社　サカタのタネ(E00006)

有価証券報告書

 90/138



 

(注) １．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2025年５月31日)
 

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 29,525 － － －

受取手形 742 － － －

電子記録債権 719 － － －

売掛金 19,736 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券 100 250 50 －

長期貸付金 13 29 － －

合計 50,838 279 50 －
 

 
当連結会計年度(2026年５月31日)

 

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 30,160 － － －

受取手形 58 － － －

電子記録債権 1,430 － － －

売掛金 24,375 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券 50 200 50 －

長期貸付金 16 232 164 －

長期未収入金 － 487 － －

合計 56,091 920 214 －
 

 
(注) ２．借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2025年５月31日)
 

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 2,070 － － － － －

長期借入金 211 153 118 100 98 116

合計 2,281 153 118 100 98 116
 

 
当連結会計年度(2026年５月31日)

 

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 3,838 － － － － －

長期借入金 192 132 89 88 89 1,153

合計 4,030 132 89 88 89 1,153
 

 

EDINET提出書類

株式会社　サカタのタネ(E00006)

有価証券報告書

 91/138



 

３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度(2025年５月31日)

 

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券     

株式 17,241 － － 17,241

地方債・公債等 － 389 － 389

デリバティブ取引     

通貨関連 － 0 － 0

資産計 17,241 390 － 17,631

デリバティブ取引     

通貨関連 － 100 － 100

負債計 － 100 － 100
 

 

当連結会計年度(2026年５月31日)

 

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券     

株式 19,154 － － 19,154

地方債・公債等 － 287 － 287

デリバティブ取引     
通貨関連 － 0 － 0
長期未収入金 － 237 － 237

資産計 19,154 524 － 19,679

デリバティブ取引     

通貨関連 － 66 － 66

負債計 － 66 － 66
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(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度(2025年５月31日)

 

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 42 － 42

資産計 － 42 － 42

長期借入金 － 804 － 804

負債計 － 804 － 804
 

 

当連結会計年度(2026年５月31日)

 

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 414 － 414

長期未収入金 － 233 － 233

資産計 － 648 － 648

長期借入金 － 1,985 － 1,985

負債計 － 1,985 － 1,985
 

 

(注)　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

 上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している地方債及び公債は、市場での取引頻度

が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、レベル２の時価に分類しております。

 
デリバティブ取引

　金利スワップ、通貨スワップ、為替予約及びオプション取引の時価は、取引先金融機関から提示された価

格を時価としており、レベル２の時価に分類しております。

 
長期貸付金

 長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッ

シュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 
長期借入金

 長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 
長期未収入金

　長期未収入金の時価は、将来回収見込額と、当該債権の回収予定期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１．その他有価証券

前連結会計年度(2025年５月31日)

 

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 17,122 4,895 12,226

(2) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

(3) その他 － － －

小計 17,122 4,895 12,226

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 119 268 △149

(2) 債券    

①　国債・地方債等 149 150 △0

②　社債 240 250 △9

(3) その他 － － －

小計 508 668 △160

合計 17,631 5,564 12,066
 

なお、非上場株式については、市場価格のない株式等であることから、上記には含めておりません。

 
当連結会計年度(2026年５月31日)

 

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 19,027 3,775 15,251

(2) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

(3) その他 － － －

小計 19,027 3,775 15,251

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 127 301 △174

(2) 債券    

①　国債・地方債等 49 50 △0

②　社債 237 250 △12

(3) その他 － － －

小計 414 601 △187

合計 19,442 4,377 15,064
 

なお、非上場株式については、市場価格のない株式等であることから、上記には含めておりません。
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２．売却したその他有価証券

前連結会計年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

 

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

(1) 株式 23 15 －

(2) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

(3) その他 － － －

合計 23 15 －
 

 

当連結会計年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

 

種類 売却額(百万円)
売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

(1) 株式 2,809 1,690 －

(2) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

(3) その他 － － －

合計 2,809 1,690 －
 

 
３．減損処理を行った有価証券

 前連結会計年度において、有価証券について242百万円(その他有価証券242百万円)減損処理を行っておりま

す。

 なお、減損処理にあたっては、市場価格のある有価証券については、期末における時価が取得原価に比べ

30％以上下落した場合には全て減損処理を行っております。市場価格のない有価証券については、財政状態の

悪化等により実質価額が著しく低下した場合には、回復可能性を考慮して減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度(2025年５月31日)

 

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

為替予約取引     

買建     

日本円買米ドル売 1,565 － 0 0

日本円買ユーロ売 487 － △0 △0

通貨オプション取引     

買建　プット     

日本円買米ドル売
431
(11)

－ 11 △0

通貨スワップ取引     
 受取円・
 支払インドルピー

450 450 △99 △99

合計 2,935 450 △87 △99
 

(注)　契約額等の( )内の金額は、通貨オプション取引のオプション料を記載しております。

 
当連結会計年度(2026年５月31日)

 

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

為替予約取引     

買建     

日本円買米ドル売 1,736 － △0 △0

日本円買ユーロ売 664 － △0 △0

通貨オプション取引     

買建　プット     

日本円買米ドル売
478
(8)

－ 8 △0

通貨スワップ取引     
 受取円・
 支払インドルピー

450 450 △65 △65

合計 3,328 450 △57 △66
 

(注)　契約額等の( )内の金額は、通貨オプション取引のオプション料を記載しております。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

 当社及び連結子会社では、確定給付型の制度として、企業年金制度及び退職一時金制度を設けており、一部

の連結子会社が有する確定給付制度においては、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算し

ております。

 当社は、2023年８月より、選択型確定拠出年金制度(個々の従業員の意思による、確定拠出年金への拠出も

しくはライフプラン手当として給与加算のいずれかを選択)を採用しました。また、当該制度以外に、一部の

連結子会社では確定拠出型の制度を設けております。

 
２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整額(簡便法を適用した制度を除く。)

   

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

退職給付債務の期首残高 7,911百万円 8,205百万円

勤務費用 374 407 

利息費用 177 204 

数理計算上の差異の発生額 77 △1,138 

退職給付の支払額 △432 △560 

過去勤務費用の発生額 128 － 

その他 △32 223 

退職給付債務の期末残高 8,205 7,341 
 

 
(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表(簡便法を適用した制度を除く。)

   

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

年金資産の期首残高 7,611百万円 7,300百万円

期待運用収益 198 238 

数理計算上の差異の発生額 △539 239 

事業主からの拠出額 464 310 

退職給付の支払額 △429 △525 

その他 △4 192 

年金資産の期末残高 7,300 7,754 
 

 
(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

   

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 296百万円 323百万円

退職給付費用 54 40 

退職給付の支払額 △32 △2 

その他 5 11 

退職給付に係る負債の期末残高 323 373 
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(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係

る資産の調整表

   

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当連結会計年度
(2026年５月31日)

積立型制度の退職給付債務 8,064百万円 7,151百万円

年金資産 △7,300 △7,754 

 764 △602 

非積立型制度の退職給付債務 463 551 

連結貸借対照表に計上された負債
と資産の純額

1,228 △50 

退職給付に係る負債 1,238 842
 

退職給付に係る資産 △9 △893 

連結貸借対照表に計上された負債
と資産の純額

1,228 △50 
 

(注)　簡便法を適用した制度を含みます。

 
(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

   

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

勤務費用 374百万円 407百万円

利息費用 177 204 

期待運用収益 △198 △238 

数理計算上の差異の費用処理額 400 △256 

過去勤務費用の費用処理額 31 9 

簡便法で計算した退職給付費用 54 40 

その他 48 △33 

確定給付制度に係る退職給付費用 887 133 
 

 
(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目(法人税等及び税効果控除前)の内訳は次のとおりです。

   

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

数理計算上の差異 △217百万円 1,121百万円

過去勤務費用 △97 9 

合計 △314 1,130 
 

 
(7) 退職給付に係る調整累計額の内訳

退職給付に係る調整累計額に計上した項目(法人税等及び税効果控除前)の内訳は次のとおりです。

   

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当連結会計年度
(2026年５月31日)

未認識数理計算上の差異 265百万円 1,386百万円

未認識過去勤務費用 △97 △87 

合計 168 1,299 
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(8) 年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

   

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当連結会計年度
(2026年５月31日)

債券 28.0％ 23.7％

株式 19.1 28.2 
生保一般勘定 30.3 28.6 
現金及び預金 11.2 10.6 
オルタナティブ 4.9 0.8 
その他 6.5 8.1 
合計 100.0 100.0 

 

 
②　長期期待運用収益率の設定方法

 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 
(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

   

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当連結会計年度
(2026年５月31日)

割引率 主に1.2％ 主に2.7％

長期期待運用収益率 主に1.6％ 主に2.5％

予想昇給率 主に9.2％ 主に5.9％
 

 
３．確定拠出制度

 当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度510百万円、当連結会計年度541百万円

です。

 
(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

 
当連結会計年度
(2026年５月31日)

繰延税金資産      

未実現棚卸資産売却益 3,662百万円  4,235百万円

棚卸資産評価損 1,686  1,909 

役員退職慰労引当金 94  127 

貸倒引当金 166  51 

退職給付に係る負債 307  237 

投資有価証券評価損 795  839 

税務上の繰越欠損金(注) 582  998 

繰越外国税額控除 －  28 

固定資産減損損失 68  239 

研究開発費 1,506  1,987 

その他 1,753  2,242 

繰延税金資産小計 10,624  12,897 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額(注) △582  △998 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △834  △881 

評価性引当額小計 △1,417  △1,880 

繰延税金資産合計 9,206  11,016 

繰延税金負債      

固定資産圧縮積立金 △50  △50 

その他有価証券評価差額金 △3,363  △4,293 

在外子会社留保利益 △3,429  △4,048 

企業結合により識別された無形資産 －  △349 

退職給付に係る資産 －  △277 

その他 △1,458  △1,730 

繰延税金負債合計 △8,302  △10,749 

繰延税金資産の純額 904  266 
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(注)　税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度(2025年５月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

合計
(百万円)

税務上の繰越欠損金(※１) 13 0 0 3 16 549 582

評価性引当額 △13 0 0 △3 △16 △549 △582

繰延税金資産 － － － － － － －
 

(※１) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。

 

当連結会計年度(2026年５月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

合計
(百万円)

税務上の繰越欠損金(※２) － － 0 401 17 578 998

評価性引当額 － － △0 △401 △17 △578 △998

繰延税金資産 － － － － － － －
 

(※２) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

 
当連結会計年度
(2026年５月31日)

法定実効税率 30.6％  30.6％

(調整)      

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.4  1.1 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.1  △0.2 

住民税均等割 1.6  0.2 

評価性引当額の増減 0.1  1.3 

法人税額の特別控除額 △5.2  △7.0 

連結子会社の税率差異 △3.7  △3.1 

関係会社の留保利益 2.0  3.8 

連結消去による影響額 5.7  △1.4 

その他 △0.3  △1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.0  24.3 
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(企業結合等関係)

（取得による企業結合）

 当社グループは、2025年７月１日付でAgritu Sementes Ltda.の全株式を取得し、連結子会社といたしました。

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　Agritu Sementes Ltda.

事業の内容　　　　タマネギ種子の開発・生産・販売

（２）企業結合を行った主な理由

 ブラジルにおける野菜種子市場においては、トマトに次いでタマネギが大きな市場規模を有していま

す。当社グループのSakata Seed Sudamerica Ltda.は、同市場で高い認知度と存在感を持つAgrituブラ

ンドを取得することにより、ブラジル市場におけるプレゼンスおよび市場シェアの拡大を図ることを目
的として、本株式の取得を決定いたしました。

（３）企業結合日

2025年７月１日

（４）企業結合の法的形式

株式取得

（５）結合後企業の名称

変更ありません。

（６）今回取得した議決権比率

100％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

 当社の完全子会社であるSakata Seed Sudamerica Ltda.を通じて、現金を対価として当該株式を取得

したことによるものであります。
 

２．連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2025年７月１日から2026年３月31日まで
 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 1,699百万円  
 繰延対価 79百万円 （注）１

取得原価  1,778百万円  
 

（注）１．繰延対価として、万が一の補償に備え、79百万円を売主への支払いから留保しております。補償
事由が発生しなかった場合に、売主へ支払われます。

２．邦貨額については企業結合日時点での為替レート（１ブラジルレアル＝26.46円）で計算してお
ります。

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　　　　　28百万円
 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額　　　 　721百万円

（２）発生原因

 主に、ブラジル市場でのタマネギビジネスの強化により期待される将来の超過収益力であります。

（３）償却方法及び償却期間

 10年間にわたる均等償却
 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　　　 　流動資産　　 443百万円

固定資産　 1,012百万円

資産合計　 1,455百万円

流動負債　 　 28百万円

固定負債　　　369百万円
負債合計　   397百万円

 

７．のれん以外の無形固定資産に配分された金額及び償却期間

顧客関係　　　 937百万円　　 6.5年

商標権　　　　　59百万円　　 10年

競業避止契約　　９百万円　　 ５年

合計　　　　 1,006百万円
 

８．企業結合が当連結会計年度の開始日に完了したと仮定した場合の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及び

その算定方法

当該影響の概算額の重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 当社グループの売上高は、顧客との契約から生じる収益であり、当社グループの報告セグメントを財又は

サービスの種類別及び地域別に分解した場合の内訳は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

財又はサービスの種類別

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計国内卸売
事業

海外卸売
事業

小売事業 計

野菜種子 7,751 58,532 1,408 67,692 － 67,692

花種子 890 11,279 305 12,476 － 12,476

苗木 1,072 224 652 1,949 － 1,949

資材 2,848 1 1,992 4,842 － 4,842

その他 96 1,939 172 2,209 3,749 5,959

顧客との契約から
生じる収益

12,661 71,977 4,531 89,170 3,749 92,920

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 12,661 71,977 4,531 89,170 3,749 92,920
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、官公庁・民間向けの造園工事の

施工、人材派遣業です。

 
地域別

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計国内卸売
事業

海外卸売
事業

小売事業 計

日本 12,661 － 4,531 17,192 3,749 20,942

米国 － 14,891 － 14,891 － 14,891

北中米(米国除く) － 7,952 － 7,952 － 7,952

欧州・中近東 － 21,349 － 21,349 － 21,349

南米 － 8,046 － 8,046 － 8,046

アジア － 15,913 － 15,913 － 15,913

その他 － 3,824 － 3,824 － 3,824

顧客との契約から
生じる収益　(注)２

12,661 71,977 4,531 89,170 3,749 92,920

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 12,661 71,977 4,531 89,170 3,749 92,920
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、官公庁・民間向けの造園工事の

施工、人材派遣業です。

２．顧客との契約から生じる収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

EDINET提出書類

株式会社　サカタのタネ(E00006)

有価証券報告書

103/138



 

当連結会計年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

財又はサービスの種類別

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計国内卸売
事業

海外卸売
事業

小売事業 計

野菜種子 8,010 66,203 1,139 75,354 － 75,354

花種子 847 12,597 258 13,704 － 13,704

苗木 1,081 235 638 1,955 － 1,955

資材 3,161 1 1,782 4,945 － 4,945

その他 92 3,824 242 4,159 4,161 8,320

顧客との契約から
生じる収益

13,193 82,862 4,062 100,118 4,161 104,280

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 13,193 82,862 4,062 100,118 4,161 104,280
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、官公庁・民間向けの造園工事の

施工、人材派遣業です。

 
地域別

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計国内卸売
事業

海外卸売
事業

小売事業 計

日本 13,193 － 4,062 17,256 4,161 21,417

米国 － 17,146 － 17,146 － 17,146

北中米(米国除く) － 8,769 － 8,769 － 8,769

欧州・中近東 － 26,007 － 26,007 － 26,007

南米 － 10,442 － 10,442 － 10,442

アジア － 15,995 － 15,995 － 15,995

その他 － 4,501 － 4,501 － 4,501

顧客との契約から
生じる収益　(注)２

13,193 82,862 4,062 100,118 4,161 104,280

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 13,193 82,862 4,062 100,118 4,161 104,280
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、官公庁・民間向けの造園工事の

施工、人材派遣業です。

２．顧客との契約から生じる収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

 連結財務諸表注記事項「(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)４．会計方針に関する事項　

(5) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計

年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に

関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

前連結会計年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権   

受取手形 792 742

電子記録債権 507 719

売掛金 19,595 19,736

契約資産 883 945

契約負債 15 18

返金負債 386 427
 

 
当連結会計年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

  (単位：百万円)

 
当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権   

受取手形 742 58

電子記録債権 719 1,430

売掛金 19,736 24,375

長期未収入金 ※ － 237

契約資産 945 1,300

契約負債 18 20

返金負債 427 568
 

（※）連結貸借対照表では投資その他の資産の「その他」に含まれております。
 

契約資産は、主にライセンスの供与に基づく履行義務について、期末日時点で完了している未請求の対価

に対する当社及び連結子会社の権利に関するものです。対価に対する権利が無条件になった時点で顧客との

契約から生じた債権に振り替えられます。対価は、顧客と定められた支払条件に基づいて請求し、受領して

おります。

契約負債は、リベートが付いた商品の販売契約及び、顧客との請負契約に基づく造園工事の契約に関する

ものです。リベートについては、顧客との契約に基づき販売に関連し支払うと見込まれる額を、造園工事に

ついては、支払条件に基づき顧客から受け取った前受金を負債として計上しております。いずれも、期末日

時点において履行義務を充足していないと見込まれる残高です。当該残高は、顧客とのリベートが達成され

た時点、もしくは、工事に関する収益の認識に伴い、契約負債から取り崩されます。

返金負債は返品権が付いた商品の販売契約に関するものであり、顧客との契約に基づき、販売に関連し支

払うと見込まれる額を負債として計上しており、期末日時点において履行義務を充足していないと見込まれ

る残高です。顧客から商品又は製品が返品された時点で、返金負債から取り崩します。

前連結会計年度に認識された収益の額のうち前期首現在の契約負債及び返金負債に含まれていた額は、そ

れぞれ15百万円、386百万円です。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち当期首現在の契約負債及び返金負債に含まれていた額は、そ

れぞれ18百万円、427百万円です。

過去の期間に充足(または部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益(主に、取引

価格の変動)の額に重要性はありません。

 
(2) 残存履行義務に配分した取引価格

 当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引が無いため、実務上の便法を適

用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、知的財産のライセンス供与について

は、売上高に基づくロイヤリティのため、注記の対象には含めておりません。なお、当該ロイヤリティの残

存契約期間は１年以内です。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

 当社は、主として事業の業態を基礎としたセグメントから構成されており、卸売事業については、さらに国

内と海外に区分し、「国内卸売事業」、「海外卸売事業」及び「小売事業」の３つの報告セグメントとしてお

ります。

 各報告セグメントの事業の内容は、以下のとおりです。

 「国内卸売事業」は、野菜種子、花種子、球根、苗木及び農園芸資材等を生産もしくは仕入れ、国内の種苗

会社等へ卸販売を行っております。

 「海外卸売事業」は、本社及び海外に所在する現地法人が、野菜種子、花種子、苗木等を生産もしくは仕入

れ、海外の種苗会社等へ卸販売を行っております。

 「小売事業」は、一般園芸愛好家を対象とした商品を生産もしくは仕入れ、ホームセンター向けに販売して

いるほか、通信販売を行っております。

 
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計処理の

原則及び手続に準拠した方法です。

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額
(注)３国内卸売

事業
海外卸売
事業

小売事業 計

売上高         

外部顧客への売上高 12,661 71,977 4,531 89,170 3,749 92,920 － 92,920

セグメント間の内部
売上高又は振替高

642 2,063 － 2,705 234 2,940 △2,940 －

計 13,303 74,041 4,531 91,876 3,984 95,860 △2,940 92,920

セグメント利益
又は損失(△)

4,760 20,021 △256 24,525 105 24,631 △12,373 12,257

セグメント資産 21,445 119,072 1,418 141,936 2,147 144,084 46,902 190,986

その他の項目         

減価償却費 210 3,107 67 3,385 12 3,397 1,212 4,610

持分法適用会社
への投資額

－ － － － － － － －

有形固定資産及び
無形固定資産の
増加額

56 4,335 35 4,427 9 4,437 4,059 8,496

 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、官公庁・民間向けの造園工事の

施工、人材派遣業です。

２．調整額は、以下のとおりです。

(1) セグメント利益又は損失(△)の調整額△12,373百万円は、棚卸資産の未実現利益消去額△742百万円、各

報告セグメントに配分していない全社費用等△11,631百万円が含まれております。全社費用等は、主に

報告セグメントに帰属しない親会社の研究部門、サプライチェーン部門及び親会社本社の管理部門に係

る費用等です。

(2) セグメント資産の調整額46,902百万円は、全社資産です。全社資産は、主に本社土地建物及び投資有価

証券です。

(3) 減価償却費の調整額1,212百万円は、全社資産に係る減価償却費です。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額4,059百万円は、全社資産に係る有形固定資産及び無形

固定資産の取得額です。

３．セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額
(注)３国内卸売

事業
海外卸売
事業

小売事業 計

売上高         

外部顧客への売上高 13,193 82,862 4,062 100,118 4,161 104,280 － 104,280

セグメント間の内部
売上高又は振替高

655 2,041 － 2,696 216 2,912 △2,912 －

計 13,848 84,904 4,062 102,815 4,377 107,193 △2,912 104,280

セグメント利益
又は損失(△)

4,835 20,981 △440 25,375 184 25,560 △12,437 13,122

セグメント資産 23,402 142,960 1,398 167,761 2,318 170,080 46,697 216,778

その他の項目         

減価償却費 185 3,859 57 4,102 11 4,114 1,365 5,479

持分法適用会社
への投資額

－ － － － － － － －

有形固定資産及び
無形固定資産の
増加額

73 5,741 106 5,921 2 5,923 2,616 8,540

 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、官公庁・民間向けの造園工事の

施工、人材派遣業です。

２．調整額は、以下のとおりです。

(1) セグメント利益又は損失(△)の調整額△12,437百万円は、棚卸資産の未実現利益消去額△378百万円、各

報告セグメントに配分していない全社費用等△12,059百万円が含まれております。全社費用等は、主に

報告セグメントに帰属しない親会社の研究部門、サプライチェーン部門及び親会社本社の管理部門に係

る費用等です。

(2) セグメント資産の調整額46,697百万円は、全社資産です。全社資産は、主に本社土地建物及び投資有価

証券です。

(3) 減価償却費の調整額1,365百万円は、全社資産に係る減価償却費です。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額2,616百万円は、全社資産に係る有形固定資産及び無形

固定資産の取得額です。

３．セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

    (単位：百万円)

 種苗 資材 その他 合計

外部顧客への売上高 82,119 4,842 5,959 92,920
 

 
２．地域ごとの情報

(1) 売上高

      (単位：百万円)

日本 米国
北中米
(米国除く)

欧州・
中近東

アジア 南米 その他 合計

20,942 14,891 7,952 21,349 15,913 8,046 3,824 92,920
 

(注) １．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 
(2) 有形固定資産

      (単位：百万円)

日本 米国
北中米
(米国除く)

欧州・
中近東

アジア 南米 その他 合計

21,101 14,718 636 5,511 1,848 3,551 1,395 48,763
 

 
当連結会計年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

    (単位：百万円)

 種苗 資材 その他 合計

外部顧客への売上高 91,013 4,945 8,320 104,280
 

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

      (単位：百万円)

日本 米国
北中米
(米国除く)

欧州・
中近東

アジア 南米 その他 合計

21,417 17,146 8,769 26,007 15,995 10,442 4,501 104,280
 

(注) １．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 
(2) 有形固定資産

      (単位：百万円)

日本 米国
北中米
(米国除く)

欧州・
中近東

アジア 南米 その他 合計

22,376 15,673 1,029 7,310 1,865 4,435 1,631 54,323
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

   (単位：百万円)

 
国内卸売
事業

海外卸売
事業

小売事業 その他事業 計 全社・消去 合計

減損損失 3 － 35 － 38 422 461
 

 

当連結会計年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

   (単位：百万円)

 
国内卸売
事業

海外卸売
事業

小売事業 その他事業 計 全社・消去 合計

減損損失 33 275 105 － 413 － 413
 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

   (単位：百万円)

 
国内卸売
事業

海外卸売
事業

小売事業 その他事業 計 全社・消去 合計

当期償却額 － 78 － 50 129 － 129

当期末残高 － 592 － 21 614 － 614
 

 

当連結会計年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

   (単位：百万円)

 
国内卸売
事業

海外卸売
事業

小売事業 その他事業 計 全社・消去 合計

当期償却額 － 149 － 21 170 － 170

当期末残高 － 1,074 － － 1,074 － 1,074
 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　サカタのタネ(E00006)

有価証券報告書

110/138



 

(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

１株当たり純資産額 3,729.66円 4,223.03円

１株当たり当期純利益 222.58円 284.46円
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当連結会計年度
(2026年５月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 161,768 178,983

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 462 519

(うち非支配株主持分(百万円)) (462) (519)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 161,306 178,463

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(千株)

43,249 42,259
 

 
３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当連結会計年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 9,711 12,163

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益(百
万円)

9,711 12,163

期中平均株式数(千株) 43,632 42,758
 

 
４．株式給付信託(BBT)が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」の算定

上、期末自己株式数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。控除した当該

自己株式の期末株式数は、前連結会計年度53,500株、当連結会計年度76,580株であり、控除した当該自己株

式の期中平均株式数は、前連結会計年度54,310株、当連結会計年度73,239株です。
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(重要な後発事象)

（自己株式の取得）

　当社は、2026年７月13日開催の取締役会において、会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含みま

す。）第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る

事項について決議いたしました。

 
１．自己株式の取得を行う理由

   株主還元の充実および資本効率の向上 

 
２．自己株式の取得に関する取締役会決議内容

  （１）取得する株式の種類

        当社普通株式

  （２）取得する株式の総数

        1,000,000株（上限）

  （３）株式の取得価額の総額

         5,000百万円（上限）

  （４）取得期間

        2026年８月３日から2027年５月28日まで 

　 （５）取得方法

　　　 ①東京証券取引所における市場買付

 　　　②東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,070 3,838 1.9 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 211 192 8.5 ―

１年以内に返済予定のリース債務 689 780 － ―

長期借入金
(１年以内に返済予定のものを除く)

587 1,552 4.1 2027年～2034年

リース債務
(１年以内に返済予定のものを除く)

2,060 2,290 － 2027年～2046年

合計 5,620 8,654 ― ―
 

(注) １．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務(１年以内返済予定のものを除く)の連結決算日後５年間の返済予定額は次のとお

りです。
 

 
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 132 89 88 89

リース債務 580 557 361 334
 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定

により記載を省略しております。
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(2) 【その他】

①　当連結会計年度における半期情報等

 

 
第１四半期
連結累計期間

中間
連結会計期間

第３四半期
連結累計期間

当連結会計年度

売上高 (百万円) 23,005 47,746 72,669 104,280

税金等調整前
中間(四半期)(当期)純利益

(百万円) 5,406 9,929 12,584 16,104

親会社株主に帰属する
中間(四半期)(当期)純利益

(百万円) 3,637 6,985 8,685 12,163

１株当たり
中間(四半期)(当期)純利益

(円) 84.09 161.50 202.34 284.46
 

 
 

第１四半期
連結会計期間

第２四半期
連結会計期間

第３四半期
連結会計期間

第４四半期
連結会計期間

１株当たり四半期純利益 (円) 84.09 77.41 40.23 82.29
 

(注) １．第１四半期連結累計期間及び第３四半期連結累計期間に係る財務情報に対するレビュー　：無

２．当連結会計年度において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第２四半期及び第３四半期

の関連する数値については暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

 
②　決算日後の状況

特記事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,872 5,844

  受取手形 ※３  682 ※３  33

  電子記録債権 ※３  663 ※３  1,339

  売掛金 ※１  9,583 ※１  11,012

  契約資産 142 348

  有価証券 99 49

  商品 27,793 30,436

  貯蔵品 111 77

  前渡金 180 120

  その他 ※１  3,071 ※１  1,626

  貸倒引当金 △5 △5

  流動資産合計 49,197 50,883

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※２  5,572 ※２  6,036

   構築物 1,155 1,262

   機械及び装置 870 983

   車両運搬具 4 8

   工具、器具及び備品 369 435

   土地 12,178 12,243

   リース資産 108 81

   建設仮勘定 523 1,042

   有形固定資産合計 20,783 22,094

  無形固定資産   

   借地権 2 2

   ソフトウエア 819 339

   その他 180 116

   無形固定資産合計 1,003 459

  投資その他の資産   

   投資有価証券 18,378 20,078

   関係会社株式 13,572 13,572

   出資金 4 4

   関係会社出資金 3,212 3,978

   関係会社長期貸付金 ※２  450 ※２  450

   更生債権等 11 12

   その他 552 730

   貸倒引当金 △21 △22

   投資その他の資産合計 36,161 38,804

  固定資産合計 57,947 61,359

 資産合計 107,144 112,243
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※２  2,000 ※２  1,889

  電子記録債務 1,454 1,506

  未払金 ※２  3,121 ※２  2,831

  未払法人税等 75 732

  未払費用 33 37

  前受金 63 33

  預り金 134 141

  短期借入金 － ※１  3,000

  その他 362 427

  流動負債合計 7,246 10,598

 固定負債   

  繰延税金負債 1,359 1,895

  退職給付引当金 428 416

  役員株式給付引当金 216 204

  その他 597 524

  固定負債合計 2,602 3,041

 負債合計 9,848 13,639

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,500 13,500

  資本剰余金   

   資本準備金 10,823 10,823

   資本剰余金合計 10,823 10,823

  利益剰余金   

   利益準備金 1,010 1,010

   その他利益剰余金   

    為替変動積立金 300 300

    建設積立金 250 250

    海外市場開拓積立金 80 80

    圧縮積立金 96 96

    別途積立金 44,000 44,000

    繰越利益剰余金 25,735 25,934

   利益剰余金合計 71,472 71,671

  自己株式 △7,366 △8,345

  株主資本合計 88,428 87,648

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 8,867 10,955

  評価・換算差額等合計 8,867 10,955

 純資産合計 97,296 98,603

負債純資産合計 107,144 112,243
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② 【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

当事業年度
(自　2025年６月１日
　至　2026年５月31日)

売上高 ※１  35,968 ※１  37,210

売上原価 ※１  16,273 ※１  16,752

売上総利益 19,694 20,458

販売費及び一般管理費 ※１,※２  17,695 ※１,※２  18,277

営業利益 1,998 2,181

営業外収益   

 受取利息及び受取配当金 ※１  2,136 ※１  2,776

 受取賃貸料 ※１  172 ※１  146

 為替差益 － 472

 雑収入 ※１  78 ※１  115

 営業外収益合計 2,386 3,511

営業外費用   

 支払利息 － 9

 外国源泉税 71 60

 固定資産除却損 20 78

 為替差損 501 －

 支払補償費 － 44

 雑損失 40 3

 営業外費用合計 633 196

経常利益 3,751 5,495

特別利益   

 固定資産売却益 2,174 －

 投資有価証券売却益 15 1,690

 受取和解金 － 411

 特別利益合計 2,189 2,101

特別損失   

 投資有価証券評価損 242 137

 関係会社株式評価損 109 －

 減損損失 461 138

 事業整理損 － 96

 特別損失合計 813 373

税引前当期純利益 5,128 7,224

法人税、住民税及び事業税 1,009 1,675

法人税等調整額 10 △384

法人税等合計 1,020 1,290

当期純利益 4,108 5,933
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

為替変動

積立金
建設積立金

海外市場

開拓積立金

当期首残高 13,500 10,823 0 10,823 1,010 300 250 80

当期変動額         

剰余金の配当         

当期純利益         

自己株式の消却   △0 △0     

自己株式の取得         

自己株式の処分   0 0     

株式給付信託による

自己株式の処分
        

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 － － △0 △0 － － － －

当期末残高 13,500 10,823 － 10,823 1,010 300 250 80
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計
その他利益剰余金

利益剰余金

合計圧縮積立金 別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 96 44,000 26,695 72,432 △7,213 89,542 9,659 9,659 99,202

当期変動額          

剰余金の配当   △3,073 △3,073  △3,073   △3,073

当期純利益   4,108 4,108  4,108   4,108

自己株式の消却   △1,995 △1,995 1,996 －   －

自己株式の取得     △2,154 △2,154   △2,154

自己株式の処分     0 0   0

株式給付信託による

自己株式の処分
    4 4   4

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

      △791 △791 △791

当期変動額合計 － － △960 △960 △153 △1,114 △791 △791 △1,906

当期末残高 96 44,000 25,735 71,472 △7,366 88,428 8,867 8,867 97,296
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当事業年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

為替変動

積立金
建設積立金

海外市場

開拓積立金

当期首残高 13,500 10,823 － 10,823 1,010 300 250 80

当期変動額         

剰余金の配当         

当期純利益         

自己株式の消却   △35 △35     

自己株式の取得         

自己株式の処分   35 35     

株式給付信託による

自己株式の処分
        

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 － － － － － － － －

当期末残高 13,500 10,823 － 10,823 1,010 300 250 80
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計
その他利益剰余金

利益剰余金

合計圧縮積立金 別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 96 44,000 25,735 71,472 △7,366 88,428 8,867 8,867 97,296

当期変動額          

剰余金の配当   △3,465 △3,465  △3,465   △3,465

当期純利益   5,933 5,933  5,933   5,933

自己株式の消却   △2,268 △2,268 2,304 －   －

自己株式の取得     △3,398 △3,398   △3,398

自己株式の処分     77 112   112

株式給付信託による

自己株式の処分
    38 38   38

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

      2,087 2,087 2,087

当期変動額合計 － － 199 199 △978 △779 2,087 2,087 1,307

当期末残高 96 44,000 25,934 71,671 △8,345 87,648 10,955 10,955 98,603
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

 市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しておりま

す。

 市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

 
(2) デリバティブ

時価法を採用しております。

 
(3) 棚卸資産

　商品及び貯蔵品は総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定)を採用しております。

 
２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

 ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、法人税法に規定する定額法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物                    ２～50年

機械装置及び運搬具                ２～15年

その他                            ２～20年

 
(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

 
(3) リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しております。

 
３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 
(2) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

 過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による按分

額を費用処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する

こととしております。
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(3) 役員株式給付引当金

 取締役等への当社株式の交付に備えるため、役員株式給付規程に基づき、当事業年度末における株式給付債

務の見込額を計上しております。

 
４．重要な収益及び費用の計上基準

・収益の計上基準

 当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりです。

(1) 通常の商品及び製品の販売

顧客との販売契約に基づく野菜種子、花種子、苗木、資材等の商品及び製品の販売について、国内販売にお

いては顧客に商品及び製品を引き渡した時点(出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転される時まで

の期間が通常の期間である場合には出荷時点)、輸出販売においては主にインコタームズ等で定められた貿易

条件に基づき支配が顧客に移転した時に収益を認識しております。また、以下の販売契約については顧客と約

束した対価に変動対価が含まれているため、変動対価を一定の方法で見積り、収益を認識しております。

・リベート付き販売契約

小売事業における一部の取引において、一定の取引高等を条件としたリベートを付して物品が販売される場

合があります。その場合の取引対価は、顧客との契約において約束された対価からリベートの額を控除した金

額で算定しております。リベートは、当連結会計年度末時点の条件達成状況に基づく支払予定額として算定

し、事後的に不確実性が解消した際に収益の著しい減額が生じない可能性が高い部分に限り取引価格に含めて

おります。

・返品権付き販売契約

主に小売事業における一部の取引において、顧客に返品権を付与している取引があり、顧客から一定の返品

の要請が発生することが想定されます。当要請を受理した場合、当社は当該物品の対価を返金する義務がある

ため、販売時に顧客に対する予想返金額を収益の認識額から控除しております。当該返金に係る金額の見積り

については過去の実績等に基づく期待値法を用いております。この結果、返品に係る負債を認識し、収益は事

後的に不確実性が解消した際に著しい減額が生じない可能性が高い部分に限り取引価格に含めております。

 
(2) 代理人取引

主に国内卸売事業における一部の資材の直送販売において、顧客に移転する財又はサービスを支配しておら

ず、これらを手配するサービスのみを提供しているため、当社が代理人に該当する取引を行う場合がありま

す。この場合、当社は他の当事者によって顧客に物品の提供が行われる様手配する義務があります。

これらの取引は、顧客に商品及び製品を引き渡した時点(出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転

される時までの期間が通常の期間である場合には出荷時点)で、他の当事者が提供する物品と交換に受け取る

額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額によって収益を認識しております。

 
(3) ライセンスの供与

主に国内卸売事業と海外卸売事業における一部の取引において、顧客との契約に基づき、当社の知的財産を

含む原材料を使用して商品を製造販売するライセンスを供与する履行義務を負っています。

ロイヤリティ収入は、ライセンス先の企業の売上高に応じて生じるものであり、ライセンス先の企業におい

て当社の知的財産を含む原材料を使用して商品を製造し、当該商品が販売された時点で収益を認識しておりま

す。

全ての主要な取引において、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が、通常１年以内であるた

め、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整はおこなっておりません。

 
５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務

諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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(重要な会計上の見積り)

(棚卸資産の評価)

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額

 
前事業年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当事業年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

棚卸資産 27,905百万円 30,514百万円
 

 
上記の主な内訳は以下のとおりです。

 
前事業年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当事業年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

野菜種子に関する商品及び貯蔵品 17,892百万円 18,943百万円
 

 
２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表注記事項「(重要な会計上の見積り)棚卸資産の評価　２．識別した項目に係る重要な会計上

の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 
(表示方法の変更)

（貸借対照表関係）

前事業年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」は、重要性が増したため、

当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸

表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「受取手形」に表示していた1,346百万円は、

「受取手形」682百万円、「電子記録債権」663百万円として組み替えております。

 
(追加情報)

(株式報酬制度「株式給付信託(BBT)」)

 「株式報酬制度「株式給付信託(BBT)」」に関する注記については、連結財務諸表「注記事項(追加情報)」に同

一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 
(貸借対照表関係)

※１ 関係会社項目(区分表示したものを除く)

 
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

短期金銭債権 3,524百万円 4,738百万円

短期金銭債務 1,849 1,628 

長期金銭債権 450 450 
 

 

※２ 圧縮記帳額

 特定資産の買換えにより、有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当連結会計年度
(2026年５月31日)

建物 491百万円 491百万円
 

 
※３　期末日満期手形

 事業年度末日満期手形の会計処理については、手形満期日をもって決済処理しております。

　　 なお、当事業年度末日が金融機関の休日のため、次の事業年度末日の満期手形については満期日に決済が

行われたものとして処理しております。

 
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

受取手形 133百万円 69百万円

電子記録債権 36 152 
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(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当事業年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

営業取引の取引高     

売上高 10,223百万円 11,403百万円

仕入高 7,813 8,686 

販売費及び一般管理費 3,028 2,884 

営業取引以外の取引高 1,705 2,237 
 

 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度17％、当事業年度16％、一般管理費に属する費用のおお

よその割合は前事業年度83％、当事業年度84％です。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
前事業年度

(自　2024年６月１日
至　2025年５月31日)

当事業年度
(自　2025年６月１日
至　2026年５月31日)

人件費 6,570百万円 7,063百万円

退職給付費用 299 274 

役員株式給付引当金繰入額 35 31 

旅費交通費 500 474 

修繕費 677 747 

減価償却費 1,226 1,376 

業務委託費 1,183 1,092 

試験研究費 1,210 1,351 

貸倒引当金繰入額 15 3 
 

 

(有価証券関係)

子会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額13,462百万円、前事業年度の貸借対照表計上額13,462百万円)及び関

連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額110百万円、前事業年度の貸借対照表計上額110百万円)は、市場価格の

ない株式等であることから、時価を記載しておりません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(2025年５月31日)  
当事業年度

(2026年５月31日)

(繰延税金資産)      
投資有価証券評価損 795百万円  839百万円

関係会社株式評価損 606  572 
退職給付引当金 134  131 
未払役員退職慰労金 83  66 
役員株式給付引当金 68  64 
未払事業税 －  86 
固定資産減損損失 77  118 
商品評価損 1,580  1,778 
その他 152  239 
繰延税金資産小計 3,498  3,895 
評価性引当額 △1,441  △1,453 
繰延税金資産合計 2,056  2,441 
      
(繰延税金負債)      
固定資産圧縮積立金 △50  △50 
その他有価証券評価差額金 △3,363  △4,283 
その他 △2  △2 
繰延税金負債合計 △3,416  △4,336 
繰延税金資産(負債)の純額 △1,359  △1,895 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(2025年５月31日)  
当事業年度

(2026年５月31日)

法定実効税率 30.6％  30.6％

(調整)      
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2  0.8 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △9.9  △9.3 
住民税均等割 0.5  0.4 
評価性引当額の増減 2.1  0.2 
税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △0.8  － 
法人税額の特別控除額 △4.0  △3.9 
その他 0.2  △0.8 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.9  17.9 

 

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項(収益認識関係)」に

同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：百万円)

区分 資産の種類
期首帳簿
価額

当期増加額当期減少額当期償却額
期末帳簿
価額

減価償却
累計額

期末取得
原価

有形固定資産

建物 5,572 898
72
(16)

361 6,036 11,833 17,870

構築物 1,155 202 2 92 1,262 1,872 3,135

機械及び装置 870 467 0 353 983 5,727 6,710

車両運搬具 4 9 0 5 8 99 108

工具、器具
及び備品

369 271
12
(8)

192 435 1,789 2,225

土地 12,178 76 10 － 12,243 － 12,243

リース資産 108 26 － 54 81 168 249

建設仮勘定 523 1,702 1,184 － 1,042 － 1,042

計 20,783 3,654
1,282
(25)

1,060 22,094 21,491 43,586

無形固定資産

借地権 2 － － － 2   

ソフトウェア 819 183
18
(18)

644 339   

その他 180 187
229
(82)

21 116   

計 1,003 370
248
(100)

666 459   
 

（注）１．建物の当期増加額は、掛川研究センターにおける事務棟改築工事（409百万円）の完了に伴う建設仮勘定か

らの振替等によるものです。

２．機械及び装置の当期増加額は、石垣研究農場のハウス設置（118百万円）等によるものです。

３．建設仮勘定（有形）の当期増加額は、掛川研究センターにおける事務棟・研究棟改築工事（1,215百万円）

等によるものです。

４．建設仮勘定（有形）の当期減少額は、掛川研究センターにおける事務棟改築工事（413百万円）の完了に伴

い、本勘定へ振り替えたことなどによるものです。

５．当期減少額の（　）内の内数は、減損損失計上額であります。

 
【引当金明細表】

(単位：百万円)

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 26 8 6 28

役員株式給付引当金 216 32 44 204

退職給付引当金 428 238 249 416
 

(注) １．引当金の計上理由及び金額の算定方法につきましては、貸借対照表又は損益計算書に記載した注記事項の重

要な会計方針をご参照下さい。

２. 貸倒引当金減少のうち、１百万円は目的使用による取崩であり、その他４百万円は為替の影響によるものと

回収により戻し入れた金額であります。

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

剰余金の配当の基準日
11月30日
５月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告の方法により行います。ただし、事故やその他のやむを得ない事由により電
子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。なお、電子
公告は当社ウェブサイトに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであります。
(公告ＵＲＬ)https://corporate.sakataseed.co.jp/ir/stock/notice.html

株主に対する特典

毎年５月末日の最終の株主名簿に記載又は記録されており、100株以上保有かつ保有
継続期間１年以上の株主に、保有期間に応じ、商品カタログの中から好みの商品を一
つ選択いただき、当該商品を進呈いたします。
詳細につきましては、下記当社ウェブサイトをご確認ください。
https://corporate.sakataseed.co.jp/ir/stock/preferential.html

 

(注)　当社定款の定めにより、単元未満株主は次に掲げる権利以外の権利を有しません。

１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

４．株式取扱規則に定めるところにより、その有する単元未満株式と併せて単元株式数となる数の株式を売り

渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第84期)(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)2025年８月25日関東財務局長に提出

 
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2025年８月25日関東財務局長に提出

 
(3) 半期報告書及び確認書

(第85期中)(自　2025年６月１日　至　2025年11月30日)2026年１月14日関東財務局長に提出

 
(4) 臨時報告書

2025年８月28日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づ

くもの

 
(5) 自己株券買付状況報告書

報告期間(自　2025年10月１日　至　2025年10月31日)2025年11月10日関東財務局長に提出

報告期間(自　2025年11月１日　至　2025年11月30日)2025年12月５日関東財務局長に提出

報告期間(自　2025年12月１日　至　2025年12月31日)2026年１月14日関東財務局長に提出

 
(5) 有価証券届出書及びその添付書類

株式給付信託（BBT）への追加拠出に伴う第三者割当による自己株式の処分　2025年７月18日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2026年８月21日

株式会社サカタのタネ

取締役会　御中

 
有限責任 あずさ監査法人

 

横浜事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　谷　　剛　　之  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　下　　　　　誠  

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サカタのタネの2025年６月１日から2026年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。
 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社サカタのタネ及び連結子会社の2026年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び

連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

EDINET提出書類

株式会社　サカタのタネ(E00006)

有価証券報告書

129/138



 

一定の年数以内に販売が見込まれない野菜種子の棚卸資産の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

注記事項「(重要な会計上の見積り)棚卸資産の評価」
に記載のとおり、株式会社サカタのタネの2026年５月期
連結貸借対照表に計上されている棚卸資産63,757百万円
には、野菜種子に関する商品及び製品、仕掛品、原材料
並びに貯蔵品の棚卸資産計49,019百万円が含まれてお
り、総資産の23％を占めている。
 

棚卸資産は取得原価と連結会計年度末における正味売
却価額のいずれか低い方の金額で評価される。また、連
結会計年度末時点で生産後一定の年数を経過した種子に
ついては帳簿価額を切り下げる方法を採用している。さ
らに、販売用野菜種子は連結会計年度末時点から一定の
年数以内に販売が見込まれない棚卸資産の帳簿価額を切
り下げる方法を採用している。
 

経営者は、販売用野菜種子の棚卸資産につき、販売予
測数量に基づいて、商品ライフサイクルを考慮した一定
の年数以内に販売が見込まれないものを識別し、帳簿価
額を切り下げている。販売予測数量の見積りに当たって
は、野菜種子の需要予測に影響を受けるため高い不確実
性を伴い、経営者による判断が、販売用野菜種子の棚卸
資産評価の見積りに重要な影響を及ぼす。
 

以上から、当監査法人は、一定の年数以内に販売が見
込まれない野菜種子の棚卸資産の評価が、当連結会計年
度の連結財務諸表監査において特に重要であり、監査上
の主要な検討事項に該当すると判断した。

当監査法人は、一定の年数以内に販売が見込まれない
野菜種子の棚卸資産の評価の妥当性を検討するため、主
に以下の監査手続を実施した。
 

(1) 内部統制の評価
 

一定の年数以内に販売が見込まれない販売用野菜種子
の棚卸資産の評価に関連する内部統制の整備及び運用状
況の有効性を評価した。
 

評価に当たっては、特に、経営者が一定の年数以内に
販売が見込まれない棚卸資産の識別に利用した野菜種子
の品種別販売予測数量の見積りの合理性の検討及び承認
に係る内部統制の整備及び運用状況の有効性の評価に焦
点を当てた。
 

(2) 一定の年数以内に販売が見込まれない棚卸資産の評
価の妥当性の検討
 

簿価切り下げの対象となる一定の年数以内に販売が見
込まれない販売用野菜種子の棚卸資産評価の見積りに際
して経営者が採用した主要な仮定の適切性を評価するた
め、主に以下の手続を実施した。
 

●過年度の販売予測数量を販売実績と比較し、販売予測
数量の見積りの精度を評価した。また、差異要因が当
連結会計年度末における販売予測数量の見積りに反映
されていることを確認した。

 

●販売予測数量が販売実績を大きく上回る品種を含む、
一定の年数以内に販売が見込まれないリスクが相対的
に高い品種に対して、販売予測数量の根拠について供
給管理部責任者に対して質問を行ったほか、関連する
資料の閲覧及び過去の販売実績との比較を行った。

 

●販売予測数量の根拠に係る質問の結果を踏まえて、販
売予測数量に不確実性を織り込んだ場合に一定の年数
以内に販売が見込まれない野菜種子の評価に与える影
響について検討した。

 

●一定の年数以内に販売が見込まれない棚卸資産が、品
種別販売予測数量に基づき正確に決定され、帳簿価額
が切り下げられていることを再計算により検証した。

 

また、主要な連結子会社であるSakata Seed America,
Inc.、 Sakata Vegetables Europe S.A.S.及び Sakata
Seed Sudamerica Ltda.の監査人を関与させ、同監査人
への指揮、監督及びその作業の査閲を含め、主として以
下の監査手続を実施した。
 

●一定の年数以内に販売が見込まれない販売用野菜種子
の棚卸資産の評価に関連する内部統制の整備及び運用
状況の有効性の評価

 

●一定の年数以内に販売が見込まれない販売用野菜種子
の棚卸資産評価の見積りに際して経営者が採用した主
要な仮定の適切性を評価するための以下の手続

 

・過年度の販売計画と実績の比較による見積りの精度
の評価

 

・一定の年数以内に販売が見込まれない販売用野菜種
子の棚卸資産評価の見積りの根拠についての経営者
への質問に基づく検討

 

・一定の年数以内に販売が見込まれない棚卸資産の評
価の正確性を確かめるための再計算
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。
 

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。
 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
 

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。
 

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
 

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。
 

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
 

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査

閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。
 

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社サカタのタネの2026

年５月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。
 

当監査法人は、株式会社サカタのタネが2026年５月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務

諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。
 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。
 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。
 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
 

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。
 

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。
 

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、

内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。
 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。
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＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査

の状況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

※１．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2026年８月21日

株式会社サカタのタネ

取締役会　御中

 
有限責任 あずさ監査法人

 

横浜事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　谷　　剛　　之  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　下　　　　　誠  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サカタのタネの2025年６月１日から2026年５月31日までの第85期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社サカタのタネの2026年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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一定の年数以内に販売が見込まれない野菜種子の棚卸資産の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

注記事項「(重要な会計上の見積り)棚卸資産の評価」
に記載のとおり、株式会社サカタのタネの2026年５月期
貸借対照表に計上されている棚卸資産30,514百万円に
は、野菜種子に関する商品及び貯蔵品の棚卸資産計
18,943百万円が含まれており、総資産の17％を占めてい
る。
 

棚卸資産は取得原価と事業年度末における正味売却価
額のいずれか低い方の金額で評価される。また、事業年
度末時点で生産後一定の年数を経過した種子については
帳簿価額を切り下げる方法を採用している。さらに、販
売用野菜種子は事業年度末時点から一定の年数以内に販
売が見込まれない棚卸資産の帳簿価額を切り下げる方法
を採用している。
 

経営者は、販売用野菜種子の棚卸資産につき、販売予
測数量に基づいて、商品ライフサイクルを考慮した一定
の年数以内に販売が見込まれないものを識別し、帳簿価
額を切り下げている。販売予測数量の見積りに当たって
は、野菜種子の需要予測に影響を受けるため高い不確実
性を伴い、経営者による判断が、販売用野菜種子の棚卸
資産評価の見積りに重要な影響を及ぼす。
 

以上から、当監査法人は、一定の年数以内に販売が見
込まれない野菜種子の棚卸資産の評価が、当事業年度の
財務諸表監査において特に重要であり、監査上の主要な
検討事項に該当すると判断した。

連結財務諸表の監査報告書において、「一定の年数以
内に販売が見込まれない野菜種子の棚卸資産の評価」が
監査上の主要な検討事項に該当すると判断し、監査上の
対応について記載している。
 

当該記載内容は、財務諸表監査における監査上の対応
と実質的に同一の内容であることから、監査上の対応に
関する具体的な記載を省略する。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。
 

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。
 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。
 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
 

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。
 

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
 

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。
 

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
 

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
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の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。
 

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

 

※１．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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